
更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

271030003 26年
10月16日

26年
11月5日

27年
10月30日

社会福祉法
人（特別養護
老人ホーム
等）の財産へ
の担保設定
に係る行政庁
の承認の不
要化

社会福祉法人（特別養護老人ホーム等）の財産への担保設定に係る行政庁の承認を不要とする。
【提案理由】
社会福祉法人が、民間金融機関にその基本財産（土地・建物）を担保提供する場合、行政庁の承認
が必要。一方、福祉医療機構（ＷＡＭ）の融資や、ＷＡＭと民間金融機関の協調融資の場合は承認不
要。
承認手続きの煩雑さから民間金融機関単独での融資が敬遠され、民業圧迫となっている。イコール・
フッティングの観点から民間金融機関単独の融資における担保提供についても承認を不要とするべ
きである。
所管官庁より、「仮に融資先が経営不振になっても、ＷＡＭは政府系金融機関として一定のリスクを負
うことを使命としているため、承認不要としている」との回答があったが、融資先が経営不振に陥った
場合には、地方銀行もＭ＆Ａにより事業継続を図るなど、リスクを負って地域の介護福祉施設の維持
に努めている。
また、所管官庁は「ＷＡＭの融資や民間金融機関との協調融資では、所轄庁に意見書を求めることと
しており、実質的に承認と同等の審査を行っている」としているが、当該意見書は、政府系金融機関で
あるＷＡＭが都道府県の各種計画との整合性を確認するために徴求するものであり、意味合いが異
なる。
本要望が実現すれば、民間金融機関の医療・介護・福祉分野へのより積極的な取組みが可能とな
り、地域にとって重要な特別養護老人ホーム等の整備・維持に資することが可能になる。

(一社)全
国地方
銀行協
会

厚生労
働省

　社会福祉法人は、社会福祉事業という公益性の高い事業を安定的、
継続的に実施することを目的として設立された法人であり、福祉サービ
スを必要としている方々に対して、サービス提供を行う必要があります。
　このため、社会福祉事業を実施するために必要な基本財産は、法人
存立の基礎となるものであることから、基本財産を担保提供する場合に
ついては、理事総数の３分の２以上の同意を得た上で、所轄庁の承認
を得ることが必要となっております。
　また、社会福祉法人の基本財産の担保設定については、
　①独立行政法人福祉医療機構に対して担保に供する場合
　②独立行政法人福祉医療機構と協調融資の契約を結んだ民間金融
機関に対して担保に供する場合
　　 以外については、所轄庁の承認を得なければならないとしていま
す。

社会福祉法人の
認可について（平
成12年12月1日
障第890号、社援
第2618号、老発
第794号、児発第
908号）

対応不可

○　社会福祉法人が経営する社会福祉施設については、利用者の権利や生命・安全に関する
ものであるため、施設経営の安定化・維持・存続が求められます。
○　また、社会福祉法人は、寄附・補助等により取得した財産を活用して公益性の高い社会福
祉事業を行うことを目的とする法人であり、これに対して税制や補助金などの優遇措置が講じら
れており、基本財産は法人存立の基礎となるものです。
○　このため、基本財産を担保に供する場合には、所轄庁の承認にかからしめることとし、担保
提供の目的の妥当性・必要性、方法の妥当性（償還計画、担保提供先）等を確認しています。
○　一方、独立行政法人福祉医療機構については、独立行政法人福祉医療機構法第３条第１
項において、社会福祉事業に係る施設の設置等に必要な資金を融資し、もって福祉の増進を図
ることを目的とする法人として位置付けられ、国の福祉施策と密接に連動して長期・固定・低利
の政策融資を行っています。
○　独立行政法人福祉医療機構に基本財産を担保提供する場合には、
・　こうした法律に規定されている独立行政法人福祉医療機構の目的・事業内容を踏まえれば、
社会福祉施設の安定化・維持・存続、社会福祉法人の存立基盤の維持という目的に即した融資
が行われることは明らかであり、実際、独立行政法人福祉医療機構は、行政の各種計画に照ら
した事業の妥当性、必要性、補助の予定等を所轄庁から意見徴求をした上で、さらに担保提供
の目的の妥当性、必要性、方法の妥当性等に係る所轄庁の承認と同等の審査を行っているこ
と
・　独立行政法人福祉医療機構は、社会福祉事業に係る施設の設置等に必要な資金の融通を
もって、福祉の増進を図ることを目的とするとの法律の規定に基づき、社会福祉施設等の維持・
継続を最優先の課題として融資を行っており、国としてはこの政策融資を財政的に支援している
ところです。このことから、独立行政法人福祉医療機構は、融資先が経営不振に陥ったからと
いって担保を直ちに処分しないことが確実な金融機関であること
から例外的に所轄庁の承認を不要としているところです。

△

271030006 27年
2月5日

27年
3月12日

27年
10月30日

危険物乾燥
設備における
危険物濃度
の規制緩和

危険物乾燥設備について、安全性を確保した上で、乾燥に伴って発生する危険物の濃度の爆発下限
界値の規制を「30％以上とならないようにすること」から「50％を超えないようにすること」に緩和すべき
である。
【要望理由】
現行制度では、「危険物乾燥設備における爆発災害の防止について」（昭和52年12月27日基発第695
号）において、「危険物乾燥設備については、換気装置を設け強制換気を行う等により、乾燥に伴って
発生する危険物の濃度が爆発下限界値の30％以上とならないようにすること。」と定められている。こ
れに対し、米国では、NFPA86（Standard for Ovens and Furnances)の中で、原則として「爆発下限界
値の25％以上とならないようにすること。」と規制されているが、「乾燥設備の過熱システムに異常が
あった際に警告を鳴らして停止させるコントロールシステムが設置され、当該システムによって危険物
濃度が爆発下限界値の50％を超えないよう追加的な換気装置が調整されている」場合には、危険物
濃度を爆発下限界値の50％にまで規制値が緩和されている。下限界値100％に達しなければ爆発が
起こることはなく、爆発下限界値50％を超えた場合に速やかに停止するシステムが設置されていれ
ば、安全性に支障は生じないと考えられる。我が国企業の国際競争力を確保する観点から、安全性
確保措置を講じることを条件に、米国と同様、「爆発下限界値50％を超えないないようにすること。」と
規制を緩和すべきである。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

危険物乾燥設備を使用する事業者に対する監督指導事項として、昭和
52年12月27日付け基発第695号「危険物乾燥設備における爆発災害の
防止について」が示されており、その項目の中で「危険物乾燥設備につ
いては、換気装置を設け強制換気を行う等により、乾燥に伴って発生す
る危険物の濃度が爆発下限界値の30％以上とならないようにするこ
と。」とされています。

昭和52年12月27
日付け基発第
695号「危険物乾
燥設備における
爆発災害の防止
について」

検討に着
手

現在、欧米の最新の動向を踏まえ、昭和52年12月27日付け基発第695号「危険物乾燥設備に
おける爆発災害の防止について」の２において示されている、乾燥に伴い発生する危険物の濃
度の範囲について、改正の要否を検討しているところです。

△

271030018
27年
7月15日

27年
8月20日

27年
10月30日

特定社会保
険労務士制
度について

特定社会保険労務士が一貫して個別労働紛争を解決できるようにするため、せめて裁判所での民事
調停の代理権は認めるべきである。
労働局でのあっせんでは当事者の出頭について強制力がなく、あっせん不成立の場合が多く、あっせ
んそのものの意味が無くなることが多いからである。

個人
厚生労
働省

特定社会保険労務士の業務として、裁判所での民事調停の代理業務
は認められていません。

社会保険労務士
法第２条第１項か
ら第４項及び第２
条の２第１項

対応不可
特定社会保険労務士に対する裁判所での民事調停の代理権の付与については、紛争解決手
続代理業務の実態を踏まえ、特定社会保険労務士の能力担保が必要であり、慎重な検討を必
要とします。
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提案
主体



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

1.in vivo遺伝子治療臨床研究の手続きの効率化
in vivo遺伝子治療臨床研究については、「遺伝子治療臨床研究に関す
る指針」（平成16 年文部科学省・厚生労働省告示第2号。以下｢旧指針｣
という。）により、その適正な実施を図ってきたところですが、今般、旧指
針に代えて、平成27年8月12日に「遺伝子治療等臨床研究に関する指
針」（平成27 年厚生労働省告示第344 号。以下「新指針」という。）を策
定し、同年10月1日より施行することとしました。
新指針においては、多施設共同臨床研究の実施を想定し、新たに多施
設共同臨床研究を総括する総括責任者の定義及びその責務を規定す
るとともに、多施設共同臨床研究における審査体制等について、一つ
の倫理審査委員会による一括した審査を求めることができる規定及び
厚生労働大臣に意見を求める際も同様に、一括した審査を求めること
ができる規定を追加しました。
なお、今年9月末までは旧指針が適用されますが、旧指針下において
多施設共同臨床研究を実施する場合、協力研究機関が既に承認され
た主協力機関と同一のプロトコールで実施の申請を行う時は、厚生労
働大臣は、同一性を確認の上、申請から30日以内にその可否を回答す
ることとしており、手続きの簡素化を図っています。また、変更時の報告
については、主研究機関が共同研究機関の変更内容を取りまとめの
上、一括して報告していただいても構いません。

1.in vivo遺伝子治
療臨床研究の手
続きの効率化
遺伝子治療臨床
研究に関する指
針

1.in vivo
遺伝子治
療臨床研
究の手続
きの効率
化
対応

1.in vivo遺伝子治療臨床研究の手続きの効率化
平成27年8月12日に「遺伝子治療等臨床研究に関する指針」を策定し、同年10月1日より施行
することとしました。指針においては、多施設共同臨床研究の実施を想定し、多施設共同臨床
研究について、厚生労働大臣による一括した審査を求めることができる規定を追加するなど、
多施設共同臨床研究が効率的に行えるような整備を行いました。

2.再生医療等製品に該当する医療技術を「先進医療」に適用する際の
手続きの効率化
再生医療の提供に当たっては、再生医療等の安全性の確保等に関す
る法律（平成25年法律第85号）第4条の規定により、再生医療等を提供
しようとする病院または診療所の管理者は再生医療等提供計画を厚生
労働大臣に提出することとされており、同法第17条及び第18条に基づ
き、再生医療等提供機関の管理者は、再生医療等提供計画に記載さ
れた再生医療等の提供に起因するものと疑われる疾病、障害若しくは
死亡又は感染症の発生等を知ったときは、再生医療等の安全性の確
保等に関する法律施行規則（平成２６年厚労省令第１１０号）第35条、
第36条で定めるところにより、その旨を認定再生医療等委員会及び厚
生労働大臣に報告しなければならないとされている。
また、先進医療に関しては、厚生労働大臣の定める評価療養及び選定
療養（平成18年厚生労働省告示第495号）において、将来的な保険導
入のための評価を行うものとして位置づけられており、先進医療の実施
に伴う重篤な有害事象等により治療が必要とされる等の症例が発生し
たものについては、地方厚生（支）局長及び厚生労働大臣に報告するこ
ととされている。

2.再生医療等製
品に該当する医
療技術を「先進医
療」に適用する際
の手続きの効率
化
再生医療等の安
全性の確保等に
関する法律（平成
25年法律第85
号）

2.再生医
療等製品
に該当す
る医療技
術を「先
進医療」
に適用す
る際の手
続きの効
率化
対応不可

2.再生医療等製品に該当する医療技術を「先進医療」に適用する際の手続きの効率化
2．再生医療等については、新しい医療であり、その安全性が必ずしも確保されておらず、生命
倫理への配慮も必要であることから、再生医療等の安全性の確保等の観点から、提供に当たり
再生医療等提供計画の提出を求め、有害事象報告等の義務を定めているところである。一方、
先進医療については、実施可能な保険医療機関の要件設定及び保険給付との併用の適否の
検討等を行うため、試験計画等の提出を求め、先進医療の実施に伴う有害事象等に係る報告
を求めているものである。したがって、両計画はその目的を異にすることでものであることから、
提出が義務づけられる計画の記載事項や審査内容等が異なること、また、有害事象報告等に
ついても、報告すべき内容対象となる事象の範囲が同一ではないことから、共通項目の手続き
簡略化などの措置をとることは考えていない。

3.複合医療の治験申請等の効率化
治験の実施を依頼しようする企業等は、あらかじめ、治験の計画を厚生
労働大臣に届け出なければならいこととなっています。

3.複合医療の治
験申請等の効率
化
医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律（第80条の
2）

3.複合医
療の治験
申請等の
効率化
対応不可

3.複合医療の治験申請等の効率化
1つの治験において、医薬品と医療機器が対象となるような製品が複数ある場合の治験届につ
いて、各製品の届出内容は可能な限り整合させており、添付資料を共通して利用することが可
能であり、該当するチームが協力して一体的に確認を行っていることから、運用面において実質
的に外国と遜色ない形で対応しています。また、諸手続きを含むこうした運用については、業界
団体と意見交換を実施してきております。
治験届を1つにするためには、届出を受け付けるシステム等の改修がPMDAにおいて必要であ
ることが想定され、システム改修費用は企業にもご負担いただかざるを得ず、厚生労働省として
はご提案の対応は困難と考えています。治験に関する効率的な運用については、引き続き、業
界団体との議論を密に実施し、必要な対応を行います。

△

先端的な医療技術の臨床試験手続きについて、以下のような手続きを効率化し、合理的かつ迅速な
開発促進に繋げる検討をお願いいたします。
1.in vivo遺伝子治療臨床研究の手続きの効率化
in vivo遺伝子治療臨床研究については、「遺伝子治療臨床研究に関する指針」に従い実施されてい
るところですが、多施設共同臨床研究の場合、全施設で同一の申請や変更が求められています。一
方、先進医療では、主医療機関がフルパッケージの申請を行えば、協力医療機関の申請は簡素化さ
れ、申請内容の変更も主医療機関の当局への変更報告のみで対応可能です。in vivo遺伝子治療臨
床研究について、多施設共同研究が効率的に行えるような指針の整備を検討いただけますでしょう
か。
2.再生医療等製品に該当する医療技術を「先進医療」に適用する際の手続きの効率化
再生医療等製品に該当する医療技術を「先進医療」に適用する際は、厚生労働大臣の臨床研究の実
施の了承を必要とし、先進医療申請が必要とされます。当該了承後の先進医療申請が求められてい
ます。2つの当局申請を直列で対応することになります。また、重篤な有害事象報告等、各種の類似
報告を2つの当局申請に対し対応する必要があります。
同一の実施計画における当該2つの当局申請の手続きの共通事項の効率化を検討いただけますで
しょうか。
3.複合医療の治験申請等の効率化
医薬品及び医療機器のそれぞれ単体では医療技術としては成立せず、双方が併存することにより、
医療技術が提供される複合医療の治験の場合、同一実施計画にもかかわらず、医薬品及び医療機
器のそれぞれの治験計画届書が必要とされます。
このような複合医療の場合、治験計画届書を一本化し、治験実施できるような制度改革はできないも
のでしょうか。海外の多くは、1実施計画＝1治験申請で対応しており、当局側側で医薬品と医療機器
のチーム審査が実施されていると思います。
当局側も企業側も、同一実施計画に対し、2つの治験計画届の対応や管理が求められている状況か
と思います。複合医療の治験申請や対応について、重複しているものを解消し、効率化が図れれば、
更なる迅速開発が可能になるのではと考えています。
複合医療の治験申請等の効率化をご検討いただけますでしょうか。

民間企
業

厚生労
働省

271030020
27年
8月17日

27年
9月16日

27年
10月30日

資金移動業
者に開設され
た労働者のペ
イロール・
カード口座に
おける賃金の
支払及び受
領を可能とす
る規制改革

我が国は東日本大震災からの復興に加え、東京五輪開催に向け建設業界を中心に人材不足が深刻
化し、更にはアルバイト人材が著しく流動化・増加する傾向にある。この様な変化に伴い、雇用者であ
る企業にとって、給与支払口座の登録・変更、振込に関する業務負荷及び銀行振込手数料負担が大
きな課題となりつつある。
また、外国人労働者活用の要請が高まる中、多くの外国人は、訪日後直ぐに銀行口座の開設ができ
ないため、銀行振込に代替する給与支払方法の整備が求められている。
上記諸問題を解決するために、日本においてもペイロール・カード（給与支払カード）による賃金支払
ができるよう規制緩和を提案する。
ペイロール・カードは雇用企業とカード発行会社間での入金データの授受により賃金支払が完結する
ため、労働者口座への振込手数料は不要である。このため、多数のアルバイトおよび臨時雇用者を
抱える企業にとっては、賃金支払に関する事務処理や費用の削減になる。また、労働者の銀行口座
開設は不要であるため、外国人労働者に対してすぐに発行ができるのも利点である。
ペイロール・カードによる賃金支払は次の方法にて行われる。
労使双方が資金決済法に基づく資金移動業者（カード発行会社）との間で賃金支払の資金移動に関
する契約を締結
労働者は資金移動業者において口座開設し（本人確認）、ペイロール・カード付与
使用者は資金移動業者に依頼して、労働者の口座に対して賃金相当額を入金
労働者はペイロール・カードを利用して、ATMでの現金引き出し、当該決済サービスマークのある国内
外店舗での支払い（含インターネット）が可能
賃金支払いの方法は労働者の任意選択が前提
労働基準法24条1項は、賃金の支払について、現金または「銀行その他の金融機関に対する」預金等
への振込みを原則としているため（通貨払の原則）、資金移動業者口座へ入金による賃金支払をする
ことができない。資金決済法は、銀行と並んで、資金移動業者に資金移動サービス提供を認めるもの
で、労働基準法もこれに整合した改訂が必要である。また、同法施行規則7条の２に定める「全額払の
原則」も妨げになっており改革を要する。米国では10年以上前からペイロール・カードが主に臨時雇
用者に利用され、雇用の活性化・多様化に効果をあげており、我が国でも同様の規制改革を希望す
るものである

民間企
業

厚生労
働省

271030019
27年
7月21日

27年
8月20日

27年
10月30日

先端的な医療
技術の臨床
試験手続きの
効率化

労働基準法第24条第１項において、賃金は、通貨によって支払うことを
原則としており,資金移動業者の口座に賃金を入金することは認められ
ておりません。

労働基準法第24
条第１項
労働基準法施行
規則第７条の２
第１項　第１号

対応不可

　労働基準法第24条第１項により賃金は通貨によって労働者に支払うことが原則となっていま
すが、労働者の利便性を踏まえつつ、労働者の賃金の保護が損なわれることのない範囲にお
ける例外として①銀行等の金融機関の預貯金への振込み、②一定の要件を満たす証券総合口
座への払込みによる賃金支払いが認められております。
　これらについては、それぞれ金融関係法令における厳格な規制により労働者の賃金が保護さ
れており、特に、②については、当事者である労使の代表を含めた議論を経て一定の要件の下
認めることとしたものです。
　資金移動業者に開設された労働者のペイロール・カード口座における賃金の支払いは、制度
上、少額（100万円以下）の資金の移動に係る為替取引に限られていることや、資金移動業者が
破たんした場合、供託等で保全されていたとしても、資金が全額保全されないケースもあり得る
こと等から、賃金の支払い先として課題があると考えられるため慎重な検討が必要です。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

271030022
27年
8月22日

27年
9月16日

27年
10月30日

特定社会保
険労務士制
度について

個別労働紛争が高止まりを見せる中、特定社会保険労務士が一貫して解決できるよう社会保険労務
士法を改正すべきである。具体的には簡易裁判所等の訴訟代理権を認めるべきである。

個人
厚生労
働省

特定社会保険労務士の業務として、簡易裁判所等での訴訟代理業務
は認められていません。

社会保険労務士
法第２条第１項か
ら第４項及び第２
条の２第１項

対応不可
特定社会保険労務士に対する簡易裁判所等での訴訟代理権の付与については、今後、それに
必要な特定社会保険労務士の能力担保の状況や紛争解決手続代理業務の実態を把握するな
ど、慎重な検討を必要とします。

271030023
27年
8月24日

27年
9月16日

27年
10月30日

調剤報酬直
接審査支払
の事務手続
一部廃止の
要望について

【要望】
直接審査支払を実施している健康保険組合（以下、「健保」）において、直接審査支払の実施に合意
する薬局が増減する際、社会保険診療報酬支払基金（以下、「支払基金」）に「調剤報酬に係る直接
審査支払に関する保険者届（以下、「保険者届」）を書面で提出することが義務付けられているが、こ
の保険者届の提出不要を要望します。

【規制の現状】
直接審査支払に合意する薬局の増減があった場合、各健保は直接審査支払を開始する３か月前の
末日までに増減があった全ての調剤薬局名・薬局コード・都道府県コードを支払基金に書面で提出し
ている。支払基金の窓口は健保がある都道府県の支払基金とされており、健保毎に提出の窓口が異
なる。
現状では、毎月、直接審査支払の実施に合意する薬局が増えており、毎月末までに支払基金に対し
保険者届を書面で提出している。また、直接審査支払のプラットフォーム「レセネット」を利用して直接
審査支払を実施している健保は全て同じ内容の保険者届となっているにも拘わらず、それぞれの健
保が、各々同じ内容の保険者届を書面で提出している。

【要望理由】
直接審査支払の実施に合意する薬局が増えており、健保はほぼ毎月保険者届を作成し書面で提出し
ているが、健保にとってこれが大きな事務負担となっている。また、薬局が直接審査支払の実施に合
意しても、保険者届を提出してから実施開始が３か月後になるというルールがある為、機動性を十分
に発揮できない。
今後、診療報酬（医科・歯科レセプト）の直接審査支払を検討する場合でも、調剤と同様に本件事務
負担が予想され、実施の足枷となる可能性が高い。
また、新たに直接審査支払の開始を検討している健保も、事務負担が多いという事由で実施に消極
的になる可能性が高い。

日本ア
イ・ビー・
エム健康
保険組
合

厚生労
働省

　現在、健康保険組合が調剤報酬の「直接審査支払」を行う場合につい
ては、開始する月の3か月前の末日までに、健保組合の住所地に所在
する支払基金の支部あてに「調剤報酬に係る直接審査支払に関する保
険者届」を提出することになっています。
　本届出の提出については、健康保険組合を代理する健康保険組合連
合会と支払基金との間で締結される契約書に定められています。
　本届出を提出いただいている理由について、支払基金に確認したとこ
ろ、直接審査支払に該当する調剤レセプトが保険薬局から支払基金へ
誤って請求された場合、保険者の一時的な該当薬局への二重払いが
発生すること及び再審査による調整等における事務処理が煩雑になる
ことから、支払基金において事前に情報を把握し、受付の段階でシステ
ムチェックを行い請求誤りの防止をしているとのことです。

当健保組合では、厚生労働省保険局長通知（保発第0110001号平成19年1月10日「健康保険組合に
おける調剤報酬の審査及び支払に関する事務の取扱いについて」）に基づき、平成20年11月より、特
定の保険薬局から請求された調剤報酬に関する審査及び支払の事務を、支払基金に委託することな
く自ら行っている（以下、当該行為を「直接審査支払」という）。

直接審査支払における保険薬局-健保組合間の実務については、効率・安定的に運用されているとこ
ろであるが、直接審査支払に新たに参加する保険薬局の登録手続きが健保組合側の大きな事務負
担となっている。

具体的には、直接審査支払に新たに参加する保険薬局が出現すると、社会保険診療報酬支払基金
（以下、「支払基金」）宛に「調剤報酬に係る直接審査支払に関する保険者届（開始・変更）」の提出が
義務付けられており、直接審査支払への参加薬局が増加傾向にある現況においては、毎月、全参加
健保組合が、新規の参加薬局登録の為に、当該届を作成、提出しなければならない事態となってい
る。

更に、直接審査支払に参加している全ての健保組合・保険薬局は、「レセネット」という共通のプラット
フォームを利用していることから、当該届における「保険薬局情報」に記載する内容は、直接審査支払
を実施する全健保組合同一の内容であるにも拘わらず、各々の健保組合毎に同届を作成・提出しな
ければならない事態となっている。

直接審査支払においては、そのメリットを拡大享受するために、参加健保組合数の更なる増加が待た
れるところながら、斯かる事務負担の存在は、その阻害要因となっている。更に、調剤レセプトと同じく
医科レセプトにおいても、同様の手続きが強制されることから、医科レセプトにおける直接審査支払実
施の妨げの一つにもなっているものと思料する。

保険医療機関・薬局の新規参加情報等について、支払基金に届出る必要性は認めにくく、当該内容
に関する届出義務の撤廃を要望する。

トヨタ自
動車健
康保険
組合

厚生労
働省

　現在、健康保険組合が調剤報酬の「直接審査支払」を行う場合につい
ては、開始する月の3か月前の末日までに、健保組合の住所地に所在
する支払基金の支部あてに「調剤報酬に係る直接審査支払に関する保
険者届」を提出することになっています。
　本届出の提出については、健康保険組合を代理する健康保険組合連
合会と支払基金との間で締結される契約書に定められています。
　本届出を提出いただいている理由について、支払基金に確認したとこ
ろ、直接審査支払に該当する調剤レセプトが保険薬局から支払基金へ
誤って請求された場合、保険者の一時的な該当薬局への二重払いが
発生すること及び再審査による調整等における事務処理が煩雑になる
ことから、支払基金において事前に情報を把握し、受付の段階でシステ
ムチェックを行い請求誤りの防止をしているとのことです。

271030021
27年
8月18日

27年
9月16日

27年
10月30日

直接審査支
払に係る健保
組合側事務
の合理化につ
いて

事実誤認

　当該届出の取扱いについては、厚生労働省保険局長通知（保発第0110001号平成19年1月10
日「健康保険組合における調剤報酬の審査及び支払に関する事務の取扱いについて」）におい
て規定されているのではなく、健康保険組合を代理する健康保険組合連合会と支払基金との間
で締結される契約書に定められているものであり、国が取り決めを行い、制約を設けているもの
ではありません。

事実誤認

　当該届出の取扱いについては、厚生労働省保険局長通知（保発第0110001号平成19年1月10
日「健康保険組合における調剤報酬の審査及び支払に関する事務の取扱いについて」）におい
て規定されているのではなく、健康保険組合を代理する健康保険組合連合会と支払基金との間
で締結される契約書に定められているものであり、国が取り決めを行い、制約を設けているもの
ではありません。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

271030025
27年
9月1日

27年
9月16日

27年
10月30日

特定社会保
険労務士制
度の改善

個別労働紛争を司法の分野でも一貫して解決できるようにするため、司法型ＡＤＲである民事調停の
代理権を特定社会保険労務士に認めるべきである。

個人
厚生労
働省

特定社会保険労務士の業務として、裁判所での民事調停の代理業務
は認められていません。

社会保険労務士
法第２条第１項か
ら第４項及び第２
条の２第１項

対応不可
特定社会保険労務士に対する裁判所での民事調停の代理権の付与については、今後、それに
必要な特定社会保険労務士の能力担保の状況や紛争解決手続代理業務の実態を把握するな
ど、慎重な検討を必要とします。

271120003 27年
9月11日

27年
10月13日

27年
11月20日

大都市部にお
ける認可保育
所の幼保連
携型認定こど
も園への移行
の際の園庭
基準の緩和
について

・具体的内容
大都市部において、歴史ある私立認可保育所が今回の子ども子育て支援法の主旨に賛同し、地域の
ニーズも踏まえて、幼保連携型認定こども園に移行したいと考えても、大都市特有の土地確保の難し
さ・高額な土地価格のため、既存施設の園庭の面積が基準に届かず、移行できない。ついては現行
の保育所認可基準となるよう緩和していただきたい。

・提案理由
　子ども・子育て支援制度において幼保連携型認定こども園移行する際、既存施設からの移行特例
が認められているが、当協会の会員（887施設）へのアンケート調査では回答を得た407施設のうち63
施設が園庭の基準を満たしていない為移行することができないとの結果が出た。更に該当施設のうち
の2割は、従来は必要面積基準を満たす園庭があったが、待機児解消の為、園庭を狭めて施設を建
築、改築をしたことにより基準に満たなくなった施設が存在する。また、全国の待機児童のうち約3割
が東京の待機児童であり、8割以上が大都市部に集中している状況であるが、この地域おいては園庭
増設の為の土地等の取得が大変困難である。特に土地に関わる部分は、法人や施設がどんなに努
力しても解決できない部分であり、土地の要件のみが原因で幼保連携型認定こども園に移行できない
という基準では、大都市部に所在する園庭のない認可保育所にとっては選択が狭められる結果となっ
ている。待機児童解消のため、殊更多額の借金をして園庭を狭め、園舎を大きく建てて定員を増やす
などの努力をしてきた施設が、今回の基準において、結果的に移行したくても移行できなくなっている
現状もある。
大都市に所在する現に適正に運営されている認可保育所が、幼保連携型認定こども園へ移行できな
いことのないよう、大都市特例や特区等の対応により、園庭基準について保育所認可基準に準ずる
緩和措置を提案する。

（一社）
東京都
民間保
育園協
会

内閣府
文部科
学省
厚生労
働省

幼保連携型認定こども園の基準等については幼保連携型認定こども園
の学級の編制、職員、設備及び運営に関する基準（平成27年内閣府・
文部科学省・厚生労働省令第1号）に定められています。基本的に幼稚
園と保育所の基準の高い方を引き継ぐこととしており、園舎と同一もしく
は隣接した位置に、以下の基準を満たす園庭を設置する必要がありま
す。

（参考）
最低面積：下記１、２のいずれか大きい方に３を足したもの
１　2学級以下の場合 330＋30×（学級数―1）㎡
　　3学級以上の場合 400＋80×（学級数―3）㎡
２　3.3㎡に満3歳以上の園児数を乗じて得た面積
３　3.3㎡に満2歳以上満3歳未満の園児数を乗じて得た面積

なお、平成27年3月31日以前より運営されていた保育所が幼保連携型
認定こども園に移行する場合等には、園庭の面積については保育所認
可基準面積が適用される特例が設けられています。また、園庭の位置
については、2歳児分の必要面積に限り、一定の要件を満たした代替地
を算入することができる特例が設けられています。

幼保連携型認定こ
ども園の学級の編
制、職員、設備及び
運営に関する基準
（平成二十六年四
月三十日内閣府・
文部科学省・厚生
労働省令第一号）
第6条第1項及び第
5項

幼保連携型認定こ
ども園の学級の編
制、職員、設備及び
運営
に関する基準の運
用上の取扱いにつ
いて（平成２６年１１
月２８日通知、府政
共生第１１０４号、２
６文科初第８９１
号、雇児発１１２８
第２号）３の(3)及び
(4)

対応不可

園庭の位置については、幼保連携型認定こども園が児童福祉施設である一方で、学校として幼
児教育を行う施設でもあることに鑑み、教育的観点（子どもが主体的に自らの意思で自由に利
用できる身近な環境の実現等）から、園舎と同一もしくは隣接した位置に設置する必要がありま
す。

なお、ご指摘のような事例については、保育所型認定こども園に移行することが可能であると考
えられます。

対応不可

　労働基準法第24条第１項により賃金は通貨によって労働者に支払うことが原則となっていま
すが、労働者の利便性を踏まえつつ、労働者の賃金の保護が損なわれることのない範囲にお
ける例外として①銀行等の金融機関の預貯金への振込み、②一定の要件を満たす証券総合口
座への払込みによる賃金支払いが認められております。
　これらについては、それぞれ金融関係法令における厳格な規制により労働者の賃金が保護さ
れており、特に、②については、当事者である労使の代表を含めた議論を経て一定の要件の下
認めることとしたものです。
　資金移動業者に開設された労働者のペイロール・カード口座における賃金の支払いは、制度
上、少額（100万円以下）の資金の移動に係る為替取引に限られていることや資金移動業者が
破たんした場合、供託等で保全されていたとしても、資金が全額保全されないケースもあり得る
こと等から、賃金の支払い先として課題があると考えられるため慎重な検討が必要です。

労働基準法施行規則7条の2の改正により、労働者の同意を得た場合には、資金移動業者が開設す
る口座への送金により、賃金を支払う事を可能とする旨を規定する事を提案する。

賃金の支払方法について、現在、労働基準法24条1項は、賃金の通貨払いの原則を定めるが、労働
基準法施行規則7条の2は、使用者は、労働者の同意を得た場合には、銀行その他の金融機関の預
貯金口座へ振込の方法、証券会社の証券総合口座への振込の方法によって、賃金を支払う事ができ
ると定めている。

一方、平成22年4月1日より施行された資金決済に関する法律（以下「資金決済法」という）において
は、銀行以外の事業者も登録を行う事により、銀行と同様に、送金を扱う事ができる事とされており、
現在、資金移動業者として40社が登録され、各種資金移動サービスが実施されている。

資金移動業者のサービス形態においては、口座（アカウント）を開設して、利用者のＡＴＭ等からの引
き出しを可能としたり、商品・サービス等の代金への充当を可能としたり、他の利用者に対する送金を
可能としたりする事ができる。

近年、電子マネーの普及等により決済方法の多様化が進み、資金移動業者を通じた送金・決済の利
用額も増加している。それに伴い、欧米においては給与を上記口座に着金させて、カード等で引き出
しや商品・サービス等の代金への充当等を可能とするペイロールカードが現に提供されている。日本
でも、クレジットカードを有さない利用者でも、上記カード等の提供が行われれば、ＡＴＭ等で出金する
ほか、Ｖｉｓａやマスターカード等の取扱加盟店での商品・サービス提供を受ける事ができる事から、利
用者利便に資するものとしてサービス導入の需要が高まっている。

資金移動業者は法律上銀行と同様に送金を取り扱う事ができる事業者となっているうえ、決済未了の
資金は、法律上定められる資産保全方法によって100％保全されているため、これを給与の支払方法
の一つとしたとしても、労働者保護に欠けるものではない。キャッシュレス決済の普及による決済の利
便性・効率性の向上を掲げる政府の政策とも合致する（「『日本再興戦略』改訂2014-未来への挑戦-
」77頁）

したがって、通貨払いの原則の例外として、資金移動業者が開設する口座への送金の方法で、賃金
支払を可能とするよう改正を要望する。

労働基準法第24
条第１項
労働基準法施行
規則第７条の２
第１項　第１号

271120004 27年
9月25日

27年
10月13日

27年
11月20日

資金移動業
者が開設する
口座への送
金による賃金
の支払を可能
とする旨の労
働基準法施
行規則7条の
2の改正

株式会
社Kort
Valuta

厚生労
働省

労働基準法第24条第１項において、賃金は、通貨によって支払うことを
原則としており,資金移動業者の口座に賃金を入金することは認められ
ておりません。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

271215003 27年
10月16日

27年
11月9日

27年
12月15日

圧力容器構
造規格の強
度計算におけ
る腐れ代の取
扱いについて

<提案の具体的内容>
第一種圧力容器の開放検査周期認定に係る余寿命算出において、構造規格上の必要最小板厚から
腐れ代を除いた値で計算することを認める。

＜提案理由＞
圧力容器構造規格に基づいて製作を行う際、必要最小板厚を計算する式に腐れ代1mmを加える規定
があるため、製作最小板厚は、計算式による厚さ＋1mmとなる。また、保全を行うときの必要最小板
厚についても、計算式による厚さ＋1mmとされている。一方で、高圧ガス保安法の特定設備検査規則
では、製作時の必要最小板厚は計算式＋腐れ代であるが、保全を行うときの必要最小板厚は計算式
による厚さとなっており、腐れ代は含まれない。
第一種圧力容器は連続運転認定に合格すれば4年連続運転を行うことができ、認定検査において耐
圧部の余寿命は1.5倍の6年以上を求められる。余寿命を算出する際に計算式＋1mmを基準にして計
算することになるが、腐れ代1mmのために、6年以上の余寿命を確保できないケースが生じたときは、
検査周期は2年に降格してしまう。腐れ代は、将来の減肉を見込んだ製作時の余裕代であり、使用開
始後も常にその値を確保する必要はないと考えられる。

石油連
盟

厚生労
働省

　ボイラー及び圧力容器安全規則（昭和47年労働省令第33号）第75条
第１項ただし書きに基づいて、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。
以下「法」といいます。）第41条第２項の性能検査時に第一種圧力容器
の冷却及び掃除をしないことができる開放検査周期認定については、
平成20年3月27日付け基発0327003号「ボイラー等の開放検査周期に
係る認定制度について」により運用しているところですが、当該通達で
は第一種圧力容器の余寿命を「腐食・磨食に対する余寿命診断が実施
され、構造規格上の最小板厚に対する母材の余寿命が、開放検査後
の運転を開始した日又はしようとする日から起算して6年以上あることが
確認されていること。」等により評価しています。
　なお、法第42条の規定に基づき、第一種圧力容器については、厚生
労働大臣が定める規格（圧力容器構造規格）を具備しなければ譲渡し、
貸与し、又は設置してはならないこととなっており、圧力容器構造規格
（平成15年厚生労働省告示第196号）第11条等において最小板厚を「板
に生じる圧力と板の許容引張圧力とが等しくなる場合の厚さ（計算式に
よる厚さ）＋腐れ代（1mm以上）」と規定しています。

ボイラー及び圧
力容器安全規則
（昭和47年労働
省令第33号）第
40条及び第75条
圧力容器構造規
格（平成15年厚
生労働省告示第
196号）第11条
平成20年3月27
日付け基発第
0327003号「ボイ
ラー等の開放検
査周期に係る認
定制度について」

検討に着
手

　第一種圧力容器の開放検査周期認定に係る余寿命算出における腐れ代の取扱いにつき、見
直しを検討しているところです。 △

271215004 27年
10月16日

27年
11月9日

27年
12月15日

ボイラーおよ
び第一種圧
力容器の開
放検査周期
に係る認定制
度の見直し

＜提案の具体的内容＞
ボイラーおよび第一種圧力容器の開放検査周期（6年又は8年）に係る認定に関し、耐圧部補修を実
施した場合の要件を見直す。

＜提案理由＞
ボイラーおよび第一種圧力容器の開放検査周期（6年又は8年）に係る認定を取得する場合、耐圧部
に損傷が発生し補修したボイラー等については、補修後4年ごとの開放検査を2回以上経なければな
らないという要件がある。石油コンビナートにおける実態として、ボイラー及び第一種圧力容器は高圧
ガス設備と同様の溶接補修、耐圧試験及び耐圧試験後の非破壊検査等を行っており、管理方法に相
違はないため、補修後4年以内の開放検査を2回実施するという要件を高圧ガス保安法と同様の要件
（補修後4年以内の開放検査1回）に見直して頂きたい。

石油連
盟

厚生労
働省

　ボイラー及び圧力容器安全規則第40条第1項ただし書及び第75条第
１項ただし書きに基づいて、性能検査時にボイラー及び第一種圧力容
器（以下「ボイラー等」といいます。）の冷却及び掃除をしないことができ
る開放検査周期認定については、平成20年３月27日付け基発0327003
号「ボイラー等の開放検査周期に係る認定制度について」により運用し
ているところです。
　このうち、開放検査周期に係る認定の要件として、耐圧部に損傷が発
生し補修したボイラー等については、「補修後４年ごとに２回以上、開放
検査（ボイラー等の冷却及び掃除して行う検査）の際に、当該耐圧部を
検査し、損傷が再発生していないことを確認していること。」を満たすこと
とされています。

ボイラー及び圧
力容器安全規則
（昭和47年労働
省令第33号）第
40条第１項及び
第75条第１項
平成20年3月27
日付け基発第
0327003号「ボイ
ラー等の開放検
査周期に係る認
定制度について」

対応不可

　労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）に基づく開放検査周期認定基準においては、時間に
依存して進行する損傷（クリープ損傷、熱疲労亀裂、水素浸食等）のうち、高圧ガス保安法（昭
和26年法律204号）に基づく基準における開放検査周期に係る認定の対象外となっている特定
の損傷（損傷の再発の危険性の高い熱疲労亀裂や、クリープ損傷と水素浸食が同時に発生し
ている損傷等）を補修したボイラーについても認定対象としています。
　補修時の耐圧検査等において、補修のための溶接等が適切に施工されているかを確認する
ことはできますが、時間に依存して進行する損傷の再発については確認することができないた
め、補修後４年ごとに２回以上開放検査を行い、安全性を担保する必要があります。
　したがって、補修後４年ごとの開放検査を２回実施するという要件を高圧ガス保安法に基づく
基準と同様の要件（補修後４年以内の開放検査１回）に見直した場合、時間に依存して進行す
る損傷の再発によるボイラ－等の破損等を防止することが困難となるため、ご提案を受け入れ
ることは困難です。

271130006
27年
10月21日

27年
11月9日

27年
11月30日

輸出貿易管
理令の対象
品目から血漿
分画製剤を外
す

要望内容
血液製剤（輸血用製剤、血漿分画製剤）は輸出貿易管理令の対象品目になっていますが、国内自給
の推進、安定供給体制の確保、献血の有効利用の観点から、私達は血漿分画製剤を輸出貿易管理
令の対象から外すことを要望します。

《１．規制の現状》　昭和41年の輸出貿易管理令の改正において、輸出承認が必要な貨物に血液製
剤が追加されました。その背景は当時、ベトナム戦争に日本の血液が軍事上の目的で使用されること
への倫理上の問題として国会で議論され、その結果、厚生省と通産省で協議し、「当分の間承認を停
止する」とされた経緯があります。その後、自衛隊の持ち出しや、人道的な事では一部承認されていま
すが、現在は国内自給の確保のためとして実質的に輸出、或いは在庫として国内に一旦輸入した製
品は海外に輸出できない状況にあります。

《２．要望理由》　私達は血液法で定められた安定供給の確保、国内自給の推進の観点から、国内原
料血漿を海外に一旦輸出し、海外自社工場で製剤化して日本に輸入する事業モデルを検討する事を
提案しています。これは国内自給が促進されるともに、常時だけでなく危機時に、国内製造拠点だけ
に依存した安定供給リスクを低減できます。更に、血液代替製剤の供給拡大に伴い、製剤の原料血
漿として有効利用されない国内原料血漿が増加しています。これを有効利用し、新興国で製剤が無く
て死亡している患者に寄付、或いは低価格で輸出供給する国際貢献モデルを日本で検討する事を提
案しています。しかし、国は国内自給と安定供給の観点から輸出は認めない方針を堅持しています。
その理由は国内自給を根拠に輸出を認めないという、我々が国内自給を推進する観点から提案して
いる事と同じ理由で輸出を認めないという矛盾した状況にあります。現状を継続する事は国民・献血
者の不利益になるとともに倫理的な問題が有ります。血液法と輸出貿易管理令を関連付けて国内事
業者を保護する政策を継続した結果、外資企業の一部が血液事業から撤退するとともに、新規参入
を阻害しています。これは血漿分画製剤事業全体が弱体化し国際競争力の低下を招いています。

《３．要望が実現した場合の効果》　国内自給は向上し安定供給リスクが低減されます。更に国際貢献
ができます。産業振興と国際貢献の観点で国内血漿分画製剤事業の強化を図ることができます。

民間団
体

厚生労
働省
経済産
業省

血漿分画製剤の輸出は、「外国為替及び外国貿易法」（昭和24年法律
第228号）に基づく「輸出貿易管理令」（昭和24年政令第378号）第２条に
より、経済産業大臣の「承認」が必要となっています。
その運用は、「輸出貿易管理令の運用について」（輸出注意事項62第
11号）及び「血液製剤の輸出承認について」（輸出注意事項12第98号）
によって、自衛隊の持ち出しや人道的支援等の一部の例外措置を除
き、「承認」は停止されています。

・外国為替及び外
国貿易法（昭和24
年法律第228号）第
48条第３項
・輸出貿易管理令
（昭和24年政令第
378号）第２条第１
項第１号
・輸出貿易管理令
の運用について（輸
出注意事項62第11
号）
・血液製剤の輸出
承認について（輸出
注意事項12第98
号）
・安全な血液製剤
の安定供給の確保
等に関する法律（昭
和31年法律第160
号）第２条第１項
・安全な血液製剤
の安定供給の確保
等に関する法律施
行規則（昭和31年
厚生省令第22号）
第１条
・血液製剤の安全
性の向上及び安定
供給の確保を図る
ための基本的な方
針（平成25年厚生
労働省告示第247
号・平成26年厚生
労働省告示第439
号一部改正）

検討を予
定

「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」（血液法）の基本理念として、「血液製剤
は、国内自給（国内で使用される血液製剤が原則として国内で行われる献血により得られた血
液を原料として製造されることをいう。以下同じ。）が確保されることを基本とする」と掲げられて
います。（血液法第３条第２項）
輸出貿易管理令の対象品目から血液製剤（血漿分画製剤）を外し、国外への輸出を可能とする
ことに関しては、
・現時点では血漿分画製剤について国内自給が達成されていないこと
・血液法の趣旨と相反する可能性があること（臓器と同様に人体から製造される血漿分画製剤
が市場性を理由に国境を越えて売買されることに対する倫理性の問題、国内の無償による献
血者の理解を得られるかという問題）
・国内事業者は国内自給のため、国内の需要を優先するのが第一と考えていること
などから、慎重な検討が必要と考えています。

一方で、血漿分画製剤を輸出できないことが国内事業者の事業効率に大きな影響を与えている
ことが考えられ、国内事業者の競争力を強化し、将来の国内自給を達成するためには、輸出の
規制のあり方を含めた、血液事業全体の将来像を検討することが必要と考えております。

血液法第９条では、厚生労働省は「血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図るため
の基本的な方針」（基本方針）を定めており、少なくとも５年ごとに再検討を加え、必要があれば
変更することとしています。
現行の基本方針に関する再検討を平成28年度から開始する予定ですので、その中で、ご提案
の内容を含め輸出の規制のあり方については、関係省庁、関係部局、製造販売業者、日本赤
十字社（血液事業本部）、医療関係者、血液製剤による薬害被害者等の関係者と調整しながら
検討を進め、厚生労働省の審議会等の意見も聴取しながら、平成30年度までに結論を得て、基
本方針の変更に反映する予定です。
経済産業省は上記基本方針や厚生労働省の審議会等の結果を踏まえ、関係省庁や関係部局
等と調整し、必要に応じて輸出貿易管理令等の規制の改正を検討して参ります。

△



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

271215005 27年
10月16日

27年
11月9日

27年
12月15日

石綿工事申
請窓口の一
本化

【提案の具体的内容】
石綿工事申請窓口を一本化する。

【提案理由】
石綿に係る工事実施において、労働安全衛生法に基づく申請と大気汚染防止法に基づく申請を行っ
ているが、同一内容を申請している。申請手続き業務の効率化のため、申請窓口を一本化してほし
い。

石油連
盟

厚生労
働省
環境省

  労働安全衛生法第88条第３項の規定により、事業者は、建設業等に
属する事業の仕事で一定のもの（耐火建築物等で、石綿等が吹き付け
られているものにおける石綿等の除去の作業を行う仕事等）を開始しよ
うとするときは、その計画を当該仕事の開始の日の14日前までに所轄
の労働基準監督署長に届出をしなければならないこととされています。
  また、石綿障害予防規則第５条の規定により、事業者は、石綿等が使
用されている保温材、耐火被覆材等が張り付けられた建築物等の解体
等の作業を行う場合における当該保温材、耐火被覆材等を除去する作
業や、石綿等の封じ込め又は囲い込みの作業等を行うときは、あらかじ
め、所定の様式による届出書に当該作業に係る建築物等の概要を示
す図面を添えて、所轄の労働基準監督署長に届出をしなければならな
いこととされています。（ただし、労働安全衛生法第88条第３項の規定
による届出をする場合にあっては、適用されません。）
  一方、大気汚染防止法第18条の15の規定により、特定粉じん排出等
作業（吹付け石綿、石綿を含有する断熱材・保温材・耐火被覆材が使
用されている建築物等の解体等作業）を伴う建設工事の発注者又は自
主施工者は、所定の様式による届出書により、作業の方法等を当該作
業の開始の日の14日前までに都道府県等に届出をしなければならない
こととされています。
  平成26年６月1日から施行された改正大気汚染防止法により、特定粉
じん排出等作業を伴う建設工事の実施の届出義務者が、解体等工事
の施工者から工事の発注者又は自主施工者に変更されました。

労働安全衛生法
（昭和47年法律
第57号）第88条
第３項
石綿障害予防規
則（平成17年厚
生労働省令第21
号）第５条
大気汚染防止法
（昭和43年法律
第97号）第18条
の15

対応不可

  届出の窓口については、単に受理するのみではなく、労働安全衛生法及び石綿障害予防規
則に基づく届出は労働者の石綿ばく露防止の観点から労働基準監督署において、また、大気
汚染防止法に基づく届出は一般大気環境への石綿飛散防止の観点から自治体環境部局にお
いて、それぞれ適切な対策が計画されているか確認し、不十分な場合には必要な指導を行うも
のであり、審査を行う主体や審査の内容も異なります。したがって、共通又はいずれかの窓口
のみにおいて一括して受理することは困難です。
　なお、労働安全衛生法及び石綿障害予防規則に基づく届出の義務対象者は工事を施工する
事業者である一方、平成26年６月１日から施行された改正大気汚染防止法により大気汚染防
止法に基づく届出の義務対象者は主に解体等工事の発注者に変更されており、多くの場合、２
つの届出は異なる義務対象者によって行われるものです。

271215006 27年
10月16日

27年
11月9日

27年
12月15日

石綿工事申
請に係る特例
の認可

【提案の具体的内容】
石綿工事に関して、至急補修を要する場合は申請から工事までの期間を短縮可能とする。

【提案理由】
石綿に係る工事実施において、工事開始日の14日前までに労働安全衛生法に基づく申請と大気汚染
防止法に基づく申請を行う必要があるために、腐食で漏洩した箇所と同様の腐食環境にある類似設
備・配管等を至急点検したい場合において、作業の届出から点検開始までに最低14日間を要し、速
やかに点検を開始することができない。また、定期整備中に石綿に係る工事が発生した際、申請から
工事開始までの必要期間のために、工程が長期化するケースがある。以上の理由から、至急補修を
要する等の場合は、必要日数を短縮できる措置を講じてほしい。

石油連
盟

厚生労
働省
環境省

  労働安全衛生法（昭和47年法律第57号。以下「安衛法」という。）第88
条第３項の規定により、事業者は、建設業等に属する事業の仕事で一
定のもの（耐火建築物等で、石綿等が吹き付けられているものにおける
石綿等の除去の作業を行う仕事等）を開始しようとするときは、その計
画を当該仕事の開始の日の14日前までに所轄の労働基準監督署長に
届出をしなければならないこととされています。
  また、大気汚染防止法第18条の15の規定により、特定粉じん排出等
作業（吹付け石綿、石綿を含有する断熱材・保温材・耐火被覆材等の
特定建築材料が使用されている場所において建築物その他の工作物
を解体し、改造し、又は補修する作業）を伴う建設工事の発注者（建設
工事の注文者（他の者から請け負ったものを除く。）をいう。）又は自主
施工者は、特定粉じん排出等作業の開始の日の14日前までに、省令で
定める様式に必要事項を記載し、省令で定める必要な書類を添付した
上で、都道府県知事（政令で政令市の長に届け出ることになっているも
のは政令市の長）に届出をしなければならないこととされています。
  なお、大気汚染防止法第18条の15第１項ただし書に「災害その他非
常の事態の発生により特定粉じん排出等作業を緊急に行う必要がある
場合は、この限りではない。」と規定しており、この様な場合について
は、大気汚染防止法第18条の15第２項に規定に基づき、速やかに都道
府県知事に届出することとされています。

労働安全衛生法
（昭和47年法律
第57号）第88条
第３項
大気汚染防止法
（昭和43年法律
第97号）第18条
の15

現行制度
下で対応
可能

　建築物等の安全管理上、補修のための工事を緊急に行う必要がある等の場合、労働安全衛
生法第88条第３項に基づく工事の計画の届出については、個別の届出を受理した労働基準監
督署において、事態の緊急性に鑑み、速やかに審査し、安全衛生上問題がないと判断される場
合には、計画の届出後14日を経過しない間に工事を開始することが可能となっております。
　なお、石綿障害予防規則（平成17年厚生労働省令第21号）第５条に基づく届出は、あらかじめ
所轄労働基準監督署長に提出することとされていますが、必ずしも14日前までに提出しなけれ
ばならないこととはされていません。
　また、大気汚染防止法第18条の15に定める届出の対象は、特定粉じん排出等作業（以下「石
綿除去作業」という。）に対して課しているものであり、事前調査や機器の点検など石綿除去作
業以外の作業は、届出の対象外となります。
　なお、大気汚染防止法第18条の15第1項ただし書において、「災害その他非常の事態の発生
により特定粉じん排出等作業を緊急に行う必要がある場合は、この限りではない。」と規定して
おり、このような場合には、大気汚染防止法第18条の15第２項の規定に基づき、速やかに都道
府県知事に届出ることにより、作業を行うことが可能となっております。

271231011 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月31日

容器包装リサ
イクル法制度
の見直しにつ
いて

①現行の容器包装リサイクル法においては、容器包装製造・利用事業者が、該当年度に使用する特
定容器包装の使用量を見込んで（＝再商品化義務量の算定）、指定法人へ再商品化委託申請を行っ
ている。
この現状に対し、「見込み量に基づく再商品化委託申請・委託金負担」から「製造・使用の実績量に基
づく再商品化委託申請・委託金負担」へと、容器包装リサイクル法制度を変更いただきたい。
②この変更により、商品や容器包装の価格に再商品化委託料金額が反映され、商品を仕入・購入し
た時点で再商品化委託費用の負担が完了し、再商品化委託金は上流の容器包装製造事業者が支
払うという、より効率的で公平な
制度に繋がると考える。なお、本件は指定法人と特定事業者との契約・支払方法を問題としたもので
はない。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

財務省
厚生労
働省
農林水
産省
経済産
業省
環境省

　容器包装リサイクル法では第11条から第13条までに特定事業者の再
商品化義務が規定されており、第14条に基づき特定事業者は再商品化
義務量の全部または一部の再商品化について指定法人と、再商品化
契約を締結し、当該契約に基づく自らの責務を履行したとき、委託した
量に相当する量について再商品化したものとみなされます。

容器包装に係る
分別収集及び再
商品化の促進等
に関する法律第
11条、第12条、第
13条、第14条

特定容器製造等
事業者に係る特
定分別基準適合
物の再商品化に
関する省令　第2
条

事実誤認
　個社の再商品化義務量の算定にあたっては、「見込み量に基づく再商品化委託申請・委託金
負担」ではなく、当該年度の「特定事業者の前事業年度実績」に基づいて算出されております。

271231012 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月31日

容器包装リサ
イクル法にお
ける新たなイ
ンセンティブ
の導入につい
て

現行の容器包装リサイクル法では、再商品化義務量算定の際、自ら又は他者への委託により回収し
た特定容器包装の量を、特定容器包装使用量より差引いて申請可能な、量的な面でのインセンティブ
制度が導入されている。
しかし、再商品化された素材を用いた容器包装を使用し商品を製造・販売、又は環境に配慮した素材
を用いた容器包装を使用し商品を製造・販売しても、容器包装リサイクル法上、何らインセンティブ制
度はなく、通常の容器包装の使用として扱われている。
そのため、再商品化された素材を用いた容器包装を使用した場合（特に、国内の素材）、又は環境に
配慮した素材を用いた容器包装を使用した場合、容器包装リサイクル法上のインセンティブ（算定係
数に差を設ける等）制度を新設していただきたい。
これにより、コストが係る「容器包装の質的な面における環境配慮」が促進されると考える。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

財務省
厚生労
働省
農林水
産省
経済産
業省
環境省

容器包装リサイクル法は一般廃棄物の減量等を目的として、特定事業
者に対し再商品化の義務を課すものです。特定事業者が自ら又は他者
への委託により回収した特定容器包装は、一般廃棄物として排出され
ないため、そもそも再商品化義務量の算定対象とならず、インセンティ
ブ制度ではありません。

容器包装に係る
分別収集及び再
商品化の促進等
に関する法律第1
条、第11条、第12
条、第13条

事実誤認
容器包装リサイクル法は一般廃棄物の減量等を目的としており、また、「容器包装の質的な面」
の差異に応じて算定係数に差を設けるインセンティブ制度は、他の特定事業者の負担を本来負
うべき再商品化義務量以上に増加させることにもなるため、新設できません。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

271231015 27年
10月30日

27年
11月18日

27年
12月31日

防耐火認定
制度における
認定試験制
度の合理化
及び他の法
規制改正に
伴う使用材料
変更時の柔
軟な対応の実
施

【提案内容】
防耐火認定制度における認定手続について、認定書に記載されている材料より明らかに防耐火性が
高いと証明できる場合については、認定試験を行わずに認定に追加できるようにするなど、合理化す
べきである。
また、他の法規制改正に伴う使用材料変更時等に際し、同等以上の性能を持つ代替品の使用につい
ては既存の防耐火認定で読み替えを可能とするなど柔軟な対応をすべきである。

【提案理由】
個別認定である防耐火認定制度では、そこに使用する材質、寸法等が詳細に記載されており、それ
以外のものを使用する場合は既存より明らかに防耐火性が高い材料である場合においても、新たな
認定が必要である。認定試験の受験数が多く、長期間を要するとともに、認定試験費用も膨大となっ
ていることから、認定試験の合理化により開発期間や費用を大幅に軽減することができると考える。
また、例えば、本年9月に厚生労働省から、リフラクトリーセラミックファイバー（RCF）が特定化学物質
の第2類に追加するという政令が公布され、11月より施行される。RCFはALC（軽量気泡コンクリート）
の目地部等、建築物の壁や床にファイアーストップ材として使用されている材料であり、これら部位の
防耐火認定に使用材料としてその内容が規定されているため、代替材料を用いようとすると新たに防
耐火認定を取得する必要が生じる。厚生労働省が意図する作業者の健康被害のリスクをいち早く回
避するためにも、RCFと同等以上の性能をもつ代替品の使用については既存の防耐火認定で読み替
えが可能とするなど柔軟な対応をするべきである。

(公社)関
西経済
連合会

厚生労
働省
国土交
通省

・　建築基準法第６８条の２５第１項の規定に基づく構造方法等の認定
を受けるに当たっては、あらかじめ指定性能評価機関において性能評
価を受ける必要があります.。
・　防耐火の認定において、既に認定を受けた仕様と比べ、防耐火上同
等以上の性能を有すると指定性能評価機関が判断した場合は、改めて
試験を受ける必要はありません。

建築基準法第６８
条の２５第１項

検討を予
定

　既に認定を受けた仕様と比べ、防耐火上同等以上の性能を有すると指定性能評価機関が判
断した場合は、改めて試験を受ける必要はありません。
　なお、今般の労働安全衛生法施行令の改正により特定化学物質の第２類物質に位置付けら
れたリフラクトリーセラミックファイバー（RCF)については、取り扱いに際して、呼吸器具の装着
等が求められるようになっており、建設現場での施工が困難となった実態を踏まえて、RCFと同
等の性能を有する材料（RCF同等材料）について検証した上で、RCF同等材料を用いた大臣認
定について、今後の対応を検討する予定です。

△

280115001 27年
10月6日

27年
10月23日

28年
1月15日

在宅医療にお
いて治療機器
を有資格者に
よる患者への
接続、設置お
よび説明業務

現在、当社では高度管理医療機器販売賃貸業を主に行っております。主に訪問診療による在宅医療
の診療所と提携し業務を行っております。元々は病院勤めであった看護師、臨床工学士、診療放射線
技師が在籍しております。
業務中在宅医療現場では医療行為は訪問看護師が行いますが、中には医療依存度の高い症例も増
加しており機械、物品の需要度も増加しております。当社では在宅患者へ必要な機械及びその機械
にまつわる物品を事前に指示を主治医から頂き、患者の居宅へ機器の配送を行います。配送時には
設置および訪問看護師、家族への取り扱い説明を行っていますが、訪問看護師の時間調整、および
看護業務の円滑化を図るために、現在の医療資格を生かし、医療機械との設置、患者への接続を行
えないかと考えています。
訪問看護師では機械設置、操作関連は不慣れな状況も多く見受けられます。
今後在宅医療を進めるうえで、当社のように社内で医療資格を持つ者の資格を生かすことが出きれ
ば安全管理も推進すると考えます。ただし訪問看護師業務と同じように複数の医師の指示下で業務を
行うのは同じですが、現行の法制化では医療資格があっても会社組織では医療行為は出来ません。
具体的には臨床工学士による機械設置、調整、定期メンテナンスの必要性、中心静脈栄養法の接
続、また看護師の接続手技が現行の医療法へ接触するものかどうか？患者在宅時に電話などによ
る、医師からの指示により施行可能か等を再考願えないでしょうか？
今後地域包括ケアが叫ばれる時期ですが、在宅医療現場において中心静脈栄養法、経腸栄養法、
在宅酸素法など多岐にわたっております。今後在宅医療が進むことは厚生労働省からも提言されて
います。現状は医療関連のリース会社が配送と説明を行っていますが、より安全性を確保するには医
療有資格者の参入も必要不可欠ではないでしょうか？
訪問看護ステーションと同様に、高度管理医療機器を有し医療資格を有する会社組織は今後地域包
括ケアシステムの推進においては、特定の医療行為が認められることにより、より必要性を考えます。

株）ア
フェレー
シスサ
ポート

厚生労
働省

医療機関における株式会社等の営利を目的とした経営主体の参入に
ついては、医療法第７条第６項により営利を目的として、病院等を開設
してはならないと規定されています。

医療法（昭和二
十三年七月三十
日法律第二百五
号）
第７条第６項

対応不可

ご提案における業務内容の中には、医行為に該当する可能性のあるものもありますが、医行為
を反復継続する意思をもって行うことは、医業に該当します。
医療法上では、医業を行う場所として病院・診療所等が規定されており、そういった医療機関に
おける株式会社等の営利を目的とした経営主体の参入については、医療法第７条第６項により
営利を目的として、病院等を開設してはならないと規定されています。これを改正することは、①
患者が必要とする医療と株式会社の利益を最大化する医療とが一致せず、適正な医療が提供
されないおそれがあること②利益が上がらない場合の撤退により地域における医療の確保に支
障が生じるおそれがあること③利益を上げるために不要な診療が行われ、医療費の増大を招く
おそれがあることなどの理由から困難です。

事実誤認

当該「保険者届」の取扱いについては、厚生労働省保険局長通知（保発第0110001号平成19年
1月10日「健康保険組合における調剤報酬の審査及び支払に関する事務の取扱いについて」）
において規定されているのではなく、健康保険組合を代理する健康保険組合連合会と支払基金
との間で締結される契約書に定められているものであり、国が取り決めを行い、制約を設けてい
るものではありません。

【要望】
掲題通知における、「（別添1）健康保険組合における調剤報酬の審査及び支払に関する事務の取扱
い要領　2対象となる調剤報酬請求書（1）」の削除。

（参考）削除該当部分の文言
「健康保険組合が自ら審査及び支払に関する事務を行う場合（略）には、（略）対象薬局で調剤を受け
た当該健康保険組合の被保険者及び被扶養者（以下「被保険者等」という。）に係るすべての調剤報
酬請求書を対象とすること。」

【規制の現状】
現行の通知では、健保組合が自ら審査及び支払に関する事務を行う場合（以下、斯かる行為を「直接
請求審査支払」という。）、当該健保組合（以下「対象組合」という。）に対し直接請求審査支払に参加
する薬局（以下、「対象薬局」という。）が作成する調剤レセプトの全てを、直接請求審査支払の対象と
しなければならない、とされている。そのため、社会保険診療報酬支払基金（以下「支払基金」とい
う。）では、当該薬局から支払基金に対して送付されるレセプトの中に当該組合分が混入していないか
チェックするため、直接請求審査支払開始時、並びに、対象薬局に増減があった際、各健保に対し、
「調剤報酬に係る直接審査支払に関する保険者届（以下、「保険者届」という。）」を書面にて提出さ
せ、当該薬局名・薬局コード・都道府県コードを管理。
現状、直接請求審査支払に参加する薬局が増えている。各対象健保は、毎月、保険者届の提出を余
儀なくされている。

【要望理由】
掲題通知を根拠とする保険者届の提出は、対象健保には大きな事務負担。掲題通知の当該部分は、
実務上煩雑さを惹起させるのみで、合理性が認められない。当該部分を削除することで、支払基金の
上記混入チェックの必要性がなくなり、対象健保は勿論のこと、支払基金自体の事務合理化も促進さ
れるものと思料。
今後、医科・歯科レセプトの直接請求審査支払を検討する場合においても、調剤レセプト同様本件に
起因する事務負担が実施の妨げとなる懸念が大。医科レセプトにかかる直接請求審査支払解禁通知
「健保組合における診療報酬の審査及び支払に関する事務の取扱いについて（保発第1225001号平
成14年12月25日付）」の該当部分（別添1の2対象となる診療報酬請求書（1））も、同様に削除されるこ
とを要望。

シャープ
健康保
険組合

厚生労
働省

　現在、健康保険組合が調剤報酬の「直接審査支払」を行う場合につい
ては、開始する月の３ヶ月前の末日までに、健保組合の住所地に所在
する支払基金の支部あてに「調剤報酬に係る直接審査支払に関する保
険者届」を提出することになっています。
　本届出の提出については、健康保険組合を代理する健康保険組合連
合会と支払基金との間で締結される契約書に定められています。
　本届出を提出いただいている理由について、支払基金に確認したとこ
ろ、直接審査支払に該当する調剤レセプトが保険薬局から支払基金へ
誤って請求された場合、保険者の一時的な該当薬局への二重払いが
発生すること及び再審査による調整等における事務処理が煩雑になる
ことから、支払基金において事前に情報を把握し、受付の段階でシステ
ムチェックを行い請求誤りの防止をしているとのことです。

280115002 27年
10月7日

27年
10月23日

28年
1月15日

厚労省保健
局長通知「健
保組合におけ
る調剤報酬の
審査及び支
払に関する事
務の取扱いに
ついて」一部
内容改定



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115003
27年
10月15日

27年
10月23日

28年
1月15日

柔道整復及
びあん摩マッ
サージ指圧、
はり、きゅうの
業務を併せ行
う施術所開設
の際の専用
の施術室につ
いて

　柔道整復及びあん摩マッサージ指圧、はり、きゅうの業務を併せ行う施術所を開設する際、柔道整
復師法施行規則第１８条及びあん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律施行規則第
２５条の基準に従い、それぞれ6.6平方メートル以上の専用の施術室が必要となり、それぞれに施術
室の室面積の７分の１以上に相当する部分の外気開放または、これに代わるべき適当な換気装置が
必要となる。
　既存物件等で開設する場合や既開設の施術所が追加で業務を併せ行おうとする場合、既存の室を
分割し、それぞれの専用の施術室を設けることになるが、必要な外気開放の面積の確保や換気装置
の設置ができず、構造設備基準を満たせないため、開設ができないことがある。
　そこで、
１．柔道整復及びあん摩マッサージ指圧、はり、きゅうの業務を併せ行う施術所の場合、１室をもって
それぞれの専用の施術室（柔道整復及びあん摩マッサージ指圧、はり、きゅう共用の施術室）として認
められないものか？
２．施術者が1人の場合で、１室をもってそれぞれの専用の施術室として認められる場合の面積の基
準は6.6平方メートル以上でよいか？
３．施術者が複数人の場合で、１室をもってそれぞれの専用の施術室として認められる場合の面積の
基準は6.6平方メートル以上でよいか？

地方自
治体

厚生労
働省

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律施行規則
（平成２年厚生省令第19号）第25条や柔道整復師法施行規則（平成２
年厚生省令第20号）第18条において、あん摩マッサージ指圧師、はり
師、きゅう師や柔道整復師の施術所の構造設備基準が定められてお
り、施術所は6.6平方メートル以上の専用の施術室を有すること、施術
室は室面積の７分の１以上に相当する部分を外気に開放し得ること等
とされています。

あん摩マツサー
ジ指圧師、はり
師、きゆう師等に
関する法律施行
規則（平成２年厚
生省令第19号）
第25条
柔道整復師法施
行規則（平成２年
厚生省令第20
号）第18条

現行制度
下で対応
可能

あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律施行規則第25条第１号及び柔道整
復師法施行規則第18条第１号に定める「6.6平方メートル以上の専用の施術室を有すること」の
規定については、両法に基づく免許を両方保持する同一人のみが施術を行う場合は、施術所
における施術室を兼用できる（6.6平方メートル以上の１つの施術室を両法の施術室として兼用
できる）ものと解されます。
施術者が複数人おり、鍼灸マッサージと柔道整復の施術が同時に行われる場合は、各々の施
術室（6.6平方メートル以上）が必要となります。

280115004 27年
10月15日

27年
10月23日

28年
1月15日

確定給付企
業年金におけ
る脱退一時金
の受給未請
求状態の取
扱い明確化

【提案の具体的内容】
　確定給付企業年金法第41条第4項の規定により、同法第27条第3号に該当することとなった者（使用
される事業所又は船舶が、実施事業所でなくなったことにより資格喪失した者）は、脱退一時金の全
部又は一部の支給の繰下げの申し出をすることができない。当該者について、脱退一時金の支給の
繰下げを認めていただきたい。

【提案理由】
　確定給付企業年金法第41条第4項の規定により、同法第27条第3号に該当することとなった者（使用
される事業所又は船舶が、実施事業所でなくなったことにより資格喪失した者）は、脱退一時金の全
部又は一部の支給の繰下げの申し出をすることができない。
　一方で、上記該当者が老齢給付金の支給要件を満たした場合には老齢給付金を支給しなくてはな
らないとも考えられる。上記該当者が老齢給付金を希望する場合、繰下げの申し出ができないため、
支給要件を満たすまでの間は脱退一時金を請求しないままの状態（未請求状態）となるが、この間に
時効により脱退一時金が失効する場合もあり、同時に老齢給付金の受給権が失効する可能性もあ
る。このような未請求状態は法令上規定されておらず不明確であるため、受給権保護の観点から明
確化を要望するもの。
　なお、事業所等が実施事業所でなくなる際、当該事業所等に係る積立不足はその事業所等の一括
拠出によって清算されるため、当該積立不足を他の事業所に負担させることはない。また、確定給付
企業年金側の管理コストや、支給額に対する据置利息が予定を下回った場合等、将来的に発生する
費用負担については、脱退一時金の支給要件を満たした人(死亡したとき及び使用される事業所等が
実施事業所でなくなったときは除きます)が繰下げの申出をする時にも生じ得るものであり、当該費用
負担は該当者が所属する実施事業所に寄らず、特別掛金等で全事業所が負担している。

（一社）
信託協
会

厚生労
働省

脱退一時金は、加入者が、死亡以外の理由によって加入者の資格を喪
失し、かつ、規約で定められた脱退一時金の支給要件を満たすことと
なったときに支給されます。脱退一時金の支給要件を満たした人には
（死亡したとき及び使用される事業所等が実施事業所でなくなったとき
は除きます）、事業主等に脱退一時金の全部または一部の支給の繰り
下げの申出をすることができることを規約で定めることが出来ます。

確定給付企業年
金法第27条第３
項、第41条第４

対応不可
実施事業所でなくなった者に係る確定給付企業年金側の管理コストや、支給額に据置利息が
発生することなども勘案した上で、慎重な検討が必要であると考えます。

280115005 27年
10月15日

27年
10月23日

28年
1月15日

中退共解約
前から実施す
る確定給付企
業年金および
確定拠出年
金への解約
手当金の移
換

【提案の具体的内容】
　中小企業退職金共済契約者が中小企業者でない事業主となり共済契約が解除された際に、当該共
済契約者が共済契約解除後三月以内に確定給付企業年金または確定拠出年金を実施した場合は、
解約手当金を確定給付企業年金または確定拠出年金に移換することが可能とされている。
　一方で、共済契約の解除前から実施している確定給付企業年金・確定拠出年金には、解約手当金
を当該確定給付企業年金に移換することが不可とされているが、これを可能としていただきたい。

【提案理由】
　共済契約の解除は共済契約者の選択ではなく中小企業者でない事業主となったことによるものであ
り、また被共済者の老後の所得確保の観点に鑑みて、共済契約の解除前に確定給付企業年金を実
施している場合についても解約手当金を確定給付企業年金および確定拠出年金に移換することを可
能としていただきたい。

（一社）
信託協
会

厚生労
働省

中小企業退職金共済制度から確定給付企業年金制度への資産移換
は、共済契約者が、中小企業者でない事業主となった後に、確定給付
企業年金制度を実施する場合に認められています。

中小企業退職金
共済法

対応

第189回通常国会で成立した「独立行政法人に係る改革を推進するための厚生労働省関係法
律の整備等に関する法律案」に確定給付企業年金や確定拠出年金への資産移換の要件を見
直すことが盛り込まれており、今後、具体的な要件を労働政策審議会の場で検討してまいりま
す。

280115006 27年
10月15日

27年
10月23日

28年
1月15日

厚生年金基
金を解散して
新規に確定
給付企業年
金制度を実施
する場合にお
ける計算基準
日の設定要
件緩和

【提案の具体的内容】
　厚生年金基金を解散して新規に確定給付企業年金を実施する場合における計算基準日について、
代行返上の場合と同様に、確定給付企業年金実施日前1年6ヶ月以内の厚生年金基金の事業年度末
日とする取扱いも認めていただきたい。

【提案理由】
　年金財政に与える計算基準日から制度実施日までの期間の影響は、厚生年金基金を解散して新規
に確定給付企業年金を実施する場合と代行返上で変わらないと考えられるため、厚生年金基金を解
散して新規に確定給付企業年金を実施するケースにおける計算基準日についても、代行返上と同じ
レベルまで設定要件を緩和していただきたい。本提案が認められれば、財政計算結果確定の早期化
により、余裕をもった制度検討・説明を行うことが可能となり、厚生年金基金の円滑な制度移行に繋が
ることが期待される。

（一社）
信託協
会

厚生労
働省

存続厚生年金基金が代行返上を行った際の、財政計算における掛金
の額は、以下のいずれかを計算基準日とすることとなっています。
・代行返上後の確定給付企業年金を実施することとなる日前１年以内
のいずれかの日
・当該存続厚生年金基金の事業年度の末日（確定給付企業年金を実
施することとなる日前１年半以内に限る）
一方、通常の確定給付企業年金の新規設立の際の、財政計算におけ
る掛金の額は、以下のを計算基準日とすることとなっており、上記の後
者の選択が認められておりません。
・確定給付企業年金を実施することとなる日前１年以内のいずれかの
日

確定給付企業年
金法施行規則第
49条第1号
改正前確定給付
企業年金法施行
規則第49条第3
号

対応不可

代行返上をした際には、代行返上前の厚生年金基金と代行返上後の確定給付企業年金には、
同一集団であり代行部分以外は基本的に共通しているという明確なつながりがありますが、解
散して新規設立する場合には、両者に当該つながりが保証されないため、財政計算日も通常の
新規設立と同様の基準により行う必要があります。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115007 27年
10月15日

27年
10月23日

28年
1月15日

基金型確定
給付企業年
金の設立認
可の申請手
続きの緩和

【提案の具体的内容】
　複数の事業主が共同で設立する基金型確定給付企業年金において、代表事業主を設け、当該代
表事業主が申請者として設立認可申請を行うことを認めていただきたい。

【提案理由】
　公的年金制度の健全化及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正する法律の
施行に伴い、基金型確定給付企業年金を新設し、厚生年金基金の残余財産を交付する事例が増加
しており、新設の際の手続きの簡素化を趣旨として認めていただきたいもの。
　また、理事長選任までの間は、申請者が理事長とみなされることとなっており、全事業主を申請者と
する現状においては、理事長とみなされる者が複数名（場合によっては数百名）存在することとなる。
基金設立当初において、理事長の職務を円滑に遂行するためにも、認めていただきたいもの。

（一社）
信託協
会

厚生労
働省

規約型の確定給付企業年金を複数事業主で実施しようとする場合、事
業主の代表を定め、当該代表が規約の承認の申請を行うこととなって
います。
一方、基金型の確定給付企業年金を複数事業主で実施しようとする場
合、基金の設立の認可について、規約型と同様の規定は存在しませ
ん。

確定給付企業年
金法第14条、確
定給付企業年金
法施行規則第11
条

対応不可
基金型の確定給付企業年金を複数事業主で実施しようとする場合、全ての事業主が基金設立
に主体的に関与する必要があることから、慎重な検討が必要だと考えます。

280115008 27年
10月15日

27年
10月23日

28年
1月15日

規約型確定
給付企業年
金における統
合後の制度
存続等

【提案の具体的内容】
　規約型確定給付企業年金の統合について、基金型確定給付企業年金の合併あるいは規約型確定
給付企業年金に基金型確定給付企業年金を移行する場合等と同様に、統合後の制度存続を可能と
していただきたい。（分割も同様。）
　上記取り扱いが不可の場合は、規約型確定給付企業年金のすべての加入者等に係る給付の支給
に関する権利義務を、確定給付企業年金法第79条に基づき他の規約型確定給付企業年金に移転す
る取り扱いを可能としていただきたい。

【提案理由】
　基金型確定給付企業年金の合併の場合、被合併基金の一つを存続基金とし、他方を承継する変更
が可能とされている。この場合、制度変更として規約は一部変更を行い、別途積立金がある場合は引
き続き留保が可能となり、存続基金に非継続基準抵触に伴う特例掛金の拠出がある場合はこれを継
続することとなる。規約型確定給付企業年金に基金型確定給付企業年金を移行する場合や、その逆
の場合も同様の取り扱いとなる。
　規約型確定給付企業年金の統合の場合、被合併制度はいずれも存続が認められないため、制度
変更ではなく制度新設と取り扱う必要がある。よって、規約は一部変更ではなく全部を新たに定め、別
途積立金がある場合はこれを全額取り崩すこととなり、非継続基準抵触に伴う特例掛金の拠出は廃
止となってしまう。これは、相対的に規模が大きい規約型確定給付企業年金が小さい規約型確定給
付企業年金と統合する場合であっても同様となる。手続き等が煩雑となるだけでなく、健全な財政運
営を継続する支障となることもあるため、基金型の合併等との整合性の観点からも、提案の取り扱い
を求めるもの。
　確定給付企業年金法第74条に基づく規約型確定給付企業年金の存続を前提とした制度統合を可
能とする、もしくは確定給付企業年金法第79条に基づく確定給付企業年金の権利義務移転による統
合を可能とすることにより、基金型同様の別途積立金の取扱いを可能とすることは妥当であると考え
られる。

（一社）
信託協
会

厚生労
働省

基金型の確定給付企業年金（以下、本項目で「基金」といいます。）が
合併するときには、新たに基金を設立する他、１つの基金を存続させて
消滅した他の基金の権利義務を承継する方法が認められています。ま
た、基金が分割するときには、基金を存続させた上で、一部を分割で設
立された基金の加入者とし、権利義務を承継する仕組みとなっていま
す。
一方、規約型の確定給付企業年金においては、統合時にも分割時にも
現行の規約はその効力を失うことになっています。

対応不可

基金型においては法人格を持っていることもあり、会社の合併と同様に吸収合併と新設合併の
２つの合併方式を採用していますが、規約型においては法人格を持たない規約そのものが制度
の主体であり、統合に際して吸収という方法はそぐわないと考えています（分割についても同
様）。
また、規約の統合に際して、別途積立金を取り崩して掛金を下げる必要が生じうる点について、
今後導入を予定しているリスク対応掛金の下では、統合の際にも掛金を維持することが可能と
なる予定です。

280115009 27年
10月15日

27年
10月23日

28年
1月15日

厚生年金基
金、確定給付
企業年金にお
ける設立事業
所の減少に
係る掛金の一
括徴収額の
計算方法の
見直し

【提案の具体的内容】
　設立事業所（確定給付企業年金の場合、実施事業所。以下同じ。）の減少に係る掛金の一括徴収
額の計算方法として、「提案理由」に記載する(1)～(3)が認められている。(3)の計算方法において、(2)
により計算する額と比較する額に、(1)により計算する額とすることを可能としていただきたい。すなわ
ち、(1)により計算する額と(2)により計算する額のうちいずれか大きい額とする方法を可能としていた
だきたい。

【提案理由】
　設立事業所（確定給付企業年金の場合、実施事業所。以下同じ。）の減少に係る掛金の一括徴収
額の計算方法として、下記(1)～(3)が認められている。
(1)特別掛金収入現価にその他の不足額（繰越不足金など）を加算した額（継続基準上の積立不足
額）を基に計算する方法
(2) 非継続基準上の積立不足額を基に計算する方法
(3) 特別掛金収入現価を基に計算する額と(2)により計算する額のうちいずれか大きい額とする方法
（ただし、特別掛金収入現価を基に計算する額の方が大きい場合は、(1)により計算する額とすること
が可能）

　(1)の計算方法においては、特別掛金収入現価にその他の不足額（繰越不足金など）を加味した上
で計算した額を一括徴収する掛金額とすることが可能である。
　一方で、(3)の計算方法においては、「(1)により計算する額＞(2)により計算する額＞特別掛金収入
現価を基に計算する額」となる場合、(2)により計算する額が一括徴収する掛金額となり、特別掛金収
入現価にその他の不足額（繰越不足金など）を加味した上で計算した額を一括徴収する掛金額とする
ことができない。
　より大きい額を一括徴収する額とし、設立事業所の減少による企業年金の財政運営への影響をより
軽減することに資する(3)の計算方法の性質に鑑みると、このように、(3)の計算方法において(2)により
計算する額と比較する額のみ、特別掛金収入現価にその他の不足額（繰越不足金など）を加味でき
ないことは合理的ではない。

（一社）
信託協
会

厚生労
働省

設立事業所（確定給付企業年金の場合、実施事業所。以下同じ。）が
減少する場合において、当該減少に伴い他の設立事業所の事業主の
掛金が増加する時は、当該設立事業所の事業主は、厚生労働省令で
定める計算方法のうち規約で定めるもので算定した額を掛金として一括
拠出する必要があります。厚生労働省令で定める計算方法のうち、①
特別掛金収入現価を基に計算する額と②非継続基準上の積立不足額
を基に計算する方法のいずれか大きい額とする方法とした場合におい
て、①の額の方が大きい場合は、繰越不足金等のその他の不足を加
算することが可能となっています。

厚生年金基金規
則第32条の3の3
第1項確定給付
企業年金法施行
規則第88条の2
第1項

検討に着
手

厚生労働省令で定める計算方法のうち、①特別掛金収入現価を基に計算する額と②非継続基
準上の積立不足額を基に計算する方法のいずれか大きい額とする方法とした場合において、
繰越不足金等のその他の不足を加算することを可能とするよう、関係機関等との調整を踏ま
え、省令で措置する予定です。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115010 27年
10月15日

27年
10月23日

28年
1月15日

確定給付企
業年金、厚生
年金基金にお
ける選択一時
金の要件緩
和

【提案の具体的内容】
　確定給付企業年金の老齢給付金（一時金）の上限額の計算に係る予定利率は以下(1)(2)のいずれ
か低い率とされている。
　(1)前回計算基準日以降最も低い下限予定利率
　(2)老齢給付金の支給開始要件を満たした時の(1)の率

　(3)として「資格喪失時の(1)の率」を追加し、当該予定利率は(1)～(3)のいずれか低い率としていただ
きたい。（厚生年金基金の加算部分も同様）

【提案理由】
　資格喪失時から支給開始時までの下限予定利率の上昇により、資格喪失時の一時金額を受け取
れないケースが発生しうるため。

【例】50歳：資格喪失し脱退一時金2号対象者となる。
       60歳：老齢給付支給要件を満たす。老齢給付に代えた一時金を取得する。
という前提を考える。

　また、下限予定利率：＜50歳時＞2.0％、＜60歳時＞2.5％、資格喪失から老齢給付支給要件充足
時までの据置利率：0％とし、60歳時点で財政計算を実施しているとする。
　資格喪失時一時金：100万円（＝2.0％ベースの年金現価）、老齢給付支給要件充足時一時金：100
万円、資格喪失時設定の60歳以降給付年金額：10万円（換算率2.0％ベース）

⇒60歳において一時金を取得する際に「確定給付企業年金規則第24条の3第1号イ」の率を算出する
と、2.5％となる。このとき、年金額が10万円のままの場合、一時金が100万円のままでは、確定給付
企業年金規則第24条の3第1号イおよび確定給付企業年金法施行令第23条の規定に抵触してしま
う。（2.5％ベースでの年金現価＜100万円のため）

（一社）
信託協
会

厚生労
働省

確定給付企業年金の老齢給付金（一時金）の上限額の計算に係る予
定利率は、（１）前回の財政計算基準日以降の最も低い下限予定利
率、（２）老齢給付金の支給開始要件を満たしたときにおける（１）の率
のいずれか低い率となっています。

確定給付企業年
金法施行規則第
24条の3、「厚生
年金基金の設立
要件について」
（平成元年3月29
日企年発第23
号・年数発第4
号）第2　4（10）(6)

検討に着
手

繰り下げ後の一時金額が資格喪失時の一時金に相当する額以上の額を確保できるよう、関係
機関との調整を踏まえた上で、予定利率の規制を緩和する方向で、省令で措置する予定です。

280115011 27年
10月15日

27年
10月23日

28年
1月15日

制度変更に
伴う確定拠出
年金制度へ
の移換相当
額の連合会
移換について

【提案の具体的内容】
　確定給付企業年金制度、厚生年金基金制度を変更し、積立金の一部を企業型年金の資産管理機
関へ移換する場合、各加入者の移換相当額について、規約で定めることで本人の希望により、本人
に一時に支払うことは可能であるが、当該額の企業年金連合会への移換について認めていただきた
い。

【提案理由】
　確定給付企業年金制度の終了・解散と同時に企業型年金の資産管理機関へ移換する場合は、企
業年金連合会への移換が認められているが、加入者にとってみれば、上記の一時に支払われる額
は、一部制度が終了したことによる分配金として考えられ、各加入者に対し柔軟な選択肢を設定可能
とする観点から、当該者についても移換可能としていただきたい。

（一社）
信託協
会

厚生労
働省

移換加入者となるべき者のうち実施事業所の事業主が実施する企業型
年金の資産管理機関への移換相当額の移換に代えて移換相当額の支
払を受けることを希望する者に対しては、当該移換相当額を一時に支
払うことができますが、当該一時金を企業年金連合会に移換することは
できません。

確定給付企業年
金法施行令第54
条の2、厚生年金
基金令第41条の
4

検討に着
手

希望する者に対しては、関係機関との調整を踏まえ、確定給付企業年金から企業型年金への
移換相当額を企業年金連合会へ移換することを可能とする方向で、政令で措置する予定です。

280115012 27年
10月15日

27年
10月23日

28年
1月15日

確定給付企
業年金制度
（厚生年金基
金制度）から
確定拠出年
金制度へ積
立金を移換す
る場合の手続
きについて

【提案の具体的内容】
　確定給付企業年金の積立金の一部を企業型年金の資産管理機関へ移換する場合（制度終了・解
散の場合を除く。）の同意手続きは、次の通りとなっている。
＜確定給付企業年金法第82条の2第2項＞
　　(1)企業型年金移換対象者の1/2同意
　　(2)企業型年金移換対象者以外の1/2同意
≪要望内容≫
　　(2)の同意を不要としていただきたい。（厚生年金基金制度についても同様。）

【提案理由】
　平成23年12月26日付の確定給付企業年金法施行令の改正により、企業型年金への移換に際し、
積立金のうち企業型年金への移換に係る部分と移換相当額の差額のみ一括拠出すればよいことに
緩和された（従来は制度全体の不足を解消する必要があった）。
　そもそも(2)の同意は、企業型年金へ移換する原資を移換対象者以外の者にも確保したうえで、企業
型年金へ移換しないことについて行うものと考えられ、本施行令の改正により企業型年金移換対象者
以外の者は、企業型年金へ移換する原資が確保されていない状態（積立不足がある状態）が許容さ
れることとなったことにより、本施行令の改正以前と同様の意味での同意手続きは不要と考えられる。
　上記の他、積立金の変動により掛金に影響を受ける可能性があるために同意を取得することが考
えられる。確定給付企業年金に残存する者にとって同様のケースとして以下のケースが想定される
が、いずれも確定給付企業年金に残存する者からの個別同意は必要とされていない。
　　　事業所脱退に伴い、他の確定給付企業年金へ権利義務移転するケース
　　　事業所脱退に伴い、給付を行うケース
　上記両ケースとも、確定給付企業年金施行規則第88条の2に基づく一括拠出を行った上で事業所脱
退することとなり、残存する者にとっては、積立金の変動による影響を受けるという観点では、企業型
年金へ移換を行う場合と同様である。
　よって、当該観点からも(2)の同意は必ずしも必要とは考えられず、緩和を要望するもの。

※今般の厚生年金保険法等の法改正に伴い、総合型確定給付企業年金（例：100事業所,10,000人）
の設立が想定されるが、当該総合型確定給付企業年金において、一部の実施事業所が会社再編等
により事業所脱退する場合において、確定拠出年金への移換を希望した場合であっても、(2)の同意
取得（例：99事業所　9,900人）が困難となるケースが想定される。当該規制緩和が円滑な移行につな
がるものと考えており、その観点からも要望するもの。

（一社）
信託協
会

厚生労
働省

厚生年金基金、確定給付企業年金の積立金の一部を企業型確定拠出
年金の資産管理機関へ移換する場合、（１）厚生年金基金、確定給付
企業年金の一部を移換する場合、企業型確定拠出年金移換対象者の
２分の１の同意及び企業型確定拠出年金移換対象者以外の２分の１の
同意（２）厚生年金基金、確定給付企業年金を解散・制度終了させる場
合、移換対象者が一部のときには、企業型確定拠出年金移換対象者
の２分の１の同意及び企業型確定拠出年金移換対象者以外の２分の１
の同意が必要です。

確定給付企業年
金法第82条の2
第2項、厚生年金
保険法第144条
の5第2項

検討に着
手

現在継続審議となっている、「確定拠出年金法等の一部を改正する法律案」において、確定給
付企業年金の積立金の一部を移換する場合の、企業型確定拠出年金移換対象者以外の２分
の１の同意については、その使用される加入者の全てが移換加入者以外である実施事業所の
事業主の掛金が増加しない場合には、当該実施事業所については当該同意を要しないよう、措
置することとしています。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115014 27年
10月15日

27年
10月23日

28年
1月15日

既に企業型
年金加入者
又は個人型
年金加入者で
ある中途脱退
者の確定拠
出年金への
脱退一時金
相当額の移
換

【提案の具体的内容】
　確定給付企業年金の中途脱退者は、確定拠出年金法第2条に規定する企業型年金加入者又は個
人型年金加入者の資格を取得したときに、確定拠出年金への脱退一時金相当額の移換を申し出るこ
とができるとされている。
　従って、既に企業型年金加入者又は個人型年金加入者である中途脱退者については、脱退一時金
相当額の移換を申し出ることが出来ないが、当該者についても移換を申し出ることを可能としていただ
きたい。

【提案理由】
　企業年金制度の再編等に伴う事業所脱退など本人の選択の余地なく中途脱退が少なからず生じて
いる現在の状況を踏まえ、企業年金の通算により老後の所得確保を推進する観点から、既に企業型
年金加入者又は個人型年金加入者である中途脱退者について、脱退一時金相当額の移換を申し出
ることを可能としていただきたい。

（一社）
信託協
会

厚生労
働省

確定拠出年金の脱退一時金相当額の申出は、確定拠出年金の資格を
取得した日から起算して３月を経過する日までの間に限って行うことが
できる。

確定給付企業年
金法第82条の3
第1項、確定給付
企業年金法施行
令第54条の6

検討に着
手

関係機関との調整を踏まえ、既に確定拠出年金に加入している場合であっても確定給付企業
年金の脱退一時金相当額の確定拠出年金への移換を可能とする方向で、政令で措置する予
定です。

△

検討に着
手

転籍等に伴い、事業所が変わった場合に個人単位で権利義務承継を行う場合については、加
入者等の同意を得ることとされており、現在継続審議となっている「確定拠出年金法等の一部を
改正する法律案」において、加入者等の同意を得た場合には厚生労働大臣の承認・認可を不
要とすることとしています。

280115015 27年
10月19日

27年
11月9日

28年
1月15日

社会福祉法
人の財産へ
の担保設定
に係る所轄庁
の承認手続き
の簡素化

（具体的内容）
　社会福祉法人の利便性向上のため、当該法人の財産への担保設定に係る所轄庁の承認手続きを
届出等で済むよう簡素化していただきたい。

（理由）
　社会福祉法人の財産を銀行単独で担保設定する場合、当該法人の申し出であっても、所轄庁の事
前の承認が必要である一方、国が出資している独立行政法人福祉医療機構が関与する場合は、不
要であるといった優遇措置が存在していること等から、銀行資金調達が敬遠されるケースが見受けら
れる。
　社会福祉法人はその公共性が高い点から一定の所轄庁の関与は必要であると思われるが、高齢
化の進展を踏まえ、社会福祉事業への円滑な資金供給の必要性は増してきている。
　担保提供の妥当性や必要性等については、社会福祉法人の理事要件（親族等の特殊関係者の制
限）等により、相応に考慮されて決定されていると考えられることから、本件については、所轄庁への
届出等で済むよう手続きを簡素化していただきたい。　（以上）

(一社)第
二地方
銀行協
会

厚生労
働省

　社会福祉法人は、社会福祉事業という公益性の高い事業を安定的、
継続的に経営していくことが求められます。このため、特に財政面にお
いて、確固とした経営基盤を有していることが必要であることから、社会
福祉法第25条において、社会福祉法人は、社会福祉事業を行うに必要
な資産を備えなければならないこととしています。
　このため法人存立の基礎となる基本財産を処分し、又は担保に供す
る場合には、理事総数の３分の２以上の同意を得た上で、所轄庁の承
認を得ることが必要としています。

　一方、
　①独立行政法人福祉医療機構に対して担保に供する場合
　②独立行政法人福祉医療機構と協調融資の契約を結んだ民間金融
機関に対して担保に供する場合
　については、右記のとおり、社会福祉施設の維持・存続という目的に
即して融資が行われることが明らかであり、また、同機構において、所
轄庁と同等の審査が行われること等から、所轄庁の承認を不要として
います。

社会福祉法（昭
和26年法律第45
号）第25条
社会福祉法人の
認可について（平
成12年12月1日
障第890号、社援
第2618号、老発
第794号、児発第
908号）

対応不可

○　社会福祉法人は、公益性の高い社会福祉事業を安定的、継続的に経営していくことが求め
られるため、確固とした経営基盤を有していることが必要であり、社会福祉法第25条において、
社会福祉事業を行うに必要な資産を備えなければならないこととしています。
○　このため、このような法人存立の基礎となる基本財産を担保に供する場合には、所轄庁の
承認にかからしめることとし、担保提供の目的の妥当性・必要性、方法の妥当性（償還計画、担
保提供先）等をあらかじめ確認することとしています。
○　これを届出とした場合、担保提供の目的の妥当性・必要性、方法の妥当性等を確認し、担
保することができないため、承認を要することとする必要があります。

○　一方、独立行政法人福祉医療機構については、独立行政法人福祉医療機構法第３条第１
項において、社会福祉事業に係る施設の設置等に必要な資金の融通を行い、もって福祉の増
進を図ることを目的とする法人として位置付けられ、国の福祉施策と密接に連動して長期・固
定・低利の政策融資を行っています。
○　独立行政法人福祉医療機構に基本財産を担保提供する場合等には、
・　こうした法律に規定されている独立行政法人福祉医療機構の目的・事業内容を踏まえれば、
社会福祉施設の安定化・維持・存続、社会福祉法人の存立基盤の維持という目的に即した融資
が行われることは明らかであること、
・　実際、独立行政法人福祉医療機構は、行政の各種計画に照らした事業の妥当性、必要性、
補助の予定等を所轄庁から意見徴求をした上で、さらに担保提供の目的の妥当性、必要性、方
法の妥当性等について所轄庁の承認と同等の審査を行っていること、
・　独立行政法人福祉医療機構は、社会福祉事業に係る施設の設置等に必要な資金の融通を
もって、福祉の増進を図ることを目的とするとの法律の規定に基づき、社会福祉施設等の維持・
継続を最優先の課題として融資を行っており、国としてはこの政策融資を財政的に支援している
こと等から、独立行政法人福祉医療機構は、融資先が経営不振に陥ったからといって担保物件
を直ちに処分しないことが確実な金融機関であること
から例外的に所轄庁の承認を不要としているところです。

○　なお、理事の親族等特殊関係者の制限は、社会福祉法人に求められる高い公益性に鑑
み、同族支配の禁止を徹底することとしているものであり、基本財産の担保提供の目的の妥当
性・必要性、方法の妥当性（償還計画、担保提供先）を担保することとは関係がありません。

【提案の具体的内容】
（現状の規制について）
　確定給付企業年金法施行令第49条第2号に定める個人単位の権利義務移転・承継においては、発
生の都度、認可/承認申請を行う必要がある。
　認可/承認申請に際し、事業主や労働組合等の同意、基金型の場合は代議員会での議決等の手続
きが必要となる。
　あわせて、給付減額となる場合は給付減額に関する同意も必要となる。
（要望内容について）
　規約においてあらかじめ定めた特定の企業年金制度間での権利義務移転承継であるため、発生の
都度の認可/承認申請は不要としていただきたい。
　また、規約に定めた内容に沿った運営であるため、代議員会での議決や労働組合等の同意も不要
としていただきたい。
　あわせて、給付減額の有無の判定は不要とし、権利義務移転承継に係る本人同意のみ取得するこ
ととしていただきたい。
　なお、権利義務移転・承継のスキームで手続きの簡素化が難しい場合は、「脱退一時金相当額の移
換」における加入者期間の要件（＝規約で定める老齢給付金を支給されるための加入者期間を満た
していないこと）を削除することもあわせて検討いただきたい。

【提案理由】
　昨今、企業グループ内での人材交流が増加しており、個人単位の権利義務移転・承継が増加してい
る。当該事象が発生の都度、認可/承認申請が必要となり、手続きが非常に煩雑であるため、企業グ
ループにおける人材交流の負荷が高いのが現状である。
　企業の競争力維持・強化のためには、グループ企業間での円滑な人材交流は必須であり、手続き
の簡素化が望まれているところである。
　「中途脱退者」の「脱退一時金相当額の移換」においては、本人が希望することを前提に認可/承認
申請等の手続きが不要となる。個人単位の権利義務移転・承継においても、当該手続きと同様に簡
素化されるのが望ましい。
　給付減額の同意に関しては、予め規約に定めてあること、権利義務移転承継の本人同意は取得す
ることから、不要としていただきたい。
　なお、同一確定給付企業年金制度内におけるグループ間の移動の場合は、過去分のみを保証すれ
ば給付減額の判定は不要とされている。

（一社）
信託協
会

厚生労
働省

出向等に伴い、確定給付企業年金の実施事業所に使用される加入員
の一部の給付の支給に関する権利義務を他の確定給付企業年金が承
継することを規約に定めている場合には、厚生労働大臣の承認・認可
を受けて権利義務の移転をすることができます。

確定給付企業年
金法第79条、確
定給付企業年金
法施行令第49条
第2号、第50条

280115013
27年
10月15日

27年
10月23日

28年
1月15日

確定給付企
業年金制度
における個人
単位の権利
義務移転・承
継手続きの簡
素化



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115017 27年
10月25日

27年
11月9日

28年
1月15日

主婦も会社を
つくりやすく！

夫の扶養に入っている主婦が小さな会社をつくろうとすると、会社の代表というだけで（大した所得もな
いのに）扶養から抜け、社会保険に入らなければならなくなるので、会社の設立に二の足を踏む。
主婦が小さな会社を作るようなケースでは、夫の扶養に入ったままでいられるような規制改革を提案
します。

個人
厚生労
働省

法人事業所又は常時5人以上の従業員を雇用する個人事業所は、健
康保険及び厚生年金保険の強制適用を受けるが、小規模の個人事業
所であれば強制適用は受けないこととなっています。
また、設立した事業所が適用事業所となったとしても、代表者について
は、業務の実態が法人の経営に参画する経常的な労務の提供であり、
かつ、その報酬が当該業務の対価として当該事業所より経常的に支払
われているかを基準として、被保険者の資格の有無を判断することと
なっています。
このため、会社の代表者であっても、必ずしも健康保険及び厚生年金
保険の被保険者となるとは限りません。

健康保険法第3
条
第1項・第3項、
厚生年金保険法
第6条第1項・第9
条

対応不可

法人の代表であっても、法人から労務の対象として報酬を受ける者は、その業務の実態に応じ
て、法人に使用される者として被用者保険に加入し、被用者にふさわしい保障を受けるべきもの
です。
これまで被扶養者であった者が会社を設立し法人の代表となった場合に、引き続き被扶養者と
しての認定を行う措置を取ることは、被扶養者以外の者が法人の代表となった者又はすでに法
人の代表者として健保・厚年に加入している者との取り扱いに差異が生じ、公平性に欠けること
から、対応できません。

△検討を予
定

「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律」（血液法）（昭和31年法律第160号）第９
条において、厚生労働省は「血液製剤の安全性の向上及び安定供給の確保を図るための基本
的な方針」（基本方針）を定めており、少なくとも５年ごとに再検討を加え、必要があれば変更す
ることとしています。
現行の基本方針に関する再検討を平成28年度から開始する予定ですので、その中で、ご提案
の内容について、関係省庁、関係部局、製造販売業者、日本赤十字社（血液事業本部）、医療
関係者、血液製剤による薬害被害者等の関係者と調整しながら検討を進め、厚生労働省の審
議会等の意見も聴取しながら、平成30年度までに結論を得る予定です。

280115018
27年
10月27日

27年
11月9日

28年
1月15日

ファイナンス・
リース取引終
了後における
医療機器売
却時のメー
カー宛事前通
知の合理化

【具体的内容】
医療機器のファイナンス・リース取引終了後、当該リース取引のユーザーに対し、当該医療機器を売
却する場合は、製造販売業者宛の事前通知を不要とすること。

【提案理由】
①ファイナンス・リース取引は、ユーザー（使用者）とサプライヤーとの間で導入する設備を選定し、当
該設備をリース会社が当該ユーザーに対してリースする取引である。
②医療機器のファイナンス・リース取引については、厚生労働省から、ファイナンス・リース事業者は、
医療機器賃貸業の許可が不要である旨の回答が示されている（平成17年3月31日厚生労働省事務
連絡）。
③すなわち、医療機器のファイナンス・リース取引を行うに際して、ファイナンス・リース事業者（リース
会社）はサプライヤー（医療機器の販売業者又は製造販売業者）との間で売買契約を締結するが、当
該サプライヤーがユーザーに対して、直接医療機器を搬入するなど賃貸時（ファイナンス・リース取引
の開始時点まで）の管理を行うことから、リース会社は賃貸業の許可（届出）が不要とされている。
④また、ファイナンス・リース取引において、ファイナンス・リース開始以降のリース期間中のリース物
件の保守・点検・整備はユーザーが行うものとされ、通常は、ユーザーとサプライヤーとの間で保守契
約が締結されている。
⑤中古の医療機器を販売する場合、規則第170条に従い、製造販売業者に対する事前通知が必要と
されているが、医療機器のファイナンス・リース取引において、売却先が当該リース取引のユーザー
（使用者）である場合、リース会社が製造販売業者に対する事前通知を行うことは極めて不合理であ
り、この通知義務を撤廃すること。
⑥この提言に対し、厚生労働省は、「販売行為にあたり、所有権が移転するため、必然的に医療機器
に対しての管理責任は所有者に移ることとなるため、医療機器についての品質、有効性及び安全性
の確保のためにも、通知を行う必要がある」旨を回答しているが（平成27年4月10日パブコメ回答）、医
療機器のファイナンス・リース取引において、上記②及び③のとおり、賃貸時の医療機器の管理はサ
プライヤーが行い、上記④のとおり、ファイナンス・リース期間中の医療機器の管理はユーザー又は
ユーザーが委託した保守業者が行っていることから、所有権の移転のみに着目して、医療機器の管
理を行っていないリース会社に事前通知義務を課すことは不合理である。

(公社)
リース事
業協会

厚生労
働省

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法
律施行規則（昭和36年厚生省令第１号。以下「施行規則」という。）第
170条においては、高度管理医療機器等の販売業者等が使用された医
療機器を他に販売し、授与し、又は貸与しようとするときは、あらかじめ
当該医療機器の製造販売業者に通知をしなければならないこととなっ
ています。また、施行規則第178条第２項及び第３項においても、特定
管理医療機器、特定管理医療機器以外の管理医療機器又は一般医療
機器の販売業者等についても施行規則第170条の規定を準用していま
す。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律施行規則
第170条、第178
条第２項、第３項

対応不可

医療機器の貸与業者が、貸与した医療機器を貸与先にそのまま売却・譲渡する場合であって
も、所有権が移転し、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律
（昭和３５年法律第１４５号。以下「法」という。）に基づく販売にあたります。売却・譲渡の結果、
使用された医療機器については、これまでの使用実績、製品の状態及び使用環境等を的確に
把握し、その品質、有効性及び安全性が承認内容と同様であることを確認する必要がありま
す。

≪要望内容≫血漿分画製剤事業は血液法、輸出貿易管理令等の規制があり、他の医薬品事業と比
べ、国が強く管理する事業として運営されています。欧米先進国では国、或いは地域単位で国内自給
率ではなく自給能力と安定供給能力の向上に重点をおいた事業政策を推進しています。日本でも国
内自給能力と安定供給能力の向上と、アジア各国との連携強化を図る視点で、国内の規制を再検討
することを要望致します。更に産業政策と国際貢献の観点から国内外事業者、関係省庁の関連部門
との連携を促し、将来に亘って血漿分画製剤事業が日本、アジアで推進できる体制を構築できるよう
支援を求めます。

《１．規制の現状》血漿分画製剤事業は医薬・生活衛生局血液対策課が中心となり国家管理的に事
業が運営されています。現在の血漿分画製剤事業は献血者の確保（将来の不足）、連産品と言う特
殊な製造工程、日本赤十字社が採血した献血原料血漿の国内民間事業者への販売価格を国が決
定、製造原価が約50％という高いコスト構造、血液代替製剤の供給拡大による未利用（余剰）原料血
漿の増加、新薬が出難い事業、殆どの製剤が新発売から20年以上経過した薬剤だが後発品が無
い、現行薬価制度で下がり続ける薬価の問題等、他の医薬品とは異なった事業環境で課題が山積し
ています。血液製剤を管轄する血液対策課は産業振興、薬価制度等は所掌業務としていません。一
方で医政局経済課は所掌業務として製薬事業者の窓口となり、薬価制度や産業振興の観点から課題
解決に向けて取り組んでいますが所掌業務として医薬・生活衛生局の所掌業務を除くため、結果的に
血漿分画製剤事業の産業振興策を所掌する部門が曖昧になっている状況があります。

《２．要望理由》事例として、血液対策課が所管している血液事業部会が平成19年に「血漿分画製剤
の製造の在り方に関する検討会」、及び平成25年に「血漿分画製剤の供給の在り方に関する検討
会」で最終報告書を取りまとめ、国内自給推進策、輸出を含めた余剰原料血漿の有効利用策、現行
薬価制度で低下し続ける薬価と安定供給の問題、流通上の課題も取りあげ、今後検討する必要があ
ると提言しています。しかし、これら課題は未だ議論されていません。
《３．要望が実現した場合の効果》国内原料血漿の有効利用、国内自給率の向上や安定供給リスクの
低下。アジア地域に国際貢献できる可能性があります。

民間団
体

厚生労
働省

血液製剤（輸血用製剤、血漿分画製剤）は、人体から採取された血液を
原料とするという性質上、有限で貴重なものであると同時に、血液を介
して感染する病原体（ウイルス等）が混入するリスクを完全には否定で
きないという特徴を持っています。
このため、血液製剤については、他の医薬品と異なり、「医薬品、医療
機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律」（医薬品医
療機器法）に加え、「安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法
律」（血液法）（昭和31年法律第160号）により規制されており、血漿分画
製剤事業についても、血液法の枠組みの中で運営されています。

血漿分画製剤事業の実施体制は、厚生労働大臣が中期的視野の「基
本方針」を定めた上で、毎年度、「血液製剤の安定供給に関する計画」
（需給計画）を策定しており、血漿分画製剤事業者は、需給計画に基づ
いて製造や輸入、供給等を実施することが求められています。

また、血漿分画製剤は、血液法の基本方針で国内自給の原則が掲げ
られていることから、「輸出貿易管理令」（昭和24年政令第378号）によ
り、一部の例外措置を除き海外への輸出が認められていません。

血漿分画製剤事業に関する省内体制は、「厚生労働省組織令」（平成
12年政令第252号）に基づき、医薬・生活衛生局血液対策課が事業の
振興（血液製剤の生産及び流通の増進、改善及び調整）、医政局経済
課が製薬事業者の窓口となり、薬価制度や製薬業界全体の振興等（医
薬品の製造販売業等の発達、改善及び調整）を所掌しており、連携しな
がら血漿分画製剤事業を推進しています。

・安全な血液製剤
の安定供給の確
保等に関する法律
（昭和31年法律第
160号）第３条、第
９条、第25条
・外国為替及び外
国貿易法（昭和24
年法律第228号）
第48条第３項
・輸出貿易管理令
（昭和24年政令第
378号）第２条第１
項第１号
・血液製剤の輸出
承認について（輸
出注意事項26第
22号）２及び４
・血漿分画製剤の
製造の在り方に関
する検討会報告書
（平成19年12月27
日）
・血漿分画製剤の
供給のあり方に関
する検討会最終報
告書（平成24年３
月６日）
・血液製剤の安全
性の向上及び安
定供給の確保を図
るための基本的な
方針（平成25年厚
生労働省告示第
247号・平成26年
厚生労働省告示
第439号一部改
正）

280115016 27年
10月21日

27年
11月9日

28年
1月15日

日本の血漿
分画製剤事
業を産業振興
と国際貢献の
観点から当局
関係部署が
連携して推進
することを要
望。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115019 27年
10月27日

27年
11月9日

28年
1月15日

医薬品医療
機器等法に
係る諸手続き
の合理化

【具体的内容】
医薬品医療機器等法に係る諸手続きを合理化（①一の都道府県に対して行った諸届出について他都
道府県への当該届出の回付、②都道府県ごとに異なる書式の統一化等）すること。

【提案理由】
①医薬品医療機器等法に係る役員変更等の諸届出について、許可販売業者は許可を得ている都道
府県すべてに対し諸届出を行う必要があり、事業者に過重な負担が生じている。例えば、古物営業法
では、役員変更等の届出を一の公安委員会に行えば、他の公安委員会に当該届出が回付されてお
り、医薬品医療機器等法の諸届出についても、同様の取扱いとすること。
②都道府県ごとに異なる書式の統一化等について、現状は、届出書式が都道府県毎で定められてお
り、許可業者は、各種届出を行う前に、それぞれの書式を入手して、それぞれの記入要領を確認しな
がら作成している。同一の法体系の中で、都道府県ごとに様式が異なることは極めて不合理であり、
様式の統一化ができない場合であっても、一の都道府県の様式に従って作成した各種書式であれ
ば、当然に法令の要件を満たすものであり、他の都道府県がこれによる申請等を認めない合理的理
由がない。

(公社)
リース事
業協会

厚生労
働省

①②医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す
る法律（昭和３５年法律第１４５号。以下「法」という。）に基づき、高度管
理医療機器等販売業・貸与業を行う場合は各都道府県、保健所設置
市、特別区長に対しその営業所ごとに許可申請や届出を行う必要があ
ります。
また、高度管理医療機器等営業所管理者やその他厚生労働省令で定
める事項について変更を行う場合には変更届を提出する必要がありま
す。
これらの届出にあたり、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全
性の確保等に関する法律施行規則（昭和36年厚生省令第１号。以下
「施行規則」という。）において、申請書の様式を定めており、各都道府
県知事、保健所設置市長、特別区長に対しこれらの様式に従い届出を
行うこととなっています。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律第40条第1
項、第2項
医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律施行規則
第174条、第176
条

①対応不
可

②事実誤
認

①医療機器は営業所において貯蔵、保管等を行わなければならず、これらが保健衛生上支障
なく適切に行われるためには、それを取り扱う営業所ごとに一定の設備基準に適合すること、申
請者が欠格事項に該当しないこと及び実地に管理する管理者等の設置が必要であり、営業所
ごとに判断する必要があります。変更届を一の都道府県等に提出したものを他の都道府県等
に回付してもらうことは、各都道府県等に新たな負担を求めるため、対応は困難です。また、変
更届の処理にかかる行政事務の適切な執行のためには処理の際に元々ある許可等の内容と
照合する必要もあることから、ご提案の対応は困難です。

②届出様式は施行規則に基づいて国が定めているため、様式は統一されています。記入欄に
ついては各自治体がその事務処理を適切に行えるよう工夫しているものと認識しております
が、一律に指導することは困難であるが、なお、必要事項が記載されていれば、原則として、都
道府県等においても手続の受付・審査が行われていると思料されるところです。

280115020 27年
10月27日

27年
11月9日

28年
1月15日

医療機器リー
スの入札

【具体的内容】
国・地方自治体設立の医療機関向け医療機器賃貸借の競争入札においてリース会社が医療機器を
保守受託する場合は、修理業の許可取得業者に再委託することにより入札参加要件を満たすことが
できる様、医療機関へ指導すること。
※「保守料代理回収」については、「修理業の許可」は不要。

【提案理由】
国・地方自治体設立の医療機関向け医療機器賃貸借の入札案件において、医療機器賃貸借契約の
内容に保守委託も含まれ、委託内容に修理を含むこと（いわゆるメンテナンス付リース）が条件として
見受けられるが、薬事法の「医療機器の修理業の許可」を受けていないリース会社は、当該案件の入
札参加を断念せざるを得ないことがある。
しかしながら、実態として、リース会社の役割はファイナンス機能の提供が主体であり、保守は「修理
業の許可」を取得する専門業者が医療機関より別契約にて受託していることが一般的である。
リース会社が医療機器の保守受託する場合、修理業の許可取得業者に再委託する形態を契約書上
明確にすれば、入札参加要件を満たしていると考える。
人命に多大な影響を与える「医療機器の修理業の許可」を定める法律の趣旨は大いに理解できる
が、上記記載の通り、リース会社の主な役割はファイナンス機能提供であり、修理業務ではない。
リース会社における「修理業の許可」取得会社は限定されており、未取得会社のリース会社が、新た
に許可を取得するには多大なコストがかかり現実的ではなく、当該取引の普及促進、ならびに公正か
つ自由な経済活動の妨げとなっている。

(公社)
リース事
業協会

厚生労
働省

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法
律（昭和３５年法律第１４５号。以下「法」という。）第40条の２により、業
として医療機器の修理業の許可を受けたものでなければ、医療機器の
修理をしてはならないとされております。
なお、平成17年4月１日付け「医療機器修理業の取扱い等に関する
Q&Aについて」（厚生労働省医薬食品局審査管理課医療機器審査管理
室事務連絡）において単なる取次を行う場合には修理業の許可が不要
である旨お示ししております。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律第40条の
２

事実誤認

医療機器の修理業を行う際には法令や各種通知を遵守することが重要と考えます。なお、単な
る修理の取次を行う場合は医療機器修理業の許可は不要であることは平成１７年３月31日付け
「医療機器の販売業及び賃貸業の取扱等に関するQ&Aについて（その１）」（厚生労働省医薬食
品局審査管理課医療機器審査管理室事務連絡）にてお示ししているところです。
なお、国・地方自治体設立の医療機関において医療機器の調達を賃貸借で行う場合、その入
札条件や仕様については各調達医療機関で策定するものと理解しております。
また、「販売契約等の相手先の医療機関等、医療機器販売業者等及び実際に修理を行う修理
業者の三者間において、修理された医療機器の安全性等についての責任が当該修理業者にあ
ること及びそれぞれの権利義務関係を文書によって明確にした上で修理の受託を行う場合に
あっては、当該医療機器販売業者等については法第40条の２に基づく修理業の許可を必要とし
ない」（「医療機器修理業の取扱い等に関するQ&Aについて（その２）」平成２５年２月２８日付け
厚生労働省医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室事務連絡）とお示ししているところで
す。

280115021 27年
10月27日

27年
11月9日

28年
1月15日

SPCが医療機
器を貸与等す
る場合の取扱
い

【具体的内容】
①ＳＰＣ（特別目的会社）のアセットマネジメント会社が医療機器の貸与業及び販売業の許可を得るこ
とにより、当該ＳＰＣが医療機器の貸与及び販売を行うことができる旨を明確化すること。
②ＳＰＣがファイナンス・リースにより、医療機関等に対して、医療機器をリースする場合は、ＳＰＣ及び
ＳＰＣのアセットマネジメント会社は貸与業の許可が不要である旨を明確化すること。

【提案理由】
今後は医療分野における資金調達の多様化や事業のアウトソーシング化に伴い、SPCから医療機器
の賃貸を受けるようなビジネスが増加していく可能性が有ると考える。（特に粒子線治療装置のような
高額機器を使用するケース）
医薬品医療機器等法ではSPCのようなペーパーカンパニーが医療機器を賃貸することは想定してお
らず、貸与業者自身が営業所、営業管理者を設置することになっている。SPCのアセットマネジメント
会社が設置要件を満たすことで、SPCからの賃貸を可能にするといった緩和が実行されれば今後取
組が普及していくものと考えられる。

(公社)
リース事
業協会

厚生労
働省

医薬品、医療機器の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法
律（昭和３５年法律第１４５号。以下「法」という。）第３９条
の規定は、都道府県知事、保健所設置市長、特別区長による高度
管理医療機器等の販売業又は貸与業の許可を受けた者でなけれ
ば、業として高度管理医療機器等を販売し、授与し、若しくは貸
与し、又は販売、授与若しくは貸与の目的で陳列してはならない
ことを定めており、法第３９条の３の規定は、都道府県知事、保
健所設置市長、特別区長へ管理医療機器の販売業又は貸与業の届
出をあらかじめ行った者でなければ、業として管理医療機器を販
売し、授与し、若しくは貸与し、又は販売、授与若しくは貸与の
目的で陳列してはならないことを定めています。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律第39条、
第39条の３

対応不可

①②医療機器を販売・貸与を業として行う場合、保健衛生上その取扱い注意を払う必要がある
ことや安全対策をより一層推進していくことから、許可や届出の制度を必要としており、構造設
備が厚生労働省令で定める基準に適合していることや申請者が欠格事項に該当しないこと、管
理者の設置を求めているところです。このような要件を満たすことが重要であり、一定の規制を
行っているところです。
従って、このような要件を満たすことができない限りＳＰＣ（特定目的会社）は医療機器貸与業及
び販売業の許可を取得することが困難と考えます。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115037 27年
10月29日

27年
11月18日

28年
1月15日

退職手当制
度に係る退職
一時金の確
定拠出年金
制度への移
換

【制度の現状(現行規制の概要等)】
・確定拠出年金制度を導入する企業が、確定給付企業年金又は退職手当制度に係る退職一時金の
全部又は一部を確定拠出年金へ移換することは、確定拠出年金法第54条において認められている。
・一方、加入者単位で、確定拠出年金への移換が認められているのは、確定拠出年金法第54条の2
において、「確定給付企業年金の脱退一時金相当額」、「存続厚生年金基金の脱退一時金相当額」な
らびに「企業年金連合会の規約で定める積立金」のみと定められており、「退職手当制度に係る退職
一時金」の移換は認められていない。

【具体的要望内容】
・退職手当制度に係る退職一時金について、加入者単位で、確定拠出年金への移換を可能としてい
ただきたい。

【要望理由】
・我が国においては、退職一時金制度を導入する企業が全体の約75%を占めるなど、広く退職一時金
が普及している。しかしながら、退職一時金は預貯金のみで運用されているケースが多い状況であ
る。
・退職一時金の確定拠出年金制度への移換は、公的年金を補完する確定拠出年金制度の更なる普
及に資するものであり、個人の効果的な資産形成にも繋がり得るものと考える。
・また、我が国の家計部門における金融資産約1,700兆円のうち、その多くを占める預貯金の一部が、
投資信託等の運用資産にシフトされることによって、「貯蓄から投資へ」の流れを後押しすることも期
待できる。

都銀懇
話会

厚生労
働省

退職手当制度に係る資産の移換については、企業型確定拠出年金の
実施事業所が退職手当制度に係る試算の全部又は一部を当該企業型
確定拠出年金に移換する場合について、認められます。

確定拠出年金法
第54条、第54条
の2
 公的年金制度の
健全性及び信頼
性の確保のため
の厚生年金保険
法等の一部を改
正する法律　附
則第5条第3項

対応不可
確定拠出年金と他の制度のポータビリティを考えるに当たっては、各々の制度の趣旨や税制上
の取扱いに配慮する必要があり、実施の可否も含めて慎重な検討が必要です。

280115038 27年
10月29日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金制度におけ
る外国籍加入
者の中途引
出要件の緩
和

【制度の現状(現行規制の概要等)】
・確定拠出年金制度では、確定拠出年金法附則第2条の2及び第3条において、原則として60歳までの
中途引出（脱退一時金の支給）が認められていない。
・例外要件として、「1.5万円以下の小額」（確定拠出年金法施行令第59条第2項）、「通算拠出期間3年
未満もしくは50万円以下」・「25万円以下で継続して個人型運用指図者であった者」（確定拠出年金法
施行令第60条第2項）が認められているが、「外国籍加入者」であることを要件とした中途引出（脱退
一時金の支給）は認められていない。

【具体的要望内容】
・確定拠出年金制度の外国籍加入者が、当該企業を退職し日本を出国した後に再来日の予定のない
場合、同制度の中途引出（脱退一時金の支給）要件として認めていただきたい。

【要望理由】
・企業のグローバル化の進展に伴い、近年、日本で労働する外国籍労働者は増加傾向。
・外資系企業のみならず国内企業においても、少子高齢化等を背景として外国籍労働者の雇用は拡
大している。
・一方、現行の確定拠出年金制度においては、外国籍加入者が退職した場合においても、要件を満
たさない場合には、原則として60歳まで中途引出（脱退一時金の支給）を行うことができず、手数料を
支払わなければならない。

都銀懇
話会

厚生労
働省

確定拠出年金は、脱退一時金が支給される場合や高度障害の場合を
除き、60歳前の中途引き出しは認めていません。
確定拠出年金の脱退一時金の支給要件としては、「1.5万円以下の小
額」（確定拠出年金法施行令第59条第2項）、「通算拠出期間3年未満も
しくは50万円以下」・「25万円以下で継続して個人型運用指図者であっ
た者」（確定拠出年金法施行令第60条第2項）が認められています。

確定拠出年金法
附則第2条の2及
び第3条

検討を予
定

社会保障審議会企業年金部会の議論の整理において、脱退一時金の支給を含めた企業年金
の拠出時・給付時の仕組みのあり方については今後引き続き議論を重ねていく必要があるとさ
れており、今後、中長期的な課題として企業年金部会で検討を行う予定です。

対応不可

○人体に対する放射線の照射は、人体に対して大きな影響を及ぼすものであるため、診療放射
線技師がその業務を行うに当たっては、原則、緊急時の対応体制等が整っている病院又は診
療所において行うことが求められています。

○ただし、多数の者への健康診断を一時に行う場合など、実態として、病院又は診療所以外の
場所で、人体に対する放射線の照射を行わざるを得ないと認められるような場合については、
一定の条件の下、診療放射線技師がその業務を行うことが例外的に認められています。

○例えば、会社や学校で、多くの者に対して短時間で健康診断を行う必要がある場合等は、実
態として、病院又は診療所以外の場所で健康診断を行わざるを得ないことから、多数の者への
健康診断を一時に行う場合に該当するものとして、例外的に、病院又は診療所以外の場所で、
診療放射線技師がその業務を行うことを認めているところです。

○一方、「少人数又は１人」を対象とする健康診断は、病院又は診療所においても十分に対応
可能であると考えられ、病院又は診療所以外の場所で、診療放射線技師がその業務を行う必
要性が認められないことから、これを例外的に認めることは困難です。

○なお、「多数の者」を対象とする健康診断において、キャンセル等により、結果として、少数の
者しか受診をしなかったような場合であれば、診療放射線技師がその業務を行ったとしても、直
ちに診療放射線技師法第26条第２項の規定に違反するものではないと考えます。

　昨年の地方創生集中受付で回答をいただきましたが、法解釈に疑問があり再申請します。
【現状】巡回健/検診は、過疎地では少人数や1人に対して行わざるを得ない。また都市部では個別化
巡回(例:コンビニで健診)が効果をあげ、少人数や1人に対して行われ始めた。少人数や1人への巡回
健/検診は、従来の大型バス巡回健/検診と異なる、小型化の得意な日本の新たな健康事業である。

【過去の規制改革】医療法では巡回健/検診に人数の規制はない。さらに昨年の法改正で胸部X線巡
回検診での医師の帯同が不要となった。

【X線撮影に残る障害】巡回検診でのX線撮影は、医師だと1人に対しても可能。しかし診療放射線技
師は医師の立会いの下でも多数の者へしかできず、1人へはできない。昨年この差を無くす要望をし
たが『「少人数又は1人」を対象とする健康診断は、病院又は診療所においても十分に対応可能であ
ると考えられ，病院又は診療所以外の場所で、診療放射線技師がその業務を行う必然性が認められ
ない』と回答を得た。

【回答への疑問】1)歴史的に胃X線胃がん検診は少人数巡回検診なので、回答通りだと今後医師が
撮影しなければならない。大阪府は「多数の者」を2人以上と指導する。回答は法の「多数の者」の解
釈を誤っているのでは？
2)回答では例として『多くの者に対して短時間で健康診断を行う必要がある場合』をあげるが、「短時
間で行う」必要は医学的、法的にない。あるとすれば経済的理由だが、法の趣旨に反する。回答は患
者の場合と勘違いしているか、法の「一時に」の解釈を誤っているのでは？
3)この回答だと過疎地の人がX線検診を受けるのには、遠くの検診機関へ行くか、医師が撮影する巡
回検診が必要となる。昭和15年から医療過疎地を回ってきた巡回検診の本旨に反する。回答は都市
部の集団検診だけを想定しているのでは？
4)回答の法解釈だと医療機関外の検診で医師が1人に対して撮影を行う必然性もなくなり、医療法等
との整合性がない。
5)胸部X線巡回検診での医師の帯同が不要となったが、少人数や1人の撮影では医師の帯同が再び
必要となるが、よいのか？

【要望】数学的には多数の者に1人は含まれる。新たなる個別巡回検診事業の成長の為、法の「多数
の者」は「1人以上である」との確認を要望する。これでキャンセルで1人しか診療放射線技師が撮影し
ない時も完全に合法化できる。

吉岡医
院

厚生労
働省

○　診療放射線技師法（昭和26年法律第226号）第26条第２項本文で
は、診療放射線技師は、原則、病院又は診療所以外の場所で、人体に
対する放射線の照射等の業務を行ってはならないこととされています。
○　また、同項ただし書では、この例外として、以下のいずれかの場合
に該当するときは、病院又は診療所以外の場所であっても、その業務
を行うことができるとされています。
①　医師又は歯科医師が診察した患者について、その医師又は歯科医
師の指示を受け、出張して一定の強度のエネルギーを有するエックス
線を照射する場合
②　多数の者の健康診断を一時に行う場合において、胸部エックス線
検査（コンピュータ断層撮影装置を用いた検査を除く。）のために一定の
強度のエックス線を照射する場合
③　多数の者の健康診断を一時に行う場合において、医師又は歯科医
師の立会いの下に一定の強度のエックス線を照射する場合（②の場合
を除く。）

診療放射線技師
法（昭和26年法
律第226号）第26
条第２項

280115022 27年
10月29日

27年
11月18日

28年
1月15日

診療放射線
技師が巡回
健康診断でX
線照射する際
「多数の者」
へは合法なの
に「1人」へは
出来ない規制
の緩和



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115040 27年
10月29日

27年
11月18日

28年
1月15日

賃金の計算
事務等の委
託に伴う賃金
の支払につい
ての取扱の拡
大

【制度の現状(現行規制の概要等)】
・賃金の支払については、使用者による直接払いを確保する為に、使用者自ら管理する使用者の口
座から行われる振込に限定されている。

【具体的要望内容】
・使用者が賃金の計算事務等を委託している際、委託先が資金管理等で密接な関わりがある場合に
おいては、委託先の口座からの振込事務(振込代行)を可能にしていただきたい。

【要望理由】
・フランチャイジーは、フランチャイザーの提供する仕組みにより勤怠管理を行い、給与計算を委託し
ている。フランチャイジーは日々の売上をフランチャイザーに送金しているケースでは、業務省力化の
観点より、預託している売上金より賃金支払を行うニーズが顕在化している。
・業務上密接な関わりがあり、純然たる第三者への委託ではない。
・一般的には大手企業への委託であり、むしろ賃金未払いとなる可能性は低減されるものと考える。

都銀懇
話会

厚生労
働省

  賃金は、使用者が労働者に直接支払うものであることを当然の前提と
しており、使用者が第三者に賃金相当額を支払ったとしても、使用者が
労働基準法第24条の義務を果たしたことにはならず、ご提案のような取
扱いは認められておりません。

労働基準法第２４
条第１項

対応不可
  使用者が第三者に賃金相当額を支払ったもにもかかわらず、第三者が労働者に賃金を支払
わなかった場合など、使用者と第三者との争いに労働者が巻き込まれる懸念があり、対応は困
難であると考えます。

280115053 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

日雇派遣の
原則禁止の
見直し

【具体的内容】
　適正な雇用管理（例えば、日雇専門の派遣元責任者を選任すること、安全衛生管理体制や教育の
徹底を図ることを義務付けるなど）を前提に日雇派遣の原則禁止を見直すべき

【提案理由】
　｢2014年度経団連規制改革要望への政府回答状況等｣によると、｢平成26年1月29日の労働政策審
議会の建議を踏まえ、労働政策審議会労働力需給制度部会において、引き続き検討｣との回答であ
ることから、早急に同部会で具体的な検討をすべきである。ついては、以下のとおり要望する。

　労働者派遣法では、労働者の雇用の安定を図るため、日々又は30日以内の期間を定めて雇用する
日雇労働者を原則禁止している。例外として、雇用機会の確保が困難な場合等（高齢者、昼間学生、
副業として従事する者、主たる生計者でない者）を定めている。
　しかしながら、「短期的に働きたい」「短期的に労働力を確保したい」など労使双方にニ－ズがあるこ
とに加えて、家計補助のために働く主婦層や、就職活動中のつなぎ収入を得るために日雇派遣を利
用していた求職者の多くが、年収制限が足かせとなり就業機会を喪失しているため、適正な雇用管理
を前提に日雇派遣の原則禁止を見直すべきである。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

　労働者派遣法では、
①その業務を迅速かつ的確に遂行するために専門的な知識、技術又
は経験を必要とする業務のうち、労働者派遣により日雇労働者を従事
させても当該日雇労働者の適正な雇用管理に支障を及ぼすおそれが
ない業務として政令で定める業務について労働者派遣をする場合
②雇用の機会の確保が特に困難であると認められる労働者の雇用の
継続等を図るために必要であると認められる場合その他の場合で政令
で定める場合
を除き、日雇労働者についての労働者派遣は禁止されています。

○労働者派遣事
業の適正な運営
の確保及び派遣
労働者の保護等
に関する法律第
35条の４第1項
○労働者派遣事
業の適正な運営
の確保及び派遣
労働者の保護等
に関する法律施
行令第４条
○労働者派遣事
業の適正な運営
の確保及び派遣
労働者の保護等
に関する法律施
行規則第28条の
３

検討に着
手

　日雇派遣の原則禁止については、平成26年1月29日の労働政策審議会の建議を踏まえ、労
働政策審議会労働力需給制度部会において、引き続き検討が行われます。

280115054
27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

グループ企業
内派遣規制
の廃止

【具体的内容】
　グループ企業内派遣規制を廃止すべき

【提案理由】
　　｢2014年度経団連規制改革要望への政府回答状況等｣によると、｢平成26年1月29日の建議におい
て、施行状況についての情報の蓄積を図りつつ、見直しについて引き続き労働政策審議会において
検討｣との回答であることから、早急に同部会で具体的な検討をすべきである。ついては、以下のとお
り要望する。

　労働者派遣法では、労働市場における需給調整機能が果たされるように、グループ企業内の派遣
会社が当該グループ企業に派遣する割合を８割以下に制限している。
　しかしながら、グループ企業内の派遣事業者であるが故に、派遣先の経営実態や組織事情を熟知
し、高度な就労マッチングや就労状況の詳細な把握が可能となるほか、グループの福利厚生施策の
利用がしやすいなど、派遣労働者にとってのメリットの大きさを考慮すべきである。この規制により、グ
ループ全体で抱える専門知識を有した人材を、一時的にせよ派遣として受け入れる形で活用すること
が困難となっていることは問題である。とりわけ技術者については、一定の企業グループの下でトレー
ニングやＯＪＴ等を行い、様々な場で経験を積むことが、一企業においてスキルアップを図るよりも効
果的である場合が多く、こうした規制の存在は、労働者の技能の向上を妨げるだけでなく、企業の競
争力低下を招く恐れがある。
　また、労働条件の引き下げに派遣が使われるといった悪質なグループ派遣は排除されるべきだが、
子会社の派遣会社が、グループの退職者以外（外部労働市場）から派遣社員を採用し、親会社およ
びそのグループの企業に対して業務の繁閑に応じて登録型の派遣をすることは、適正な需給調整機
能を果たしているにも関わらず、一律に規制されることは問題である。
　さらに、いわゆる企業城下町などにある子会社には、グループ外の企業を派遣先として開拓するこ
とが困難である。
　その他、「100分の80」という数字の根拠が薄弱であることに加え、連結決算を採用しているか否か、
採用しているとしてもどの会計基準を採用しているかによって「関係派遣先」の範囲が異なるといった
問題も抱えており、グループ企業内派遣規制は廃止すべきである。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

　グループ企業内の派遣割合の規制については、平成24年労働者派
遣法改正法において規定されたものであることから、円滑な施行に努め
るとともに、施行状況についての情報の蓄積を図っているところです。

労働者派遣事業
の適正な運営の
確保及び派遣労
働者の保護等に
関する法律第23
条の２

検討に着
手

　グループ企業内の派遣割合の規制については、平成24年労働者派遣法改正法において規定
されたものであることから、円滑な施行に努めるとともに、施行状況についての情報の蓄積を
図っていくこととしました。
　なお、平成24年労働者派遣法改正法の規定については、労働政策審議会労働力需給制度部
会において検討が行われた結果、平成26年1月29日の建議において、施行状況についての情
報の蓄積を図りつつ、見直しについて引き続き労働政策審議会において検討を行うことが適当
とされました。
　これを踏まえ、労働政策審議会労働力需給制度部会において、引き続き検討が行われます。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115055 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

離職後１年以
内の労働者
派遣の禁止
の撤廃

【具体的内容】
　離職後１年以内の労働者派遣の禁止を撤廃すべき

【提案理由】
　｢2014年度経団連規制改革要望への政府回答状況等｣によると、｢平成26年1月29日の建議におい
て、施行状況についての情報の蓄積を図りつつ、見直しについて引き続き労働政策審議会において
検討｣との回答であることから、早急に同部会で具体的な検討をすべきである。ついては、以下のとお
り要望する。

　労働者派遣法は、派遣会社が離職後１年以内の人と労働契約を結び、元の勤務先に派遣すること
を禁止している。
　自らの意志で離職した者や有期契約で短期就業をした者まで対象としているため、就業希望者の
ニーズに反しており、労働者保護にならないばかりか、就業機会そのものを阻害していることから、法
の趣旨に反する規制であり、撤廃すべきである。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

　離職後１年の労働者についての労働者派遣の禁止については、平成
24年労働者派遣法改正法において規定されたものであることから、円
滑な施行に努めるとともに、施行状況についての情報の蓄積を図って
いるところです。

○労働者派遣事
業の適正な運営
の確保及び派遣
労働者の保護等
に関する法律第
35条の５、第40条
の９

○労働者派遣事
業の適正な運営
の確保及び派遣
労働者の保護等
に関する法律施
行規則第33条の
10

検討に着
手

　離職後１年の労働者についての労働者派遣の禁止については、平成24年労働者派遣法改正
法において規定されたものであることから、円滑な施行に努めるとともに、施行状況についての
情報の蓄積を図っていくこととしました。
　なお、平成24年労働者派遣法改正法の規定については、労働政策審議会労働力需給制度部
会において検討が行われた結果、平成26年1月29日の建議において、施行状況についての情
報の蓄積を図りつつ、見直しについて引き続き労働政策審議会において検討を行うことが適当
とされました。
　これを踏まえ、労働政策審議会労働力需給制度部会において、引き続き検討が行われます。

280115056 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

労働契約申
込みみなし制
度の撤廃

【具体的内容】
　採用の自由、労働契約の合意原則の観点から問題があるため、労働契約申込みみなし制度を撤廃
すべき

【提案理由】
　一定の違法派遣に該当した場合、派遣先が派遣労働者に対して労働契約を申し込んだものとみな
す、「労働契約申込みみなし制度」が本年10月1日から施行されている。
　国会審議においても指摘されたように、本制度は労働契約の合意原則に反するとともに、憲法で保
障された採用の自由を阻害するものである。また、派遣先の違法性の判断について、偽装請負に関し
ては各労働局、指導官による見解の相違が予測されるほか、同制度が適用とならない「当該事項に
該当することを知らず、かつ、知らなかったことについて過失がなかったとき」については、派遣先がそ
れを立証することは困難である。
　したがって、労働契約の申込みみなし制度は、撤廃すべきである。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

　労働契約申込みみなし制度については、平成24年の労働者派遣法改
正により、平成27年10月1日から施行されたものであることから、円滑な
施行に努めるとともに、施行状況についての情報の蓄積を図っていると
ころです。

労働者派遣事業
の適正な運営の
確保及び派遣労
働者の保護等に
関する法律第40
条の６

検討に着
手

　労働契約申込みみなし制度については、平成24年の労働者派遣法改正により、平成27年10
月1日から施行されたものであることから、円滑な施行に努めるとともに、施行状況についての
情報の蓄積を図っていくこととしました。
　なお、平成24年労働者派遣法改正法の規定については、労働政策審議会労働力需給制度部
会において検討が行われた結果、平成26年1月29日の建議において、施行状況についての情
報の蓄積を図りつつ、見直しについて引き続き労働政策審議会において検討を行うことが適当
とされました。
　これを踏まえ、労働政策審議会労働力需給制度部会において、引き続き検討が行われます。

280115057 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

派遣労働者を
特定すること
を目的とする
行為の適切な
運用

【具体的内容】
　一定のル－ルの下、派遣元の雇用責任を前提に、最低限の「事前打合」が行えるようにすべき

【提案理由】
　今後の労働者派遣制度の見直しの論点として、引き続き労働政策審議会労働力需給制度部会で検
討していくべきである。ついては、以下のとおり再々要望する。

　労働者派遣法は、労働者派遣（紹介予定派遣を除く。）の役務の提供を受けようとする者は、労働者
派遣契約の締結に際し、派遣労働者を特定することを目的とする行為をしないように努めなければな
らないとされている。
　しかしながら、「派遣スタッフはミスマッチを防ぐ為に自らの意志で事前に職場環境を確認したい」、ま
た、「派遣先は派遣スタッフを直接指揮命令し、第三者から使用者責任を問われる可能性があること
から派遣スタッフの適性を事前に直接把握したい」という意向は妥当なものである。スキルや職場環
境の確認等を中心とした、必要最低限の「事前打合」が行えるよう必要な措置を講じるべきである。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

　労働者派遣制度では、労働者派遣（紹介予定派遣の場合を除く）の役
務の提供を受けようとする者は、労働者派遣契約の締結に際し、当該
労働者派遣契約に基づく労働者派遣に係る派遣労働者を特定すること
を目的とする行為をしないように努めなければならないこととしていま
す。

労働者派遣事業
の適正な運営の
確保及び派遣労
働者の保護等に
関する法律第26
条第６項

【措置概
要前段】
現行制度
下で対応
可能

【措置概
要後段】
対応不可

【前段】
　労働者派遣制度では、労働者派遣（紹介予定派遣の場合を除く）の役務の提供を受けようと
する者は、労働者派遣契約の締結に際し、当該労働者派遣契約に基づく労働者派遣に係る派
遣労働者を特定することを目的とする行為を行うことにより、当該労働者派遣の役務の提供を
受けようとする者の意に沿わない派遣労働者が派遣元事業主にも雇用されないこととなるな
ど、結果的に労働者派遣の役務の提供を受けようとする者が派遣労働者の採用に介入するこ
とになり、
①職業安定法で禁止されている、労働者供給事業に該当するおそれがあること
②派遣労働者の雇用機会を狭めるおそれがあること
から、労働者派遣に係る派遣労働者を特定することを目的とする行為をしないように努めなけ
ればならないこととしています。
　なお、派遣労働者又は派遣労働者となろうとする者が、自らの判断の下に派遣就業開始前の
事業所訪問若しくは履歴書の送付等を行うことは、派遣先によって派遣労働者を特定すること
を目的とする行為が行われたことには該当せず、実施可能です。
　また、業務に必要な技術や技能の水準を指定するため、技術・技能レベル（取得資格等）と当
該技術・技能に係る経験年数などを記載するいわゆるスキルシートの送付等については、個々
の派遣労働者の特定につながるものでない限り、派遣労働者を特定することを目的とする行為
に該当しないため、これらの措置によりミスマッチを防ぐことは可能と考えています。
　このように提案については基本的には現行制度下で対応可能と考えます。

【後段】
　上記以外の事前打合については、その内容が必ずしも明らかでないため、対応不可と考えま
す。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115058 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

障害者雇用
納付金制度
の改定

【具体的内容】
　障害者雇用において法定雇用率を下回る場合、障害者一人あたり一律で５万円を納付することが
定められているが、障害者の雇用率に応じて金額を段階的に減額するべき

【提案理由】
　障害者雇用納付金制度は、障害者雇用に伴う事業主の経済的負担の調整を図るため、法定雇用
率を下回る企業から納付金を徴収し、法定雇用率を達成した企業に対して調整金等を支給している。
具体的には、法定雇用率(2.0％)を下回る場合に徴収される納付金は、法定雇用者数に不足する障害
者数一人あたり、一律５万円(常用労働者100人超200人以下の企業は４万円)となっている。

　法定雇用率が2.0％を下回る場合は、障害者の雇用率が何％であっても納付金は一律であるため、
法定雇用率を下回っている企業にとって、障害者の雇用を促進しようというインセンティブが働きにく
い。

　法定雇用率を下回る場合に、雇用率に応じて納付金を段階的に減額する仕組みとなれば、企業が
障害者雇用を高めるインセンティブとなることが期待される。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

  納付金制度は障害者の雇用に伴う経済的負担に着目し、経済的側面
から事業主の障害者の雇用に関する社会連帯責任の履行を求めようと
する制度であり、具体的には、障害者雇用率未達成企業から納付金
(不足数１人当たり月額５万円）を徴収し、雇用率未達成企業などに対し
て調整金(超過数１人当たり月額２万７千円）、報奨金(超過数１人当たり
月額２万１千円）を支給しています。

障害者の雇用の
促進等に関する
法律 第４９条 第
５０条、第５３第、
５４条、第５５条

対応不可

   障害者雇用促進法では、障害者を雇用することはすべての事業主の共同の責任であるとす
る社会連帯の理念の下、その共同責任の分担割合は平等であるべきとする考え方に立って、
雇用率制度による雇用義務が設けられています。納付金制度では、雇用率未達成の事業主か
らその不足数に応じて納付金を徴収し、雇用率を超えて障害者を雇用する事業主に調整金を
支給することで、事業主の経済的負担の平準化を図ることとしています。
　納付金の額については、障害者を通常雇用する場合に健常者に比して特別に必要とされる費
用の額の平均額を基準とし定め、これを各企業の過不足数に応じて計算するものです。すなわ
ち、雇用率未達成企業の事業主に対して、その不足している障害者を雇っていれば掛かってい
たであろう費用を納付金として徴収しているものです。
　こうした経済的負担の平準化を図るという制度趣旨に鑑み、企業の実雇用率に応じて金額を
変動させるインセンティブや懲罰的な仕組みとすることは困難と考えますが、現在でも不足数に
応じて納付金の額は増減することから、障害者雇用に向けた一定のインセンティブは働くものと
考えられます。
　また、企業の実雇用率に応じて金額を変動させる仕組みとすることは、企業規模が小さいほど
一人の不足による率の低下が大きくなり、追加的に負担すべき一人当たりの納付金額が高いも
のとなります。大企業に比して中小企業に対し、より懲罰的な色彩となる制度となる恐れがある
ことにも留意が必要と考えます。
　今後とも、本納付金制度のほか、事業主指導や各種助成金制度の活用等を通じて、障害者
雇用の促進に取り組んでまいります。

280115059 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

過半数組合
のない企業等
の就業規則
の作成・意見
聴取・届出手
続きの簡素化

【具体的内容】
　全社で同一の内容である就業規則の作成する際の意見聴取については、各事業場の過半数代表
者の信任を得た者を全社の過半数代表者とし、その者への意見聴取のみでこれを可能とすべき。な
お、制度の濫用を防ぐため、事前に各事業場の過半数代表者に就業規則の変更内容を開示し、意見
表明の機会を設ける。その意見をもとに、信任された全社代表が最終的な意見を取り纏め、届出を行
う際の意見内容とする。
また、届出は本社一括での届出を認めるべき。

【提案理由】
　就業規則が全社で同一である場合、現在は「全社規模の労働組合が存在」し、かつ「それぞれの事
業場の労働者の過半数がその労働組合の組合員である」場合に限り、本社で労働組合本部に意見
聴取すればよいが、これらの条件が満たされない場合は、事業場ごとに組合支部への意見聴取が義
務付けられている。
　近年、労働法関係の法改正が相次いでおり、製造業を中心とした集団型よりも、社員の働き方など
個別対応型への検討（フレックスタイム制など）が増加している。それに伴い、「労使合意」を条件に柔
軟な改定が認められつつあるが、「労使」の社員代表側は「過半数組合」に限定される傾向にある。労
働組合の組織率は低下してきており、過半数組合は一部の大企業に集中しているが、「全社の過半
数代表（事業場の過半数代表が信任した者）」への意見聴取が認められれば、過半数組合を持たな
い多数の企業においても積極的に改正法の措置を活用できるものと考える。
　導入要件が簡素化することで制度導入を検討する企業が増加し、多様な働き方を求める労働者の
ニーズにも応えることができる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

  就業規則を所轄労働基準監督署長に届け出るに当たっては、同一企
業であっても、事業場毎に意見聴取し、過半数代表者が署名又は記名
押印した意見書を添付することが法的に義務づけられています（労働基
準法第90条第１項、労働基準法施行規則第６条の２第１項、同条第２
項、第49条）。
そのため、全社の過半数代表者のみが署名又は記名押印し、事業場
毎の過半数代表者の署名又は記名押印を省略するという取扱いは法
令に違反するため、認められておりません。
  また、上記の取扱いを前提とした就業規則の一括届出については、そ
もそも全社代表のみの意見聴取をもって、就業規則を届け出ること自
体が認められていないため、現行制度において、対応することはできま
せん。
   なお、昭和39年１月24日基収9243号は、本社において、支社なども
含め全ての事業場に適用される就業規則を作成し、当該会社の労働組
合本部の長の意見を聴取することにより、当該労働組合が事業場の過
半数を占めている事業場の意見聴取を行わないことを認めております
が、当該通達が適用される場合においても、事業場の過半数で組織し
ている労働組合がない場合には、別途事業場毎に意見聴取等を行う必
要があり、全社の過半数代表者のみの意見聴取等をもって、所轄労働
基準監督署長に就業規則を届け出ることは認められておりません。

労働基準法第90
条第１項
労働基準法施行
規則第６条の２
第１項、第２項、
第49条

対応不可

  就業規則の作成・変更に当たって過半数代表者が署名又は記名押印した意見書の添付を不
要とすると、各事業場において真に使用者が過半数代表者に意見聴取をしたかを担保できなく
なり、事業場ごとの意見を無視した就業規則の変更・作成が行われるおそれがあるため、制度
変更には慎重な対応が必要であると考えます。

280115060 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

就業規則によ
る労働条件の
変更ルール
の見直し

【具体的内容】
　過半数労働組合との合意または過半数組合がない場合には労使委員会の労使決議等を条件に、
変更後の就業規則の合理性を推定することを労働契約法に明文化すべき。

【提案理由】
　企業が人事・賃金制度を見直す際の就業規則の変更について、その合理性の判断は裁判所に委
ねられているが、裁判所の判断を予測することは極めて困難である。
　もとより、何が合理的であるかは労働者の感じ方によって変わりうるところであり、企業労使が話し
合いながら、多様な労働者の利害調整を進め、理解を得て合意することこそが労働者の公正な処遇
確保にも有効である。
　本件が労働契約法に明文化されることにより、雇用就労形態の多様化が進むなかでの集団的な話
し合いと合意のプロセスによる公正処遇に向けた取組を広げることや、個別労使紛争発生の予防に
効果があると期待される。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

　労働契約法第９条及び第10条において、
・使用者は、労働者と合意することなく就業規則の変更により労働契約
の内容である労働条件を労働者の不利益に変更することはできない一
方で、
・「就業規則の変更」という方法によって労働条件を変更する場合にお
いて、使用者が変更後の就業規則を労働者に周知させたこと及び就業
規則の変更が合理的なものであることという要件を満たした場合には、
労働契約の変更についての合意の原則の例外として、労働契約の内
容である労働条件は、当該変更後の就業規則に定めるところによると
いう法的効果が生じることを規定しています。

労働契約法 対応不可

　労働契約法第10条本文は、確立された判例法理に沿って、就業規則の変更が合理的なもの
であるか否かを判断するにあたっての考慮要素として「労働者の受ける不利益の程度、労働条
件の変更の必要性、変更後の就業規則の内容の相当性、労働組合等との交渉の状況」を例示
したものです。
　具体的に、就業規則の変更が合理的であるか否かについては、最終的には、司法判断がなさ
れますが、その是非については、労働組合等との交渉の状況のみならず、就業規則の変更に
係る諸事情が総合的に考慮されるべきものです。したがって、ご提案の内容のみをもって変更
後の就業規則の合理性を担保することは困難です。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115061
27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

「菓子製造免
許」の規制緩
和について

①市場の活性化を含めて、「菓子製造免許」について規制内容の見直しについて検討いただきたい。
②現在、コンビニエンスストア等のカウンター販売商品の中で、「ドーナツ」等があるが、店舗にて加工
する場合には「菓子製造免許」の許諾が必要となる。
現在は完全仕入れをし、店舗にて「開封→陳列→販売」をしているのが状況である。
しかし、加工といっても、本格的に生地から製造するものから、「砂糖をかける／チョコ」を乗せるまで
様々であり、規制が緩和すれば更に価値の高い商品の提供ができる可能性が広がると考える。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

厚生労
働省

　食品衛生法では、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止するた
め、公衆衛生上影響の著しい営業の営業許可に係る要件について、都
道府県等が地方自治法上の自治事務として条例で公衆衛生上の見地
から必要な基準を定めるものとされ、当該営業を営もうとする者は、都
道府県知事等の許可を受けなければならないこととされています。

食品衛生法第51
条

その他

　菓子製造業等、公衆衛生上影響の著しい営業を営もうをする者は、都道府県知事等の許可を
受けなければならないこととされています。
　許可が必要な営業にあたるか否かは、都道府県等が食品の調理・加工・製造方法等を勘案
し、条例等に基づき業態毎に判断していると承知しています。

280115062
27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

冷凍生地の
中心温度必
達の条件緩
和について

①パン等の冷凍生地（一度パンを成型した後、冷凍させた生地）を解凍して焼き上げる場合、該当す
る商品の品温（中心の温度）が85℃以上という規定があるが、これを「生地のみ」という規制に緩和
（又は文面追加）して
いただきたい。
②例えば、「あんぱん」等は、あんこを生地で包んでから焼き上げるため、現在ではあんこ自体も中心
温度が85℃まで焼き上げる必要がある。
あんこは熱が伝わり難いため、あんこの中心温度を上げるために、生地を必要以上に焼かなくてはな
らず、生地から水分が抜けてしまう状況が発生している。
加熱が必要な原料と、生食が可能な原料とで分けても良いと考えるが、明確な明文化をしてもらいた
い。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

厚生労
働省

　食品衛生法では、加熱後摂取冷凍食品であって、凍結させる直前に
加熱されたもの以外のものの規格基準について、中心部の温度に関す
る規定はありません。

－ 事実誤認

　食品衛生法に基づく冷凍食品の規格基準については、「食品、添加物等の規格基準｣（昭和34
年厚生省告示第370号）にて定められております。加熱後摂取冷凍食品であって、凍結させる直
前に加熱されたもの以外のものの規格基準について、中心部の温度に関する規定はありませ
ん。

280115063
27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

冷凍食品を業
務用レンジで
加熱し提供す
る場合の調理
行為の緩和
について

①冷凍食品を業務用レンジで加熱し提供することを調理行為とならないよう緩和していただきたい。
②現在、冷凍食品を業務用レンジで温めることが、調理行為となる自治体（東京都）がある。
冷凍食品の多くは家庭で消費されるが、値頃とメニュー性から店舗での加熱を依頼される場合も少な
くない。
将来的なフードロス対策と全国のコンビニエンスストアにて冷凍食品を業務用レンジで温め提供するこ
とでお客様の利便性向上に繋がると考える。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

厚生労
働省

　食品衛生法では、飲食に起因する衛生上の危害の発生を防止するた
め、公衆衛生上影響の著しい営業の営業許可に係る要件について、都
道府県等が地方自治法上の自治事務として条例で公衆衛生上の見地
から必要な基準を定めるものとされ、当該営業を営もうとする者は、都
道府県知事等の許可を受けなければならないこととされています。

食品衛生法第51
条

その他

　食品衛生法では、公衆衛生上影響の著しい営業の営業許可に係る要件については都道府県
等が地方自治法上の自治事務として条例で定めることとしています。
　なお、「提案の具体的内容等」にある、店舗における購入した食品の加温については、東京都
によると、「購入者自らが加温するために、販売者が電子レンジを設置し貸与する」場合は、
サービス行為と捉え、飲食店営業の許可は要しないものと判断しているとのことです。

280115064 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

揚げ処理中
の油脂劣化
に関する規制
の見直しにつ
いて

①計測の負担軽減及び計測の徹底といった観点から、揚げ処理中の油脂劣化を示す指標として「極
性化合物」を取り入れていただきたい。
②昭和54年に厚生労働省から出された「弁当及び惣菜の衛生規範」において、揚げ処理中の油脂劣
化を示す指標として「酸価が2.5を超えたもの」と明記されているが、計測の徹底が困難である。
また、「2.5」という値も根拠が不明確であり、現状に合っていないと考える。
更に、「極性化合物」は油脂劣化を総合的に評価できる上、「極性化合物」の値を簡易に測れる計測
器があることから、世界的には「極性化合物」が一般的な指標として使われている。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

厚生労
働省

　国民の食生活に密着した食品であって、加熱等の処理をすることなく
そのまま摂食される弁当及びそうざいについて、その製造等における衛
生管理の確保及び向上を図ることを目的に、営業者による自主的な衛
生管理の指針として「弁当及びそうざいの衛生規範について」（昭和54
年６月29日付け環食第161号厚生省環境衛生局食品衛生課長通知
最終改正：平成７年10月12日衛食第188号・衛乳第211号・衛化第119
号）を示しています。

弁当及びそうざい
の衛生規範（昭
和54年６月29日
付け環食第161
号厚生省環境衛
生局食品衛生課
長通知　最終改
正：平成７年10月
12日衛食第188
号・衛乳第211
号・衛化第119
号）

現行制度
下で対応
可能

　油脂劣化を示す指標である「酸化」は、現在も一般的な指標として使われています。
　「弁当及びそうざいの衛生規範」は、国民の食生活に密着した食品であって、加熱等の処理を
することなくそのまま摂食される弁当及びそうざいについて、その製造等における衛生管理の確
保及び向上を図ることを目的として、衛生管理の一例を示した指針です。この規範では、油の劣
化の指標として「酸化」を示していますが、この規範の内容の実施は、いうまでもなく、営業者に
よる自主的な取組に依拠したものであり、事業者の判断により、「酸化」以外の指標で確認する
ことも可能です。

280115065
27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

二酸化塩素
の食品添加
物としての使
用規制緩和
（現在は、小
麦粉の漂白
のみ）につい
て

①二酸化塩素の食品添加物としての使用を規制緩和していただきたい。
②現在は、次亜塩素酸Nａにて食品（生野菜）の殺菌処理を行っているが、有機物と反応した際のトリ
ハロメタン生成の問題や、塩素臭の長時間残量等の問題が生じている。
一方で、二酸化塩素においては、上記2点について、優位性があり、加えて、次亜塩素酸Ｎａより、低
濃度下において、抗菌スペクトルも広く、特にウィルスの不活化にも優位性がある。
日本国内での他法と比較しても、水道法では消毒目的として、使用方法の規制の下、使用が許可され
ている。
また、米国ＥＰＡやＦＤＡにおいても、野菜類の殺菌において、使用方法を明確にした上で認可が出て
いる。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

厚生労
働省

　食品添加物は、食品衛生法に基づき、厚生労働大臣が指定したもの
のみ、その使用が認められています。また、規格基準が設定されている
食品添加物は、その規格基準に適合する必要があります。
　加えて、食品添加物の指定や規格基準の改正に当たっては、食品安
全基本法に基づき、食品安全委員会による食品健康影響評価を行う必
要があります。

食品衛生法第10
条、食品衛生法
第11条、食品安
全基本法第24条

対応不可

　食品添加物の指定や規格基準の改正については、諸外国と同様に、要請者から提出される
毒性試験等の資料を踏まえて安全性等を確認する必要があり、事業者から当該資料を添えて
要請がなされれば、指定等に向けた手続きを行うこととなります。
　なお、審議内容や手続の流れについては、厚生労働省及び食品安全委員会のホームページ
に公表されています。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115066 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

労災保険料
のメリット制の
条件の見直し
について

①労災保険料のメリット制の条件の見直しを検討いただきたい。
一括有期事業については確定保険料額が100万円以上⇒この条件を見直し、コンビニエンスストアに
おいてもメリット制の対象とすることで労災事故に対する安全へのモチベーションの一部になると考え
る。
②コンビニエンスストアは小売業であるため、労災保険料率は3.5／1,000と他業種に比較し低くなって
いる。しかし、保険料を増減する制度（メリット制）の対象外であり、10年間労災事故がなくとも労災保
険料の減額にならない。
〔労災保険料のメリット制の条件〕
・100人以上の労働者を使用
・20人以上100人未満の労働者を使用する事業のうち災害度係数0.4以上
※災害度係数＝労働者数×（労災保険率-非業務災害率）

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

厚生労
働省

①一括有期事業に係るメリット制の適用要件は、以下の要件を同時に
満たしていることが必要です。
イ 事業の継続性
　連続する３保険年度中の最後の保険年度に属する３月31 日現在に
おいて、労災保険に係る保険関係が成立した後３年以上経過している
一括有期事業であること。
ロ 事業の規模
　確定保険料の額（非業務災害率に応ずる部分の額を含む。）が40 万
円以上である（平成23年度以前は100万円以上であること）一括有期事
業であること。

②継続事業のメリット制適用要件は、以下の要件を同時に満たしている
ことが必要になります。
イ 事業の継続性
　連続する３保険年度中の最後の保険年度に属する３月31 日現在に
おいて、労災保険に係る保険関係が成立した後３年以上経過している
こと
ロ 事業の規模
　基準となる３月31 日の属する保険年度から過去に遡って連続する３
保険年度中の各保険年度において、次のいずれかの要件を満たしてい
ること。
　(ｲ) 100 人以上の労働者を使用する事業であること。
　(ﾛ) 20 人以上100 人未満の労働者を使用する事業であって、当該労
働者の数に当該事業に係る基準となる労災保険率から非業務災害率
を減じた率を乗じて得た数（災害度係数）が0.4以上の事業であること。

労働保険の保険
料の徴収等に関
する法律（第12条
第３項）
同法施行規則
（第17条第２項及
び同条第３項）

①事実誤
認

②対応不
可

①一括有期事業とは、労働保険の事務手続き上、２以上の小規模な有期事業（建設工事等）を
一つの事業と見なすもののことであり、一般的にコンビニエンスストアのような小売業は、継続
事業に該当します。
　従って、一括有期事業のメリット制適用要件は、コンビニエンスストアのメリット制の適用に影
響しません。

②メリット制は、事業主の災害防止努力の結果の下、労災事故の発生状況に応じて、労災保険
料を増減させる仕組みです。
　この制度の運用に当たっては、同じ業種の事業主個々の災害防止努力の結果を適正に評価
する必要があり、偶然発生した労災事故の影響を生じさせないことが望ましいことから、一定の
規模等の要件を設けております。
　小規模の事業においては、無災害の状況が災害防止努力によるものか、労働者が少ないた
めに災害が起こっていないものかを評価することが困難なため、現行の適用要件を設けている
ところです。

280115067 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

労災保険の
特別加入（任
意）の加入条
件の緩和につ
いて

①労災保険の特別加入（任意）の加入条件について緩和していただきたい。
　労働保険の加入事業所自体が通常の手続きの一部として、普通に特別加入（任意）を可能にするべ
きであると考える。
②コンビニエンスストアのオーナーの労災（特別加入）の加入条件は、労働保険事務組合に事務委託
することが条件となっている。
特別加入が任意加入ということについては、従業員と使用者の観点から妥当であると考えるが、加入
するに当たり、事務組合の加入が条件であることに限定することに疑問を感じる。
③コンビニエンスストアは事務組合に委託することは少ないと思われる。
事務組合の費用が非常に高額であり、労災保険料以上の事務組合費用を徴収されるケースもある。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

厚生労
働省

  労働者災害補償保険制度は、労働基準法に基づく事業主の災害補償
責任を担保することを基本とする制度であり、労働基準法上の労働者
でない者については対象外とされていますが、業務の実態、災害の発
生状況等からみて労働者に準じて保護することが適当である者につい
て労働者とみなし、業務災害及び通勤災害について保険給付等を行う
ために特別加入制度を設けています。
  特別加入については、類型ごとに一定の要件を定めていますが、中
小事業主の特別加入については、厚生労働省令で定める数以下の労
働者を使用する事業の事業主であること、労働保険事務組合に労働保
険事務の処理を委託するものであることを主な要件としています。

労働者災害補償
保険法第33条第
１号

対応不可

　労働保険事務組合は、中小事業主の労働保険事務負担の軽減を図ることで、労働保険の適
用の促進及び適正な労働保険料徴収の確保を図るために設けられているものです。
　中小企業事業主の特別加入にあたっては、事務組合の加入を要件とすることで、当該事業場
の労働保険の適用促進及び労働保険料徴収の確保を担保しているものです。
　両制度を一体として運営することで、保険制度としての確実性を高めているものであり、制度
の円滑な運営のためには必要不可欠となっているところであり対応は困難です。

検討を予
定

社会保障審議会企業年金部会の議論の整理において、拠出限度額を含めた企業年金の拠出
時・給付時の仕組みのあり方については今後引き続き議論を重ねていく必要があるとされてお
り、今後、中長期的な課題として企業年金部会で検討を行う予定です。

【提案内容】
現状、企業型確定拠出年金の限度額は、確定拠出年金以外の企業年金ありの会社では27,500円／
月（他の制度がなければ55,000円／月）と制限されている。企業型確定拠出年金の導入は進んでお
り、年金のポータビリティーが一定程度進んでいるが、限度額を超える部分は確定給付型の年金とし
て維持せざるをえない。また、確定給付型の企業年金は一般に20年勤続してはじめて年金として受け
取ることができる制度が多く、雇用の流動化を阻害する一因となっている。企業確定拠出年金の限度
額を撤廃し、雇用の流動化をさらに進めるべきである。

【提案理由】
(a)規制の現状
企業型確定拠出年金の限度額は、確定拠出年金以外の企業年金ありの会社では27,500円／月（他
の制度がなければ55,000円／月）と制限されている。

（b）要望理由
昨今、ダイバーシティの重要性が喧伝されているが、日本企業にとって最重要のダイバーシティは
キャリアやバックグラウンドのダイバーシティである。例えば、同じ組織内（例えば設計部署）に、材料
の分かる設計担当、営業経験のある設計担当、製造技術に強い設計担当等、いろいろなタイプの設
計担当を抱えることで組織で様々な問題に対処できる可能性が広がる。日本企業では、自社生え抜き
の人材だけではなく他社のプロフェッショナルをコラボレーションさせて多様性を高めていくことが、昨
今のより複雑な問題に対処するスピードを高めるとともに今後の日本企業の競争力を高めるために
重要である。

（c）要望が実現した場合の効果
民族的に多様性が少なく、強固なナショナルカルチャーに支えられた日本企業が、多様な情報を獲得
して、問題解決のスピードを高めるカギは、キャリアのダイバーシティを高めることである。要望内容
は、これだけの施策で雇用の流動化が一気に進むとは思わないが、現行規制は雇用の流動化を妨
げる一因にはなっているものと思われる。将来の社会保障に不安がある中、どこで働こうが将来的に
企業年金を給付される制度にする必要がある。

(公社)関
西経済
連合会

厚生労
働省

企業型確定拠出年金は、他の企業年金がない場合は月額５５０００円、
他の企業年金を併用している場合は月額２７５００円の拠出限度額が設
けられています。

確定拠出年金法
第20条、確定拠
出年金法施行令
第11条

280115068
27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金の限度額
の撤廃



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115070 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金における支
給要件の緩
和

＜提案の具体的内容＞
・企業型における退職時の脱退一時金について、年齢到達要件および資産額の多寡にかかわらず支
給可能とすべく支給要件を緩和すること
・上記要望が実現しない間も、企業型から個人型への移行者で、第３号被保険者等個人型に拠出で
きない者の中途脱退要件について、資産額の基準を現行基準から少なくとも１００万円以下に引き上
げるとともに、請求可能期間の要件を撤廃すること
・また、退職時の企業型での中途脱退要件について、資産額の基準を現行の１．５万円以下から少な
くとも１００万円以下に引き上げること

＜提案理由＞
・現状の規制は以下のとおり。
(1)原則６０歳に到達するまで受給不可。
(2)資産が極めて少額（１．５万円以下）である場合は、受給可能。
(3)企業型から個人型への移行者で、個人型年金加入者となる資格がない場合は、資産が少額（５０
万円以下）かつ加入資格喪失後２年以内であれば受給可能。
(4)継続個人型年金運用指図者であって、資産額が少額（２５万円以下）の場合は、受給可能。
・確定拠出年金における脱退一時金の支給要件は極めて制限されており、同じく老後の所得確保を
目的とする年金制度である確定給付企業年金については広く中途脱退給付が認められていることと
不整合となっている。
・今後、特に退職金規程からの全面移行ニーズの強い中小企業等への更なる確定拠出年金の普及
のために支給要件の緩和は有効である。
・第１８９回通常国会に提出された「確定拠出年金法等の一部を改正する法律案」（当法案は継続審
議中）にて、当該支給要件はさらに制限される予定であるが、上記のとおり、確定拠出年金の普及の
ためには、支給要件の緩和が必要である。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

確定拠出年金は、脱退一時金が支給される場合や高度障害の場合を
除き、60歳前の中途引き出しは認めていません。
確定拠出年金の脱退一時金の支給要件としては、「1.5万円以下の小
額」（確定拠出年金法施行令第59条第2項）、「通算拠出期間3年未満も
しくは50万円以下」・「25万円以下で継続して個人型運用指図者であっ
た者」（確定拠出年金法施行令第60条第2項）が認められています。

確定拠出年金法
附則第2条の2及
び第3条

検討を予
定

社会保障審議会企業年金部会の議論の整理において、脱退一時金の支給を含めた企業年金
の拠出時・給付時の仕組みのあり方については今後引き続き議論を重ねていく必要があるとさ
れており、今後、中長期的な課題として企業年金部会で検討を行う予定です。

280115071 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定給付企
業年金におけ
る老齢給付金
の支給要件
の緩和

＜提案の具体的内容＞
・６５歳超で定年年齢が設定されている場合、６５歳超の規約で定める年齢に到達した時点で年金の
受給開始を可能とすること
・５０歳未満の退職者について、５０歳以上６０歳未満の規約に定める年齢に到達した時点で年金の
受給開始を可能とすること

＜提案理由＞
・現在、老齢給付金は、６０歳以上６５歳以下の規約で定める年齢に達したとき、または、５０歳以上６
５歳未満の規約で定める年齢に達した日以後に退職したときに支給するものであることとされている。
・そのため、定年年齢が６５歳超の場合は、在職中の年金開始となる。また、現在、５０歳０ヶ月で退職
した場合は、即座に年金開始が可能であるが、４９歳１１ヶ月で退職した場合は、６０歳まで年金開始
とならない。
・このように、所得が確保できている在職中の年金開始や、公的年金の支給開始前の退職直後に年
金開始できないことは、公的年金とあいまって老後の所得を確保することを担う企業年金の役割を阻
害する要因となっている。
・特に、５０歳未満退職者の５０歳～６０歳の間における老後の生活資金としての年金受給ニーズは高
く、退職の発生時期によって年金開始時期を制限されることは早期退職を利用等の自由な人生設計
を阻害する要因となっている。また、企業内の円滑な制度運営の観点からも５０歳以上の退職者との
均衡を図る必要がある。
・これらの要件の緩和は、確定給付企業年金の普及促進に資すると考えられる。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

確定給付企業年金の老齢給付金の受給資格は、以下のときに与えら
れます。
・ 60歳以上65歳以下の規約で定める年齢に達したとき
・ 50歳以上65歳以下の規約で定める年齢の規約で定める年齢に達し
た日以後に実施事業所に使用されなくなったとき

確定給付企業年
金法第３６条

検討を予
定

社会保障審議会企業年金部会の議論の整理において、支給開始年齢を含めた企業年金の拠
出時・給付時の仕組みのあり方については今後引き続き議論を重ねていく必要があるとされて
おり、今後、中長期的な課題として企業年金部会で検討を行う予定です。

280115069 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

「組換えDNA
技術応用食
品及び添加
物の安全性
審査」対象か
らの高度精製
品の除外

【提案の具体的内容】食品等の製造に遺伝子組換え微生物を利用していても、最終製品である添加
物や食品が高度に精製されているものについては、「組換えDNA技術応用食品及び添加物の安全性
審査」の対象外とすることが合理的である。

【提案理由】
現在、遺伝子組換え微生物を利用して製造された食品及び添加物のうち、アミノ酸等の最終産物が
高度に精製された非タンパク質性の添加物、いわゆる“高度精製添加物”を国内で流通させるために
は、「遺伝子組換え微生物を利用して製造された添加物のうち、アミノ酸等の最終産物が高度に精製
された非タンパク質性添加物の安全性評価の考え方（平成17年4月28日食品安全委員会決定）」に
従って安全性審査を経る必要がある。また、組換えDNA技術応用食品のうち、同じく高度に精製され
た非タンパク質性の食品、いわゆる”高度精製食品”は、「最終産物に組換え体を含む食品」と同様、
本則に則って審査をされ、「遺伝子組換え食品として安全である」との認可を受けることとなる。
しかし、高度精製添加物及び食品が上記のように申請の対象となったり、「遺伝子組換え食品」として
の扱いを受けることは諸外国では大変稀であり、実際EUや米国では遺伝子組換え食品としての規制
対象外である。TPPによる国際的流通の加速化が予想される中、遺伝子組換え技術応用品とそうで
ないものの違いを検出することが高度精製品では困難であるため、意図しない違反が生じたり、国際
競争力が削がれる等の懸念もある。従って、国際ハーモナイゼーションの観点から高度精製食品およ
び添加物は遺伝子組換え食品の審査対象から外すことが好ましい。
申請対象外の変異誘導（非組換え）株であっても遺伝子の塩基配列とその結果の代謝に変化が生じ
るという点は組換え株と同じで、むしろ変異育種の方がランダムに変異が導入される。変異育種株を
用いて製造された添加物及び食品の安全性の担保は従来より各企業の責任において行われている
が、組換えDNA技術を用いて作成された株では変異点が明確であり、変異の代謝に及ぼす影響の予
測がより容易になると考えられる。
以上のことより、組換えDNA技術を用いて製造された高度精製添加物及び食品は遺伝子組換え食品
としての規制の対象から外すことが望ましいと考える。

国際アミ
ノ酸科学
協会

厚生労
働省

　遺伝子組換え微生物を利用して製造された食品又は添加物について
は、食品衛生法（昭和22年法律第233号）、食品、添加物等の規格基準
（昭和34年厚生省告示第370号）及び組換えＤＮＡ技術応用食品及び添
加物の安全性審査の手続（平成12年厚生省告示第233号）に基づき、
食品安全委員会の意見を聴いてその安全性の審査を行っています。
　遺伝子組換え微生物を利用して製造された添加物のうち、アミノ酸等
の最終産物が高度に精製された非タンパク質性添加物については、食
品安全委員会は、「遺伝子組換え微生物を利用して製造された添加物
のうち、アミノ酸等の最終産物が高度に精製された非タンパク質性添加
物の安全性評価の考え方（平成17年４月28日食品安全委員会決定）」
に従って安全性が確認されたものと判断しています。厚生労働省は、食
品安全委員会が安全性を確認する必要がないと認めた食品又は添加
物は、組換えＤＮＡ技術を応用した食品又は添加物に該当しないものと
みなしています。
　また、遺伝子組換え微生物を利用して製造された食品のうち、高度に
精製された非タンパク質性の食品については、食品安全委員会は、「遺
伝子組換え微生物を利用して製造された添加物の安全性評価基準」
(平成16年３月25日 食品安全委員会決定)に基づき、安全性評価を行っ
ています。

食品衛生法 対応不可

　食品安全委員会の安全性の確認を経ずに、組換えＤＮＡ技術を用いて製造された高度精製添
加物及び食品を遺伝子組換え食品としての規制の対象外とすることは、人の健康に害を及ぼす
恐れのある食品が摂取されることとなり、認められません。
　なお、食品安全委員会の安全性の確認がなされた高度精製添加物と同等の品目に係る安全
性審査の取扱いについては、12月11日薬事・食品衛生審議会新開発食品調査部会遺伝子組
換食品調査会において議論を開始しました。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115072 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

中小企業退
職金共済から
確定給付企
業年金への
移行の弾力
適用

＜提案の具体的内容＞
・中小企業者が確定給付企業年金を実施する場合において、中小企業者に該当しなくなった時のみ
に限らず、中小企業退職金共済の解約手当金を被共済者に返還せず確定給付企業年金の掛金に充
当することを認めること

＜提案理由＞
・現状、中小企業者にとって、中小企業退職金共済は、本来の目的である退職時の所得確保の役割
のみならず、公的年金開始までの従業員の老後の所得確保の役割を果たしている。
・そのような中、現在、中小企業退職金共済から確定給付企業年金への移行は、中小企業退職金共
済の実施事業主が中小企業者に該当しなくなった時のみに認められている。
・企業のアライアンスが活発化している現状においては、中小企業者が合併や事業譲渡などの組織
変更を行なうケースも多い。
中小企業退職金共済を実施している中小企業者が、確定給付企業年金を実施している中小企業者と
合併した場合などにおいて、その合併などに伴い中小企業者に該当しなくなった場合を除いて、確定
給付企業年金の掛金に解約手当金を充当することができず、退職金の事前積立金のスムースな引継
のニーズに対応できていない。
・また被共済者にとっては、合併時などの退職時以外に解約手当金として返還されてしまうことにな
り、退職時所得としての本来の役割を果たせない状況となっている。
・確定給付企業年金の制度変更時には労使合意を前提とする規制があるため、不当に被共済者の
不利益になることは考え難い。
・なお、合併等の事実があった場合における中小企業退職金共済から確定給付企業年金への移行の
弾力適用については、第１８９回通常国会に提出された「確定拠出年金法等の一部を改正する法律
案」（当法案は継続審議中）に盛り込まれており、早期の実現をお願いしたい。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

中小企業退職金共済制度から確定給付企業年金制度への資産移換
は、共済契約者が、中小企業者でない事業主となった後に、確定給付
企業年金制度を実施する場合に認められています。

中小企業退職金
共済法

対応
中小企業退職金共済から確定給付企業年金への移行については、第１８９回国会に提出され、
継続審議扱いとなった確定拠出年金法等の一部を改正する法律案において、合併・分割・事業
譲渡等の場合について資産移換を可能とする措置を盛り込んでおります。

280115073 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金の企業型
における掛金
の納付期限
の弾力化

＜提案の具体的内容＞
・確定拠出年金の企業型における掛金の納付期限について、特段の事情によって、翌月末日までに
掛金を納付できなかった場合には、次回の納付時に２～３ヶ月分の納付を認める等の弾力化を図るこ
と

＜提案理由＞
・現在、企業型では、毎月の掛金を翌月末日までに資産管理機関に納付することとされているが、事
業主の裁量外のシステムトラブルや制度運営者の万一の事務疎漏等により当月分の掛金が翌月末
日までに資産管理機関に納付できない事態が生じた場合、当月分の掛金拠出は行われず加入者に
不利益が生じることとなるため、納付期限の弾力化が必要である。
・また、既に確定拠出年金を実施している事業所が合併等により組織再編を行う場合において、確定
拠出年金規約の申請手続きに期間を要し合併日等の属する月の末日までに規約が承認されないとき
は、合併日等の属する月分の掛金拠出は行われず、加入者に不利益が生じることとなる。このような
場合においては、合併日等に遡及した規約の承認とともに、掛金の納付期限の弾力化が必要であ
る。
・納付期限が翌月末日に限定され何ら猶予期間が認められていないことは、他の年金制度と比較して
も硬直的であるため、上記の要因で掛金拠出が行われないことによる加入者の不利益回避の観点か
ら弾力化が必要である。
・本要望は、確定拠出年金の普及促進および円滑な運営に資するものであると考えられる。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

確定拠出年金においては、ＤＣ法第19条及び第20条に基づき、各月に
つき、政令で定める拠出限度額に範囲内で事業主や加入者が掛金を
拠出できることとされています。

確定拠出年金法
第19条、第68条

対応
掛金の拠出単位については、第１８９回国会に提出され、継続審議扱いとなった確定拠出年金
法等の一部を改正する法律案において、月単位から年単位に改める措置を盛り込んでおりま
す。

280115074 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金の企業型
における掛金
の払込方法
の弾力化

＜提案の具体的内容＞
・確定拠出年金の企業型における掛金の払込方法について、確定給付企業年金と同様に、事業主は
掛金を年１回以上定期的に払い込むことが可能となるよう弾力化を図ること

＜提案理由＞
・企業型では事業主は、一月につき拠出することができる事業主掛金の額の上限の範囲内で各月に
つき掛金を拠出することとされている。
・一方で、確定給付企業年金では事業主は規約で定めるところにより、年１回以上、定期的に掛金を
拠出することが認められている。
・本要望の実現により、他の年金制度との整合性を図ることは、確定拠出年金の普及促進、事業主の
収納事務の効率化および運営コストの削減に資すると考えられる。
・なお、本要望については、第１８９回通常国会に提出された「確定拠出年金法等の一部を改正する
法律案」（当法案は継続審議中）に盛り込まれており、早期の実現をお願いしたい。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

確定拠出年金においては、ＤＣ法第19条及び第20条に基づき、各月に
つき、政令で定める拠出限度額に範囲内で事業主や加入者が掛金を
拠出できることとされています。

確定拠出年金法
第19条、第68条

対応
掛金の拠出単位については、第１８９回国会に提出され、継続審議扱いとなった確定拠出年金
法等の一部を改正する法律案において、月単位から年単位に改める措置を盛り込んでおりま
す。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115075 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

閉鎖型確定
給付企業年
金における労
使間手続の
省略

＜提案の具体的内容＞
・受給者のみで構成される閉鎖型確定給付企業年金の規約制定・変更手続きにおいて、労働組合等
の同意手続の省略を可能とすること

＜提案理由＞
・現在、受給者のみで構成される閉鎖型確定給付企業年金であっても、確定給付企業年金を実施ま
たは変更しようとするときは、特に軽微な変更を除き、労働組合等の同意を得て確定給付企業年金に
係る規約を作成し、厚生労働大臣の承認を受ける等の手続きを執らなければならないとされている。
・受給者は労働組合の組合員等とは直接的に関係がないＯＢ・ＯＧであるため、労働組合等は同意に
際し判断がつかないなど、閉鎖型確定給付企業年金を実施または変更する障害となることが想定さ
れる。
・本要望は、確定給付企業年金の普及促進および円滑な運営に資するものであると考えられる。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

閉鎖型の確定給付企業年金であっても、通常の確定給付企業年金と同
様に、規約制定・変更手続きを行う際には、労働組合等との同意が必
要です。

確定給付企業年
金法第3条 対応不可

受給者のみで構成される閉鎖型の確定給付企業年金における規約制定・変更手続きについて
は、直接的に従業員に関わるものではないが、制度の実施は企業の判断によるものであり、ま
た、積立不足が生じた場合には、事業主は掛金の追加拠出が必要となる等、企業経営に影響
を及ぼし、従業員の雇用等にも間接的に影響する可能性があることから、意思決定には労使合
意が必要です。
仮に、労使合意を不要とし、代わりに受給者の同意を必要とするか否か、その場合、通常の確
定給付企業年金の意思決定における受給者の関わり方はどうするのか等、制度の根幹に関わ
る検討が必要となります。

280115077 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定給付企
業年金、存続
厚生年金基
金の財政運
営についての
弾力化

＜提案の具体的内容＞
・継続基準に抵触した場合において、解消すべき不足金を許容繰越不足金を上回る部分までとする
下方回廊方式を可能とすること

＜提案理由＞
・決算に基づく財政検証において、継続基準に抵触した場合は、財政計算を行い、不足金を全て解消
することとなっている。
・継続基準の財政検証は、あくまで積立水準が一定の範囲（許容繰越不足金）を超えて不足していな
いか検証するものであること、また、少なくとも５年ごとに財政再計算を実施し、不足金をすべて解消
することとなっていることから、継続基準に抵触した場合の財政計算においては、解消すべき不足金
について、許容繰越不足金を上回る部分までとする下方回廊方式が合理的である。
・なお、平成２１年７月２７日付で、確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令が発出され、
平成２４年３月３１日までの期間の日を基準日とした継続基準に抵触した場合の財政計算について
は、下方回廊方式が認められていた。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

厳しい経済情勢等を考慮し、平成24年３月31日までの間、掛金基準に
抵触し、掛金を再計算する場合、過去勤務債務の額から許容繰越不足
金を控除して特別掛金を算定することができる措置を講じていました
が、現在は措置は講じられていません。

確定給付企業年
金法第５９条、第
６０条、第６１条、
第６２条、確定給
付企業年金法施
行規則第１６条、
厚生年金基金令
第３９条の２、
「「厚生年金基金
の財政運営につ
いて」の一部改正
等について（平成
21年7月10日年
発0710第5号）」

対応不可
下方回廊方式は、厳しい経済情勢等を考慮し、平成24年3月31日までの間に限り講じられてい
たものであり、実際には解消すべき不足金額を認識せず掛金額を算定するものであることか
ら、財政の健全性確保の観点から認めることは困難です。

280115079 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

信用組合も生
協法に基づく
共済代理店と
の締結を可能
とするよう範
囲の拡大を要
望する

本会は、本提案を３年連続提出しているが、改正法附則第３８条にあるとおり、法の施行の状況につ
いて検討を加えていただき法律の改正を希望する。
御承知のように、信用組合は現在共済代理店が認められている労働金庫と同様相互扶助を理念とす
る協同組織の金融機関である。地域に根ざした事業活動を行う信用組合が、新たに生協法に基づく
共済契約の締結の代理又は媒介の業務を可能とすることで、貯蓄・融資だけでなく万一の際の保障
（共済）を加えることとなり、くらしの中の多面的で密接に関係する様々なニーズに対する一元的な相
談や最適なサービスの提供が可能となる。
　また、信用組合にとっても保険だけでなく本法律に基づく共済の代理店締結を可能となることは、経
営の選択肢が広がることになる。

(一社)全
国信用
組合中
央協会

金融庁
厚生労
働省

消費生活協同組合法においては、共済契約の締結の代理又は媒介の
業務を行える共済代理店として、①消費生活協同組合及び消費生活協
同組合連合会、②労働金庫、③自動車分解整備事業者を定めている。

消費生活協同組
合法第12条の2、
同施行令2条、同
施行規則167条、
同施行規則規程
第5条

検討を予
定

共済代理店制度は、平成20年4月1日に施行された消費生活協同組合法の一部を改正する等
の法律（平成19年法律第47号）により導入されたところです。
その際、協同組織金融機関のうち労働金庫については、消費生活協同組合をその会員とするこ
とができるなどから、共済代理店になれることができる者として規定されて、信用金庫について
は異なる扱いとされたところです。
本件については、規制改革実施計画（平成26年6月24日閣議決定）に基づき設定する見直し周
期に沿って、今後とも議論していくことになります。

対応不可

確定拠出年金における運用商品の除外については、実施事業所を退職し運用を継続している
者等も含めた当該方法で商品を運用している者の意見を十分に尊重する必要があり、実施事
業所に使用される被用者年金被保険者等の過半数で組織する労働組合等の同意を得ることに
より、運用商品を除外することを可能とする要件緩和は困難です。

＜提案の具体的内容＞
・企業型年金において選定されている運用商品を除外する場合の手続きについて、企業型年金規約
で定めるところに従って、実施事業所に使用される被用者年金被保険者等の過半数で組織する労働
組合等の同意を得ることにより除外することを可能とすること

＜提案理由＞
・現在、確定拠出年金法第２６条において、運用商品を除外する場合、原則として、当該運用商品を
選択している加入者等の全員から同意を取り付けることとされている。
・しかし、加入者等の全員から同意を取り付けることへの負荷から、運用商品の除外は殆ど実施され
ていないのが実情である。
・一方、長期にわたる確定拠出年金の運営においては、運用商品の選定後の金融市場動向など様々
な事情により運用商品を除外することが加入者等にとっても利益となる場合がある。
・また、確定拠出年金制度の実施から１０年以上が経過し、運用商品にかかる費用（例：投資信託の
信託報酬）が下がる等の理由で新たな運用商品を追加する一方、既存の運用商品の除外が実施され
ない結果、徒に多数の運用商品が提示されることで加入者等の混乱をきたす恐れがあることから、実
施事業主の間には運用商品を除外したいというニーズがある。
・運用商品の除外につき、加入者等からの同意取得を原則としつつも、労働組合等の同意による除外
も可能とすることで、事業主や加入者等にとって使い易い制度となり、制度の円滑な運営に資するも
のと考えられる。
・また、本要望は、第１６６回通常国会に提出された被用者年金一元化法案において、確定拠出年金
法の改正内容として盛込まれていたものである。（当法案は審議未了廃案）
・なお、第１８９回通常国会に提出された「確定拠出年金法等の一部を改正する法律案」（当法案は継
続審議中）に、運用商品を選択している加入者等の３分の２以上の同意を得ることにより、同法律案
の施行日後の掛金にかかる部分について除外することを可能とすることが盛り込まれているが、本要
望は、実施事業所に使用される被用者年金被保険者等の過半数で組織する労働組合等の同意を得
ることにより、運用商品を除外することを可能とすることを求めるものである。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

確定拠出年金における運用商品の除外については、確定拠出年金法
第26条に基づき、その商品で運用する者全ての同意を得ることとされて
います。

確定拠出年金法
第26条280115076

27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金における運
用商品除外
手続きの緩和



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115081 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金における承
認・申請手続
きの簡素化

＜提案の具体的内容＞
・規約の変更等時において、届出で足りる（もしくは届出不要の）範囲を拡大する（例えば、掛金に係る
規定の条項の移動等、確定給付企業年金では認められている実施事業所の増加に伴う変更等）こと
・確定給付企業年金と同様に、被合併法人から合併後存続する法人に、制度を実施する事業主の地
位を承継できる措置等を講ずること

＜提案理由＞
・企業型の規約の変更等にかかる手続きは、原則として厚生労働大臣へ申請書を提出し、承認を受
けなければならず、届出で足りる範囲は限定的である。
・これまでも、平成２６年４月の確定拠出年金法施行規則の改正などにより、届出で足りる規約変更内
容の拡大等が図られたが、本要望の趣旨を実現するためには更なる簡素化が必要であり、事業主等
の負担軽減を通じ、確定拠出年金の一層の普及および健全な制度運営を図ることが期待される。
・なお、平成２７年６月３０日に閣議決定された規制改革実施計画では「確定拠出年金の規約の変更
手続の更なる緩和について、その個別の手続をそれぞれ精査した上で検討し、結論を得た上で所要
の措置を講ずる。」とされており、早期の実現をお願いしたい。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

平成26年4月1日施行の確定拠出年金法施行規則の改正により、届出
事項に①事業主負担又は加入者等が負担する事務費の額又は割合が
増加することを追加、②条項の移動等規約に規定する内容の実質的な
変更を伴わない事項に事業主掛金額の算定方法を追加、③法令の改
正に伴う変更に係る事項（事業主掛金及び加入者掛金の額に係るもの
のうち実質的な変更を伴うものを除く）を追加いたしました。さらに、③に
ついては、労使合意が不要な届出としました。

確定拠出年金法
第５条

検討を予
定

公的年金制度の健全性及び信頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正する法律
の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備等及び経過措置に関する省令（平成26年厚生労働
省令第20号）において、一部の規約変更承認申請事項を届出事項に簡素化したところです。

確定拠出年金における規約については、労使の合意に基づき、厚生労働大臣の認可を受け策
定されるものであり、規約に変更を加える場合には、基本的には厚生労働大臣の認可が必要で
あるところ、実務的な観点や必要性にも鑑み、可能なものについては届出のみで可能としており
ます。

更なる手続の緩和については、その個別の手続をそれぞれ精査した上で検討をしていきたいと
考えております。

280115083 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定給付企
業年金から確
定拠出年金
の企業型へ
の移行要件
の弾力化

＜提案の具体的内容＞
・確定給付企業年金の実施事業主等が、確定給付企業年金の一部を減額し、確定拠出年金の企業
型へ移行する場合において、確定給付企業年金の積立金を確定拠出年金の企業型の個人別管理資
産に移換することができる者（移換加入者）となる者のうち、半数超が移換相当額を一時金で受取るこ
とを希望しても、制度移行を可能とすること

＜提案理由＞
・現在、確定給付企業年金の実施事業主等が、確定給付企業年金の一部を減額し、確定拠出年金の
企業型へ移行する場合、移換加入者となる者の半数以上の同意を取り付けることが要件となってい
る。
・また、移換加入者となる者は、制度の移行自体に同意しない場合に限り、確定給付企業年金からの
移換相当額を一時金で受取ることができるとされている。
・これにより、移換加入者となる者の半数超が移換相当額を一時金で受取ることを希望した場合、併
せて制度移行に同意しないこととなり、移行そのものが実現しないという問題が発生しうる。
・移換相当額を一時金で受取ることを希望しても、制度移行自体には賛成している者がいると考えら
れることから、移換相当額を一時金で受取るか否かにかかわらず、移換加入者となる者の半数以上
の同意があれば、制度移行を可能とすべきである。
・本要望の実現により、確定給付企業年金から確定拠出年金の企業型への移行がより柔軟となるこ
とから、企業年金の普及促進に資するものであると考えられる。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

確定給付企業年金の実施事業主等が確定給付企業年金の一部を減
額し、確定拠出年金に移行する場合、確定給付企業年金の加入者のう
ち企業型確定拠出年金に積立金を移換する対象となる者の2分の１以
上の同意が必要です。

確定給付企業年
金法第８２条の
２、確定給付企業
年金法施行令第
５４条の２

検討に着
手

第14回社会保障審議会企業年金部会において、DC移行に係る同意をした者についても一時金
での受け取りを可能とする方向で検討することとされており、これに従い、関係機関と調整を進
めます。

280115084 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

厚生年金基
金における解
散手続きの簡
素化

＜提案の具体的内容＞
・厚生年金基金の解散が円滑に進むよう、解散認可申請等に係る諸手続きの簡素化（例えば、特例
解散制度等おける解散認可申請前の記録突合の効率化、解散認可書類の一つである責任準備金明
細の簡素化）を図ること

＜提案理由＞
・厚生年金基金制度の見直しを盛り込んだ「公的年金制度の健全性及び信頼性確保のための厚生年
金保険法等の一部を改正する法律」の成立に伴い、厚生年金基金の解散・他の企業年金制度への
移行は、特例措置が適用される法施行（平成２６年４月１日）から５年の間に集中することが想定され
る。
・同法においては、基金の解散決議等に必要な同意基準の緩和等の措置が図られているが、基金の
解散認可申請等に係る諸手続きの簡素化は図られていない。
・基金の解散を円滑に実施するためには、意思決定のための要件を緩和するだけでなく、解散認可申
請等に係る諸手続きを効率化・簡素化することによって、基金関係者の負担を軽減することが求めら
れる。
・本要望は、より円滑な解散手続きの実現に資するものと考えられる。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

厚生年金基金の解散認可申請に係る手続については、「厚生年金基金
の解散及び清算について」等において、定められているところです。

通知「厚生年金
基金の解散等及
び清算について」

対応

厚生年金基金の解散認可申請に係る手続については、「「厚生年金基金の解散及び清算につ
いて」の一部改正について」（平成26年３月24日）において、簡素化を図ったところです。なお、
解散認可申請前の基金記録と同記録の突合において、従来は不一致が全て無くなるまで行っ
ていたものを、一度突合して不一致がある場合であって、基金において当該記録を修正した場
合は、解散認可申請をすることができるものとしたところです。（自主解散型基金等の解散に関
する特例について（平成26年３月24日））



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項
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分類 措置の概要（対応策）
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おける再検
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所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115085 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定給付企
業年金から確
定拠出年金
へ移換の申
出にかかわる
要件の緩和

＜提案の具体的内容＞
・確定給付企業年金から確定拠出年金への脱退一時金相当額の移換の申出にかかわる「移換先制
度加入３ヶ月以内」の要件を廃止すること

＜提案理由＞
・確定給付企業年金から確定拠出年金への脱退一時金相当額の移換の申出は、確定拠出年金加入
３ヶ月以内であることが要件となっている。
・一方で、厚生年金基金から確定拠出年金への移換の申出については、その要件は無い。
・制度間の平仄の観点から、確定給付企業年金からの移換先制度加入３ヶ月以内の要件は廃止され
ることが望ましい。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

確定拠出年金への脱退一時金相当額の申出は、確定拠出年金の資格
を取得した日から起算して３月を経過する日までの間に限って行うこと
ができます。

確定給付企業年
金法第82条の3
第1項、確定給付
企業年金法施行
令第５４条の６

検討に着
手

関係機関との調整を踏まえ、既に確定拠出年金に加入している場合でも確定給付企業年金の
脱退一時金相当額の確定拠出年金への移換を可能とする方向で措置する予定です。

280115086 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定給付企
業年金の給
付設計の弾
力化

＜提案の具体的内容＞
・確定給付企業年金における給付設計の要件を緩和すること（例えば、脱退一時金の支給にかかる
加入者期間の要件を緩和すること、支給要件該当性の判断に用いる加入者期間について休職期間
を控除する取扱いを認めること）

＜提案理由＞
・確定給付企業年金における脱退一時金は、加入者期間３年を超える支給要件とすることは認められ
ておらず、退職金規程において勤続期間３年超の支給要件を設けている企業が、確定給付企業年金
を導入する場合には、退職金規程上の支給要件を改定することなどが必要となる。
・また、確定給付企業年金における給付の支給要件該当性の判断に用いる加入者期間から、休職期
間を控除することは認められておらず、退職金規程において支給要件として勤続期間から休職期間を
控除している企業が、確定給付企業年金を導入する場合には、退職金規程上の支給要件を改定する
ことや休職により確定給付企業年金から脱退する設計とすることなどが必要となる。
・これらの規制は、確定給付企業年金が退職金制度の円滑・確実な運営のために活用される現状を
踏まえると、退職金制度から確定給付企業年金への移行を阻害する要因になっている。
・本要望は、より一層の企業年金制度の普及促進に資するものと考えられる。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

（脱退一時金の加入者要件について）
厚生年金適用事業所の事業主が確定給付企業年金を実施しようとする
ときは、労使の合意の元で規約を定める必要がある。確定給付企業年
金法第41条第３項は、規約において三年を越える加入者要件を定めて
はならない旨を規定している。

（加入者期間について休職期間を控除する取扱いを認めること）
ＤＢの加入者については、確定給付企業年金制度について（年発平成
14年３月29日）において、「休業等期間の全部又は一部」が労働協約等
に定める退職金の算定対象期間に含まれていないなど加入者としない
ことに合理的な理由がある場合には、当該「休業等期間の全部又は一
部」に該当する従業員を加入者としないことが認められている。一方、
規約型確定給付企業年金規約例（平成19年7月12日付事務連絡）にお
いて、加入員とする場合にあっては、支給要件該当性の判断に用いる
加入者期間について同期間を控除する取扱は認められていない。

確定給付企業年
金法第４１条第３
項、規約型確定
給付企業年金規
約例（平成19年7
月12日付事務連
絡）

対応不可

検討を予
定

（脱退一時金の加入者要件について）
脱退一時金の加入者要件については、加入者保護の観点から、一定期間制度に加入した者に
対しては給付を行うべきという趣旨で設けられた要件であり、このような法律の趣旨に鑑れば、
現行の制度を前提とした場合には、緩和を認めることは困難です。

（加入者期間について休職期間を控除する取扱いを認めること）
現状においても休業中の者を加入者としない取扱は可能であり、こうした場合、退職前の休業
時に脱退一時金が支払われることから、加入者資格や脱退一時金等の支給のあり方も考慮し
ながら検討する予定です。

280115087 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定給付企
業年金の一
時金給付額
の制限の緩
和

＜提案の具体的内容＞
・確定給付企業年金の一時金として支給する額の上限の計算にかかる下限予定利率の要件を緩和
すること

＜提案理由＞
・法定の下限予定利率が、年金規約に定めた一時金を年金に換算する利率を超えた場合、当該下限
予定利率で算定した一時金として支給する額の上限が、年金規約上の一時金給付額を下回ることと
なる。
・その際には、年金規約に定めた年金に換算する利率を下限予定利率以上とする規約変更が必要と
なるが、過去の一定期間の市場金利の趨勢にもとづき変動する下限予定利率によって、労使合意に
もとづく給付水準が変動することは望ましくない。
・労使で定めた年金規約にもとづく権利義務関係を尊重する観点から、当該制限が緩和されることが
望ましい。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

確定給付企業年金の老齢給付金（一時金）の上限額の計算に係る予
定利率は、
（１）前回の財政計算基準日以降の最も低い下限予定利率、
（２）老齢給付金の支給開始要件を満たしたときにおける（１）の率
のいずれか低い率となっています。

確定給付企業年
金法施行規則第
24条の3、「厚生
年金基金の設立
要件について」
（平成元年3月29
日企年発第23
号・年数発第4
号）第2　4（10）(6)

検討に着
手

関係機関との調整を踏まえ、繰り下げ後の一時金額が資格喪失時の一時金に相当する額以上
の額を確保できるよう、予定利率の規制を緩和する方向で、措置する予定です。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

【警察庁】
現在、警察においては、捜査の過程で、保険契約の有無、内容（契約
日、保険種類、保険金額等）等について、法令に基づき捜査関係事項
照会書を送付し、関係生命保険会社に対し照会を実施しています。

【警察庁】
刑事訴訟法第
197条第２項

【警察庁】
その他

【警察庁】
　照会の電子化について、生命保険協会と協議したところ、照会の電子化を行う場合、高度なセ
キュリティ対策が必要となり、現状の警察からの照会件数であれば電子化するよりも、現在のＦ
ＡＸを使用した照会方法の方が効率的である等の理由から、照会の電子化に係る検討について
は見送るという結論で調整済みです。

【総務省】
地方税の課税・徴収における金融機関に対する取引照会は、書面など
で行われます。照会文書の書面のフォーマット（用語・書式など）につい
ては法令上の規定がないため、各自治体に委ねられています。

－
【総務省】
検討に着
手

【総務省】
「規制改革実施計画」（平成26年6月24日閣議決定）において、
「金融機関に対する取引照会の一元化（地方税に関する照会文書の用語・書式の統一化）」に
ついては、
「国税における書式等の統一化の取組を踏まえ、以下の統一化の実施について、地方団体間
で構成する協議会に対し、金融機関側の意向を伺いながら検討することを要請し、また、検討
結果についても連絡するよう要請する。
①照会文書の依頼事項に関する用語
②照会文書の書式（照会の種類や業種ごとに統一できる箇所を調整の上）」とされており、
全国税務協議会に対して、統一化に関する検討を行うよう要請し、同協議会からは平成27年度
中に結論を出す方針と聞いている。

地方税の課税・徴収における金融機関に対する取引照会は、書面など
で行われます。取引照会の方法については法令上の規定がないため、
各自治体に委ねられています。

－
検討に着
手

「規制改革実施計画」（平成26年6月24日閣議決定）において、「金融機関に対する取引照会の
一元化（地方税に関する取引照会のオンライン化）」については、
「関係者の意見を伺うとともに、国税当局等における取引照会の電子化に向けた取組状況や社
会保障・税番号制度における個人番号の利用範囲を巡る議論の動向などを十分に踏まえなが
ら、地方税に関する照会書の用語・書式の統一化に係る検討結果を基に具体的方法や時期を
検討し、地方団体に対し対応を要請する。」とされ、
実施時期については「平成26年度以降、継続的に検討し、国税当局等の取組状況や番号制度
の議論の状況等を踏まえた上で、書式等の統一化に係る検討結果を基に結論を得る（結論に
応じ、その後、速やかに措置）」とされていることから、
書式等の統一化に係る全国税務協議会における検討状況を踏まえ、検討を行う。

【財務省】
　国税当局においては、申告納税制度の下、適正・公平な税務行政を
推進しており、不正な税逃れに対しては、厳正な税務調査等を実施する
とともに、滞納となった国税については、滞納整理の早期着手・早期保
全に取り組んでいるところです。
　その際、納税者本人に対する調査だけでは適正な課税標準等を把握
することができないと認められる場合には、取引のある生命保険会社等
に対して臨場又は書面による取引照会を実施しております。

【財務省】
国税通則法第74
条の２及び第74
条の３、国税徴収
法第141条、国税
犯則取締法第１
条第３項

【財務省】
照会様式
の統一
化：現行
制度下で
対応可能

照会手続
の電子
化：検討
に着手

【財務省】
・照会様式の統一化
　照会様式の統一化については、平成26年度に生命保険協会等と協議し、平成27年４月以降
は、協議により統一した書式を使用しています。
・照会手続の電子化
　平成26年７月以降、規制改革実施計画の内容に沿って、生命保険協会等とシステム開発の
方向性等について継続的に協議を行っており、今後も引き続き検討してまいりたいと考えており
ます。

【厚生労働省】
　保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定若しくは実施又は
生活保護法第77条若しくは第78条の規定の施行のために必要がある
と認めるときは、要保護者等の情報（氏名、住所又は居所、資産及び収
入の状況等）について、官公署等に対し必要な書類の閲覧若しくは資
料の提供を求めることや、銀行等の関係人に対して報告を求めることが
できます。なお、要保護者が急迫した状況にある等やむを得ない場合
には、当該調査結果が揃わなくとも保護の決定を行うことができることと
しています。
　また、平成27年度から当該調査に係る照会文書の様式については、
統一化されたものが使用されているところです。

【厚生労働省】
生活保護法第29
条

【厚生労
働省】
検討に着
手

【厚生労働省】
　照会文書の様式の統一については、左記のとおり平成27年度からは統一化された様式が使
用されており、当該調査に対する回答に係る事務の効率化を図っています。
　また、照会のオンライン化の可否については、提案主体の意見等も踏まえつつ、今後検討して
いくこととします。

280115089 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

介護保険被
保険者証へ
の要介護状
態区分等・認
定年月日・認
定の有効期
間の履歴記
載

・介護保険被保険者証に、過去の要介護認定履歴を記載いただきたい。具体的には、介護保険法施
行規則第２６条で定める様式第一号について、身体障害者手帳の「交付履歴」欄のように、過去の要
介護状態区分等、認定年月日、認定の有効期限を記載する欄を設け、様式第一号改正後の要介護
認定の更新・変更に伴い新たに交付される被保険者証については当該項目を記載いただきたい。
・保険会社が販売する介護保険商品の中には、公的介護保険制度における要介護認定を受けた場
合に保険金を給付する保険商品がある。当該保険商品の加入者から保険金請求があった場合、保
険金支払要件への該当有無および該当時点の特定は、顧客の介護保険被保険者証に記載されてい
る要介護状態区分等・認定年月日・認定の有効期間の記載より行っている。
・一方で、要介護認定は更新が予定されており、また、要介護状態区分等の変更等も生じうる。その
際、新たな被保険者証が交付されるが、当該新たな被保険者証には更新・変更前の認定年月日や要
介護状態区分等、過去の認定履歴が表示されないため、対象被保険者が保険金請求時点で所持し
ている被保険者証の記載事項のみでは、保険金支払要件として保険会社が定める要介護等級以上
の状態に該当した時期を特定することができない。
・保険会社としては、顧客が、請求時の被保険者証に記載の認定年月日より以前から保険金支払要
件に該当していたのであれば、当該時期を特定し適切に超過徴収分の保険料を返金等するため、顧
客に過去の認定履歴を確認するよう依頼している。しかし、過去の被保険者証は更新時に自治体に
提出されており、顧客は自治体に要介護認定の履歴を照会いただく場合がある。当該照会は、本人
又は成年後見人以外は回答が得られないことが多いが、本人は要介護状態で照会が困難なケースも
ある。
・被保険者証に過去の要介護認定履歴が記載されれば、所定の要介護認定を受けた時期を介護保
険被保険者証で確認可能となるため、更新・区分変更に起因する認定時期の確認作業が不要とな
り、顧客や自治体、保険会社の負荷を軽減できる。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

要介護（支援）認定の更新等の場合、要介護（支援）認定の申請時に被
保険者証を市町村が回収し、要介護（支援）状態区分が決定した際に、
新たな要介護（支援）状態区分を記載した被保険者証を被保険者に交
付することになっています。

介護保険法第27
条・28条・29条・
32条・33条・33条
の２
介護保険法施行
規則第26条

対応不可

被保険者証への要介護（支援）状態区分の記載は、介護サービスを行う事業者が介護保険給
付の請求を行う際に、請求時の要介護（支援）状態区分を確認する等のために必要であるため
行っているものです。被保険者証は、指定居宅サービスを受ける方が日常的に携帯し、事業者
に提示をするものであるため、その記載事項は最低限とすべきであり、介護保険に係る用途以
外の用途のために、被保険者に係る過去の情報を被保険者証へ記載することは好ましくないと
考えます。
また、要介護（支援）認定申請を行った被保険者に対しては、認定結果を通知すること（介護保
険法第27条第７項等）としており、被保険者は当該通知書にて自身の過去の要介護（支援）状
態区分を確認することが可能です。以上の理由より、被保険者証への要介護（支援）状態区分
の履歴の記載は行わないこととすることをご理解いただきたく存じます。

280115088 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

行政機関等
からの照会に
係る事務手続
の簡素化

・行政機関は多種多様な様式の紙媒体の文書を大量に生命保険会社に送付する形で保険契約の有
無・内容の照会を行っている（ある生命保険会社では年間約１００万件の税務関連の照会を受けてい
る）。生命保険会社はこのような行政機関からの照会をシステム上で機械的に処理することが困難な
ことから、手作業で目視確認をしながら可能な限り迅速かつ適切に名寄せ等の事務処理を行い、行
政機関に対する回答を行っている。
・行政機関からの照会文書の様式の統一、及び電子化が図られれば、行政機関及び生命保険会社
における正確かつ迅速な事務の実現だけではなく、行政手続の迅速化により国民の効用も増加す
る。さらには、ペーパーレス化の推進により、社会・経済の発展と地球環境の調和を目指しつつ、持続
可能な社会作りに貢献することができる。例えば、紙媒体での照会を電子化することにより、行政機関
における印刷・郵送コストを削減し、行政事務の効率化を図ることができる。
・また、多種多様な照会文書の様式を統一することにより、生命保険会社における事務の効率化及び
コスト削減が促進され、行政機関が一層迅速に回答を得ることが可能となる。その結果、例えば、生
活保護の支給開始までにかかる期間等が短縮され、真に手を差し伸べるべき者に対する支援の早期
化が可能となる（なお、昨年度、警察庁・国税庁・厚生労働省との間では様式の統一を実施し、統一状
況をフォローしている状況であり、総務省との間では、様式の統一に向けて検討を進めている状況）。

(一社)生
命保険
協会

警察庁
総務省
財務省
厚生労
働省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115092 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

各市区町村
の保育所入
所にかかる各
種証明書の
統一化

【提案の具体的内容】
保育所入所にかかる証明書（就労証明書・育児休業証明書・復職証明書等）について、市区町村毎に
提出が求められているフォームについて以下事項の統一、または市区町村共通の汎用フォームの提
供。
・必要記入項目（入所要件）
・項目定義（一例：就労証明書の場合、「勤務時間」の定義が、通常の所定労働時間か、短時間勤務
利用者の場合は短時間勤務時間か等、定義・注意事項が市区町村ごとに異なる）
【提案理由】
保育所入所にかかる各種証明書について、現状では各市区町村ごとに異なる汎用フォームが提供さ
れており、必要記入項目、項目定義等、内容がそれぞれ異なっている。
そのため、証明書の記入・発行にあたり、フォームごとに異なる必要項目・項目定義の確認、情報検
索を１件づつ行う必要があり、企業側に多大なロードがかかっている。
今後、育児をしながら仕事をする人がさらに増加すると見込まれ、保育所入所証明書発行件数も増加
すると考えられるため、保育所整備と共に各市区町村でフォームを統一化することで、利用者のス
ムーズな入所手続き・企業側のロード削減に繋がると考える。

(一社)日
本損害
保険協
会

厚生労
働省

平成27年度より施行された子ども・子育て支援新制度においては、保
育の実施主体である市町村が、保護者の申請を受け、客観的な基準に
基づき、保育の必要性を認定した上で、施設型給付及び地域型保育給
付を行うこととしています。
保育の必要性認定に当たっては①事由（保護者の就労、疾病など）、②
区分（保育標準時間、保育短時間の２区分）について国が基準を設定し
ています。
しかしながら、実際の運用に当たっては、国が設定する基準をさらに細
分化、詳細設定を行うなど、各市町村における実情を踏まえつつ、適切
に運用いただくことが不可欠です。

子ども・子育て支
援法
児童福祉法

検討を予
定

上記の通り、保育の必要性認定に当たっては、国が基準の一部をお示ししていますが、その運
用においては、保育の実施主体である市町村が地域の実情にかんがみて、適切に実施いただ
いていると認識しています。そのため、証明書の項目等の統一については、慎重に検討する必
要があると考えています。

280115093 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金の柔軟な拠
出限度額の
設定および拠
出限度額の
引上げ

【提案の具体的内容】
・現行の定額ではなく、確定拠出年金制度のみで退職金の設計が可能となるような柔軟な拠出限度
額を設定することを要望する。
・企業型・個人型ともに拠出限度額を更に引き上げることを要望する。
【提案理由】
・今後、公的年金制度で中長期的に給付水準の調整が行われることが見込まれる中、公的年金を補
完する役割として、勤労者の老後の所得確保に係る自助努力を促進するために、拠出限度額を更に
引き上げることが必要である。
・多くの企業で、昇格や昇給に伴い掛金を増やしている実態を鑑み、現行の定額設定ではなく、例え
ば給与等に比例する等、確定拠出年金制度のみで退職金制度の設計が可能となるような柔軟な拠出
限度額の設定を可能とするべきであると考える。（確定拠出年金を実施している一部の企業では、拠
出限度額の規制により、確定拠出年金で賄えない分については、給与等に上乗せして前払いを行っ
たり、退職一時金・確定給付型年金制度で給付するなどの調整を行っている現状もある。）

(一社)日
本損害
保険協
会

厚生労
働省

企業型確定拠出年金は、他の企業年金がない場合は月額５５０００円、
他の企業年金を併用している場合は月額２７５００円の拠出限度額が設
けられています。個人型確定拠出年金では、月額６．８万円（第二号被
保険者の場合は月額２．３万円）の拠出限度額が設定されております。

確定拠出年金法
第20条、確定拠
出年金法施行令
第11条

検討を予
定

社会保障審議会企業年金部会の議論の整理において、拠出限度額を含めた企業年金の拠出
時・給付時の仕組みのあり方については今後引き続き議論を重ねていく必要があるとされてお
り、今後、中長期的な課題として企業年金部会で検討を行う予定です。

その他 手続簡素化はこれまでの改正でも措置を行っており、必要な措置は今後も行っていく予定です。

規約の変更等時において、届出で足りる（もしくは届出不要の）範囲を拡大する（例えば、加入者に不
利益にならない変更等）とともに、届出・申請書類および届出・申請手続の簡素化（例えば、規約変更
理由書、労使合意に至るまでの労使協議の経緯の添付を一律不要とする、定年延長のみ等の給付
額が減少しない変更については減額判定を省略、厚生局に提出する申請書類数を一律１セットにす
る等）を図ること その他の制度運営上の手続きについても、届出で足りる範囲を拡大すること（例え
ば、個人単位の権利義務移転の実施等）確定給付企業年金の規約の事業主、従業員の理解を促進
するため、規約記載事項の簡素化を図ること

確定給付企業年金の規約の変更等にかかる手続きは、原則として厚生労働大臣へ申請書を提出し、
承認・認可を受けなければならず、届出で足りる範囲は限定的である。厚生年金基金は最多でも１，８
００基金程度であったため承認・認可申請制度での運営が可能であったと思われる。一方、平成２７年
３月末時点で既に約１４，０００件存在する確定給付企業年金においては、承認・認可申請手続きの簡
素化が図られなければ、厚生労働省の承認・認可が遅延することが懸念されることから、規約の変更
等にかかる承認・認可申請手続きの簡素化が不可欠であると考える。これまでも標準的な事務処理
の整備、規約例の整備等が図られてきたが、本要望の趣旨を実現するためには更なる簡素化が必要
であり、事業主等の負担軽減を通じ、確定給付企業年金の一層の普及および健全な制度運営を図る
ことが期待される。なお、平成２０年１２月には届出で足りる規約変更内容の拡大および一部の添付
書類の簡素化が図られ、平成２２年４月には事務連絡「確定給付企業年金に関する承認・認可申請に
かかる事務処理の改善について」が発出され、規約の制定時における事務処理の改善が図られた。
また、平成２４年１月および平成２６年４月の確定給付企業年金法施行規則の改正により届出事項の
拡大等が図られたが、規約の変更等にかかる承認・認可申請手続きについては、一層の簡素化を進
める余地がある。確定給付企業年金の規約は、退職金規程等の事業主の規程と比較すると大変複
雑であり（規約例では９５条）、事業主、従業員の十分な理解が難しい。規約記載事項を給付に関する
事項のみとする等、簡素化を図り、事業主、従業員の十分な理解を促進する。

(一社)生
命保険
協会

厚生労
働省

確定給付企業年金の規約変更においては、軽微な変更を除き厚生労
働大臣の承認・認可が必要です。（軽微な変更は届出。一部、届出を不
要とするものもあります。）

確定給付企業年
金法第６条、第７
条、第１６条、第１
７条、第７９条、第
１０７条、第１１０
条の２

280115090
27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定給付企
業年金におけ
る承認・認可
申請手続きの
簡素化



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115094 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金のマッチン
グ拠出におけ
る事業主掛金
上限の撤廃

【提案の具体的内容】
企業型年金加入者掛金の額は事業主掛金の額を上限とする現行の規定を撤廃することを要望する。
【提案理由】
・今後、公的年金制度で中長期的な給付水準の調整が見込まれている中、加入者掛金の額が事業
主掛金の額を超えてはならないという制限は、公的年金の補完として、加入者が老後の所得を十分に
確保するための自助努力の妨げになると考える。
・マッチング拠出の普及および自助努力による老後の所得確保を促進する観点から、本規定は撤廃
するべきであると考える。

(一社)日
本損害
保険協
会

厚生労
働省

マッチング拠出について規約で定める場合については、ＤＣ法第４条第
１項第３号の２の規定に基づき、加入者の掛金拠出額が、事業主の掛
金拠出額を超えてはならないものとされています。

確定拠出年金法
第19条、第20条

検討を予
定

社会保障審議会企業年金部会の議論の整理において、マッチング拠出を含めた企業年金の拠
出時・給付時の仕組みのあり方については今後引き続き議論を重ねていく必要があるとされて
おり、今後、中長期的な課題として企業年金部会で検討を行う予定です。

280115095 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

個人型確定
拠出年金にお
ける資格喪失
年齢の引上
げ

【提案の具体的内容】
個人型確定拠出年金の資格喪失年齢を65歳まで引き上げ可能とすることを要望する。
【提案理由】
・企業型年金加入者は確定拠出年金法第11条6項に定められているとおり、企業型年金規約におい
て60歳以上65歳以下の一定の年齢に達したときに企業型年金加入者の資格を喪失することが定めら
れているときは、当該年齢が資格喪失時期とされている（65歳まで引き上げされている）。また、公的
年金の受給開始年齢も65歳である。
・老後の所得確保に係る自助努力を促進し、企業型と個人型の不公平感を排除する観点において、
個人型の資格喪失年齢も企業型と同様に、65歳まで引き上げ可能とするべきであると考える。

(一社)日
本損害
保険協
会

厚生労
働省

個人型年金加入者は、死亡したときや他の企業年金等の加入者対象
者となったとき等を除き原則として６０歳に達したときに加入者資格を喪
失することとなっております。

確定拠出年金法
第62条

検討を予
定

社会保障審議会企業年金部会の議論の整理において、支給開始年齢を含めた企業年金の拠
出時・給付時の仕組みのあり方については今後引き続き議論を重ねていく必要があるとされて
おり、今後、中長期的な課題として企業年金部会で検討を行う予定です。

280115096 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

退職一時金
（課税後）の
個人型確定
拠出年金へ
の移換

【提案の具体的内容】
退職一時金（課税後）を個人型確定拠出年金へ移換することを可能とすることを要望する。
【提案理由】
・現状、退職一時金制度しかなかった者は、退職一時金を将来の年金に積み立てたくとも、個人型に
持ち込むことができない。そのため、退職一時金（課税後）を移換できないことは、老後の所得を十分
に確保するための自助努力の妨げになると考える。
・退職一時金の移換を可能とすることで、加入者の運用資産が増加するだけでなく、手数料負担も軽
減されるため、個人型確定拠出年金制度の普及を促進する一助になると考える。

(一社)日
本損害
保険協
会

厚生労
働省

退職手当制度に係る資産の移換については、企業型確定拠出年金の
実施事業所が退職手当制度に係る試算の全部又は一部を当該企業型
確定拠出年金に移換する場合について、認められます。

確定拠出年金法
第５４条

対応不可
確定拠出年金と他の制度のポータビリティを考えるに当たっては、各々の制度の趣旨や税制上
の取扱いに配慮する必要があり、実施の可否も含めて慎重な検討が必要です。

280115098 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金の中途引き
出し要件の緩
和

【提案の具体的内容】
・中途退職時において、退職所得として企業型の一時金受給を可能とする措置を実施することを要望
する。
もしくは、
・脱退一時金の支給要件（資産額・加入期間の制限など）の更なる緩和
・中途引出しを可能とする措置
をすることを要望する。
【提案理由】
・年金受給開始年齢までは長期間となるにも係わらず、加入者が将来中途退職したり、一時的な資金
需要が発生した場合などには、年金資産の中途引出しが認められていないため、加入者等の不安が
大きい現状にある。（現行制度における脱退一時金は、少額の資産、短期の加入期間などを前提とし
ており、対象者は限られている。）
・加入者利便を促進し、制度の発展・普及のためには、年金資産の中途引出要件を更に拡大すること
が必要と考える。また、他の年金制度と同様、中途退職時に退職所得として一時金受給できることが
望ましいが、これが容認されないのであれば、脱退一時金の支給要件の更なる緩和および中途引出
しを認めるべきと考える。

(一社)日
本損害
保険協
会

厚生労
働省

確定拠出年金は、脱退一時金が支給される場合や高度障害の場合を
除き、60歳前の中途引き出しは認めていません。

確定拠出年金法
附則第2条の2及
び第3条

検討を予
定

社会保障審議会企業年金部会の議論の整理において、脱退一時金を含めた企業年金の拠出
時・給付時の仕組みのあり方については今後引き続き議論を重ねていく必要があるとされてお
り、今後、中長期的な課題として企業年金部会で検討を行う予定です。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115099
27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金の通算加
入者等期間
による受給開
始年齢変動
の見直し

【提案の具体的内容】
通算加入者等期間による受給開始年齢変動の見直しを実施することを要望する。
【提案理由】
・今後、公的年金制度で中長期的な給付水準の調整が見込まれている中、通算加入者等期間が10
年に満たない場合は、受給開始年齢が段階的に後ろ倒しになり、50歳以上の人にとっては加入しづら
い制度となっているため、老後の所得を十分に確保するための自助努力の妨げになると考える。
・公的年金の補完および自助努力による老後の所得確保を促進する観点から、通算加入者等期間に
よる受給開始年齢変動の見直しを行うべきであると考える。

(一社)日
本損害
保険協
会

厚生労
働省

確定拠出年金は、原則として通算加入者期間が１０年以上の場合支給
可能となっています。
加入期間が１０年に満たない場合は、加入期間に対応する一定の年齢
に到達した場合に支給が可能となります。

確定拠出年金法
第33条

検討を予
定

社会保障審議会企業年金部会の議論の整理において、脱退一時金を含めた企業年金の拠出
時・給付時の仕組みのあり方については今後引き続き議論を重ねていく必要があるとされてお
り、今後、中長期的な課題として企業年金部会で検討を行う予定です。

280115100 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

「企画業務型
裁量労働制」
の決議届の
本社一括届
出化

【提案の具体的内容】
各事業場単位で労使委員会を設置し決議を行っているが、本社一括の決議を可とし、対象事業場の
リストを添付することによって一括届出を可とする。
これにより、異動・転勤などで対象労働者の事業場が変更となる場合において、改めての同意取付を
不要とする。
【提案理由】
・企画業務型裁量労働制は、使用者及び事業場の労働者を代表する者を構成員とする労使委員会を
設置し、その委員会が委員の5分の4以上の多数による議決により法に定める事項に関する決議を
し、かつ、使用者がこの決議を所轄の労働基準監督署長に届け出た場合に、対象労働者にみなし労
働時間を適用できることになっている。
・同一企業であれば決議内容に大きな違いはなく、各事業場で個別に届出・同意取付を行うことは非
効率的である。
・決議および届出が一括で可能となることや、事業場が変更となる場合の同意取付が不要となること
によって、企画業務型裁量労働制に関連する手続きが大幅に簡素化され、導入企業の増加が期待さ
れる。

(一社)日
本損害
保険協
会

厚生労
働省

　企画業務型裁量労働制は、使用者及び事業場の労働者を代表する
者を構成員とする労使委員会を設置し、その委員会が委員の５分の４
以上の多数による議決により法に定める事項に関する決議をし、かつ、
使用者がこの決議を所轄の労働基準監督署長に届け出た場合に、対
象労働者にみなし労働時間を適用できることになっています。

労働基準法 その他

　平成２７年２月１３日に労働政策審議会においてとりまとめられた「今後の労働時間法制等の
在り方について（報告）」において、企画業務型裁量労働制の労使委員会決議の本社一括届出
を認める等が盛り込まれております。報告に基づいて第１８９回通常国会に提出した「労働基準
法等の一部を改正する法律案」の成立後、必要な法令上の措置を講じてまいります。（法律事
項ではないため、法案の成立後に措置を実施することとなっております。）
　ただし、本社一括の決議については、事業場ごとの労使委員会において、対象者の労働条件
等を調査審議しつつ、事業場ごとの実情を踏まえて決議する必要があるため、対応することは
困難であると考えております。

280115101 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

「企画業務型
裁量労働制」
の定期報告
の本社一括
報告化

【提案の具体的内容】
各事業場ごとの対象労働者の労働時間の状況、健康・福祉確保の措置を定期的に所轄の労働基準
監督署長に報告することとしているが、本手続について廃止する、または本社一括の報告を可とす
る。
【提案理由】
・企画業務型裁量労働制の実施に当たり、使用者は、対象労働者の健康及び福祉を確保するための
措置を実施する必要があるが、この措置の実施状況に関しては、決議が行われた日から起算して6ヶ
月以内に1回、所轄労働基準監督署長に定期報告を行う必要があり、その後も6ヶ月ごとに定期報告
を行う必要がある。
・企画業務型裁量労働制の導入は労使委員会の決議に基づく必要があり、その運営についても労使
で不断にチェックを行われている。従って、所轄労働基準監督署長への定期報告は廃止し、労使自治
に委ねたとしても、健康及び福祉を確保するための措置の実効性は担保されると考える。
また、定期報告が必要であるとしても、報告内容については本社にて管理しているため、各事業場の
所轄の労働基準監督署宛に届出を行うことは非効率的であり、本社一括の報告を可能とすべきと考
える。
・制度趣旨を損なわずにロードの削減が実現でき、企画業務型裁量労働制に関連する手続きが簡素
化され、導入企業の増加が期待される。

※今国会に提出されている「労働基準法等の一部を改正する法律案」において、定期報告の廃止が
盛り込まれているが、現時点で法案が成立していないことから要望するもの。

(一社)日
本損害
保険協
会

厚生労
働省

　制度の実施に当たり、使用者は、対象労働者の健康及び福祉を確保
するための措置を実施する必要があるが、この措置の実施状況に関し
ては、決議が行われた日から起算して６ヶ月以内に１回、所轄労働基準
監督署長に定期報告を行う必要があり、その後も６ヶ月ごとに定期報告
を行う必要があります。

労働基準法 その他

　平成２７年２月１３日に労働政策審議会においてとりまとめられた「今後の労働時間法制等の
在り方について（報告）」において、６ヶ月後の報告を除く定期報告の廃止等が盛り込まれており
ます。報告に基づいて第１８９回通常国会に提出した「労働基準法等の一部を改正する法律案」
の成立後、必要な法令上の措置を講じてまいります。（法律事項ではないため、法案の成立後
に措置を実施することとなっております。）
　ただし、報告については、当該事業場の対象労働者の労働時間の状況や健康確保措置の実
施状況等を事業場ごとに具体的に記載し届け出る必要があるため、本社一括とするのは困難
であると考えています。

280115102
27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

「賃金構造基
本統計調査」
のデータ収集
方法

【提案の具体的内容】
「賃金構造基本統計調査」に関して、現在は各労働基準監督署から各事業所に対して行われている
が、これを人事機能を有する組織（もしくは本社の人事部）に対する調査に変更する。
【提案理由】
・「賃金構造基本統計調査」は、各労基署から各事業所に対して依頼する形式で行われている。
・各事業所では、人事に関するデータを保有していないため、依頼書を本社や人事機能を有する部署
に回送する必要があり、手間・時間的ロス・紛失リスクを抱えている。
・労基署が人事機能を有する部署と直接やりとりすることにより、スムーズなデータ収集が可能とな
る。

(一社)日
本損害
保険協
会

厚生労
働省

賃金構造基本統計調査は都道府県別に賃金等の構造を明らかにする
調査であり、労働基準法第108条に基づき、賃金台帳を備えている事業
所を単位として調査設計しております。そのため、「調査事業所の事業
主」に調査票を配布しています。

賃金構造基本統
計調査規則第8
条

対応不可

賃金構造基本統計調査は都道府県別の賃金等の構造を明らかにする調査であることから、人
事機能を有する組織等に調査対象を変更すると都道府県別の賃金等を把握できなくなるため、
調査対象を変更する事はできません。
また、短時間労働者等については事業所単位で管理しているところが多く、事業所に対して調
査を行うことが適切と考えておりますが、把握可能な場合は人事機能を有する組織において調
査事業所の代わりに調査票に記入いただくことは差し支えありません。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115103 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

 「組換えDNA
技術応用食
品及び添加
物の安全性
審査」対象か
らの高度精製
品の除外

（具体的内容）
食品等の製造に遺伝子組換え微生物を利用していても、最終製品である添加物や食品が高度に精
製されたものである場合には、「組換えDNA技術応用食品及び添加物の安全性審査」の対象から除
外することが合理的であると考える。
（提案理由）
現在、遺伝子組換え微生物を利用して製造された食品及び添加物のうち、アミノ酸等の最終産物が
高度に精製された非タンパク質性の添加物、いわゆる“高度精製添加物”を国内で流通させるために
は、「遺伝子組換え微生物を利用して製造された添加物のうち、アミノ酸等の最終産物が高度に精製
された非タンパク質性添加物の安全性評価の考え方（平成17年4月28日食品安全委員会決定）」に
従って安全性審査を経る必要がある。さらに、組換えDNA技術応用食品のうち、同じく高度に精製され
た非タンパク質性の食品、いわゆる”高度精製食品”は、「最終産物に組換え体を含む食品」と同様、
本則に則って審査をされ、「遺伝子組換え食品として安全である」との認可を受けることとなる。しか
し、高度精製添加物及び食品のこのような申請の義務化や「遺伝子組換え食品」としての安全性の判
断は諸外国では大変稀であり、EUや米国では上述したような高度精製添加物や食品は、遺伝子組換
え食品の規制の対象外である。このような国際的背景の中、組換え株によって製造された添加物及
び食品の意図しない日本への輸入、あるいは国際競争力が削がれる等が懸念される。国際ハーモナ
イゼーションの観点から審査対象から外すことが好ましい。これらの製品は高度に精製されているた
め、遺伝子組換え品と非組換え品の違いを検出して規制することは困難である。元来、申請対象外の
変異誘導（非組換え）株であっても遺伝子の塩基配列とその結果の代謝に変化が生じるという点は組
換え株と同じである。この審査不要な変異誘導株を用いて製造された添加物及び食品の安全性は各
企業によって担保され、販売されている。従って組換えDNA技術を用いて製造された高度精製添加物
ならびに食品も規制の対象から外すことが好ましいと考える。

日本バイ
オ産業
人会議

厚生労
働省

　遺伝子組換え微生物を利用して製造された食品又は添加物について
は、食品衛生法（昭和22年法律第233号）、食品、添加物等の規格基準
（昭和34年厚生省告示第370号）及び組換えＤＮＡ技術応用食品及び添
加物の安全性審査の手続（平成12年厚生省告示第233号）に基づき、
食品安全委員会の意見を聴いてその安全性の審査を行っています。
　遺伝子組換え微生物を利用して製造された添加物のうち、アミノ酸等
の最終産物が高度に精製された非タンパク質性添加物については、食
品安全委員会は、「遺伝子組換え微生物を利用して製造された添加物
のうち、アミノ酸等の最終産物が高度に精製された非タンパク質性添加
物の安全性評価の考え方（平成17年４月28日食品安全委員会決定）」
に従って安全性が確認されたものと判断しています。厚生労働省は、食
品安全委員会が安全性を確認する必要がないと認めた食品又は添加
物は、組換えＤＮＡ技術を応用した食品又は添加物に該当しないものと
みなしています。
　また、遺伝子組換え微生物を利用して製造された食品のうち、高度に
精製された非タンパク質性の食品については、食品安全委員会は、「遺
伝子組換え微生物を利用して製造された添加物の安全性評価基準」
(平成16年３月25日 食品安全委員会決定)に基づき、安全性評価を行っ
ています。

食品衛生法 対応不可

　食品安全委員会の安全性の確認を経ずに、組換えＤＮＡ技術を用いて製造された高度精製添
加物及び食品を遺伝子組換え食品としての規制の対象外とすることは、人の健康に害を及ぼす
恐れのある食品が摂取されることとなり、認められません。
　なお、食品安全委員会の安全性の確認がなされた高度精製添加物と同等の品目に係る安全
性審査の取扱いについては、12月11日薬事・食品衛生審議会新開発食品調査部会遺伝子組
換食品調査会において議論を開始しました。

280115104 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

共済代理店
の範囲の見
直し

　平成２０年までの保険業法と生協法の改正において、労働金庫が保険と共済の代理店になることが
認められたが、信用金庫は、これら共済の代理店になることが認められていない。
　生協や労働金庫と同じく協同組織である信用金庫が共済代理店になることができれば、会員・組合
員に対する利便性はもちろん、基本サービスや福利厚生の更なる向上につながると考えられる。
　利益第一主義ではなく地域の相互扶助を経営理念とする信用金庫であれば、共済について適切な
募集を行うことが可能であり、共済代理店になることができる者として追加していただきたい。

(一社)全
国信用
金庫協
会、信金
中央金
庫

金融庁
厚生労
働省

消費生活協同組合法においては、共済契約の締結の代理又は媒介の
業務を行える共済代理店として、①消費生活協同組合及び消費生活協
同組合連合会、②労働金庫、③自動車分解整備事業者を定めている。

消費生活協同組
合法第12条の2、
同施行令2条、同
施行規則167条、
同施行規則規程
第5条

検討を予
定

共済代理店制度は、平成20年4月1日に施行された消費生活協同組合法の一部を改正する等
の法律（平成19年法律第47号）により導入されたところです。
その際、協同組織金融機関のうち労働金庫については、消費生活協同組合をその会員とするこ
とができるなどから、共済代理店になれることができる者として規定されて、信用金庫について
は異なる扱いとされたところです。
本件については、規制改革実施計画（平成26年6月24日閣議決定）に基づき設定する見直し周
期に沿って、今後とも議論していくことになります。

280115105 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

金融商品販
売担当者（い
わゆる営業職
員）による確
定拠出年金
運営管理業
務の兼務の
禁止の緩和

　金融商品販売担当者（いわゆる営業職員）による兼務禁止は、運営管理機関の加入者に対する中
立性確保の確実化を期すために定められているものと考えられるが、運営管理機関の中立性を確保
するための規定は、他にも確定拠出年金法100条において、例えば特定の運用商品への指図の勧奨
が禁止されることなどが整備されている。
　そのため、現状の一律的な兼務禁止ではなく、例えば一定の条件を付したうえで兼務を認めるなど、
運営管理機関に過度な体制整備を強いる恐れのないよう緩和を検討願いたい。

(一社)全
国信用
金庫協
会、信金
中央金
庫

厚生労
働省

営業職員による運用関連業務（運用の方法に係る情報提供）と運用商
品の販売等の事務の兼務は禁止されています。

確定拠出年金法
第100条
確定拠出年金運
営管理
機関に関する命
令第１０条第１号

検討に着
手

営業職員による運営管理業務の兼営については、社会保障審議会企業年金部会での議論の
中で、「運管業務のうち、運用の方法に係る情報提供業務は，営業業務を行う者が兼務しても
中立性を欠くことはないため、兼務できる方向で検討。」と整理されたところであり、関係機関と
協議した上で当該整理に基づき検討を進めてまいります。

280115106 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

塩付けの非
加熱肉と一本
針

食肉製品の塩漬けには、数種類の異なる方法がある。一つは、針を使った塩水の注入法である。この
うち最も一般的な工程は、多数の針のついた「スタンプ」を使用する方法である。

現在日本では、非加熱食肉製品に対して、「一本針注入法」のみが許可されている。つまり、適切な食
肉製品の塩漬けには、注入を数回行わなければならず、費用がかさむことになる。我々の知る限りで
は、複数針の使用を禁止している国は他にはない。また我々は、複数針注入法を許可しない衛生上
のいかなる理由も認識していない。

EBCは、非加熱食肉製品に対して複数針注入法が許可されることを要求する。

欧州ビジ
ネス協会

厚生労
働省

　非加熱食肉製品は、食品衛生法（昭和22年法律第233号）第11条第１
項に基づく食品、添加物等の規格基準（昭和34年厚生省告示第370号）
において、「食肉を塩漬けした後、くん煙し、又は乾燥させ、かつ、その
中心部の温度を63℃で30分間加熱する方法又はこれと同等以上の効
力を有する方法による加熱殺菌を行っていない食肉製品であって、非
加熱食肉製品として販売するものをいう。ただし乾燥食肉製品を除く。」
と定義されており、具体的に生ハム等の食品を指します。
　非加熱食肉製品の塩漬け工程については、食品、添加物等の規格基
準において、「食肉の塩漬けは、乾塩法、塩水法又は一本針を用いる
手作業による注入法（以下「一本針注入法」という。）により、肉塊のま
まで、食肉の温度を５°以下に保持しながら、水分活性が0.97未満にな
るまで行わなければならない。」と示しています。
　なお、一本針を用いる場合であっても、肉塊表面の微生物が針に付
着し食肉内部を汚染することの無いよう衛生的に取り扱うよう注意して
行うことが必要です。

食品衛生法第11
条第2項

対応不可

　非加熱食肉製品は、喫食前に加熱を要さない食品であることから、微生物の汚染をできる限り
少ない原料肉を用い、更に、一定条件の下で塩漬け及びくん煙又は乾燥を行うことにより加熱
殺菌に代わる微生物制御を行う必要がある食品です。
　したがって、衛生確保の観点から、食品衛生法第11条第１項に基づく規格規準を確実に遵守
する必要があり、多針を用いた自動注入機による注入法は、食品衛生法第11条第2項違反とな
ります。
　ただし、多針による注入法が、微生物汚染の恐れが全くないと証明できる科学的なデータ等を
提出されれば、御提案について、規格基準の見直しを検討することは可能です。

△



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280115107 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金の脱退要
件の緩和（ペ
ナルティ課税
を前提に任意
脱退可能な制
度設計とす
る）

　現在継続審査に付されている「確定拠出年金法等の一部を改正する法律案」が成立した場合には、
原則20歳以上の全国民が確定拠出年金制度に加入可能となる一方で、確定拠出年金の脱退要件が
厳格化され、個人別管理資産の額が一定額（現行1.5万円）以下の企業型年金加入資格喪失者と保
険料免除者以外は脱退一時金を受け取ることができないこととなる。
　加入者の中には、不測の事態が生じても原則として資産を受け取れないことについて不安感を抱く
者が少なくないと考えられることから、例えばペナルティ課税を前提に任意に脱退できるようにするな
ど、規制のさらなる緩和を検討願いたい。

(一社)全
国信用
金庫協
会、信金
中央金
庫

厚生労
働省

確定拠出年金は、脱退一時金が支給される場合や高度障害の場合を
除き、60歳前の中途引き出しは認めていません。

確定拠出年金法
附則第2条の2及
び第3条

検討を予
定

一般的に、確定拠出年金制度における中途引き出し要件については、高齢期所得の確保という
制度の趣旨及び本制度に係る税制優遇措置のあり方を踏まえ、慎重に検討する必要がありま
す。
確定拠出年金の中途引き出し要件を含めた給付時の仕組みのあり方については、昨年６月か
ら実施されている社会保障審議会企業年金部会において議論が行われており、本年一月に取
りまとめられた「社会保障審議会企業年金部会における議論の整理」において、給付時の仕組
みのあり方について、今後の検討課題とされたところです。
こうした議論を踏まえ、引き続き企業年金部会において更なる検討を加えることとしております。

280115108 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

確定拠出年
金運営管理
機関の変更
届出事項の
簡素化等

　確定拠出年金運営管理機関は、登録事項に変更が生じたときは、変更日から２週間以内に主務大
臣に届け出ることとされている。
　この中で、法人の場合、役員の氏名・住所および兼職状況にに変更が生じた場合には変更届出を
行うことが求められているが、事務負担を軽減するため、「法人を代表する役員」のみを変更届出の
対象とするなど、金融機関の届出事項の簡素化を行っていただきたい。
　また、上記の届出事項の簡素化の実現が難しい場合には、登録事項の変更時における届出期間を
現行の２週間以内から延長することや、役員の変更があった場合の変更届出の添付書類から「役員
の住民票の抄本又はこれに代わる書面」を削除すること等により、事務負荷の削減を行っていただき
たい（特に非常勤役員から住民票等を徴求し、２週間以内に届出を行うことが極めてタイトなスケ
ジュールとなっている）。

(一社)全
国信用
金庫協
会、信金
中央金
庫

厚生労
働省

確定拠出年金運営管理業の登録を受けるためには、商号、名称及び
住所、役員の氏名及び住所等を記載した登録申請書を提出することと
されており、その記載内容に変更が生じた場合は、変更日から２週間以
内に主務大臣に届け出る必要があります。

確定拠出年金法
第92条第1項

対応不可
運営管理機関の登録をする上で、確定拠出年金法第91条第１項第５号に規定する運営管理機
関の役員として相応しくない者がいないことを速やかに確認する必要があるため、届出を廃止
することは困難です。

280115109 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
1月15日

「マッチング拠
出」における
加入者掛金
の上限規制
の緩和

　マッチング拠出の加入者掛金の設定に当たっては、ア．事業主掛金との合計額が拠出限度額の範
囲内で、かつ、イ．事業主掛金を超えてはならないとされている。
　事業主掛金が少額の加入者については、上記ア．の限度額にゆとりがあったとしても、上記イ．の規
制により、加入者掛金を少額しか拠出することができないことから、上記イ．の規制を撤廃するよう検
討願いたい。

(一社)全
国信用
金庫協
会、信金
中央金
庫

厚生労
働省

マッチング拠出について規約で定める場合については、ＤＣ法第４条第
１項第３号の２の規定に基づき、加入者の掛金拠出額が、事業主の掛
金拠出額を超えてはならないものとされています。

確定拠出年金法
第19条、第20条

検討を予
定

確定拠出年金のマッチング拠出を含めた拠出時の仕組みのあり方については、昨年６月から実
施されている社会保障審議会企業年金部会において議論が行われており、本年一月に取りま
とめられた「社会保障審議会企業年金部会における議論の整理」において、個人型ＤＣとの関
係の整理を行った上で、企業型ＤＣのマッチング拠出の規制のあり方について引き続き議論を
行っていくこととされています。
こうした議論を踏まえ、引き続き企業年金部会において更なる検討を加えることとしております。

280215001 27年
9月22日

27年
10月13日

28年
2月15日

出張理美容
に係る規制の
見直し

出張理美容に係る規制の見直しとして，理美容師法施行令第4条に規定する「疾病その他の理由によ
り，理容所・美容所に来ることができない者」の判断基準を明確にすることについて規制改革会議で議
論されているところである。

近年，成人式や大学等の卒業式において，貸衣装業者に雇われた出張美容師が大学等の教室や周
辺ホテルで学生等に対してヘアメイクを施す事例が全国各地で見られており，既存美容室の経営に
影響を及ぼしている。貸衣装業者によれば，これが可能である根拠として，美容師法施行令第4条第2
号に規定する「婚礼その他の儀式に参列する者に対してその儀式の直前に美容を行う場合」に該当
するとの主張である。
このような行為が拡大しているのは「婚礼その他の儀式に参列する者に対してその儀式の直前に美
容を行う場合」の対象範囲が曖昧なためである。

ついてはこのような行為が「婚礼その他の儀式に参列する者に対してその儀式の直前に美容を行う
場合」に該当するかについても，「疾病その他の理由により，理容所・美容所に来ることができない者」
と同様，その判断基準を明確にしていただきたい。また，判断基準の設定にあたっては出張理美容が
可能なケースをボジティブリスト化し，曖昧な解釈ができないようにすべきと考える。

個人 厚生労
働省

○理容師法第６条の２の規定により、理容師は、理容所以外において、
その業をしてはならないとされ、同条ただし書きにより、政令で定める特
別な事情がある場合はには、理容所以外の場所においてその業を行う
ことができることとされています。

○同様に、美容師法第７条の規定により、美容師は、美容所以外にお
いて、その業をしてはならないとされ、同条ただし書きにより、政令で定
める特別な事情がある場合はには、美容所以外の場所においてその
業を行うことができることとされています。

○理容師法第６条の２及び美容師法第７条に定める「特別な事情があ
る場合」については、それぞれ、理容師法施行令第４条及び美容師法
施行令第４条に規定されています。

理容師法第６条
の２
理容師法施行令
第４条

美容師法第７条
美容師法施行令
第４条

対応不可

○理容及び美容の施術については、公衆衛生上の観点から理容師法第６条の２及び美容師法
第７条に基づき、それぞれ理容所又は美容所で行わなければならないこととされています。

○しかしながら、結婚式などの儀式等、理容又は美容の施術が必要な場合において、やむを得
ず理容所又は美容所で施術ができないときには、特別な事情がある場合として、当該儀式の直
前に限って、理容所又は美容所以外でも施術を行うことを認めているものです。

○施術が必要となるような儀式は、地域の風習等により異なるため、特別な事情の対象となる
儀式をポジティブリスト化することは困難です。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280215002 27年
9月24日

27年
10月13日

28年
2月15日

理美容師法
から独立した
出張理美容
の基準作成

介護保険適応のサービスでさえ人材確保が困難になりつつある現状では適応外である出張調髪サー
ビスのこれからの活動はさらに厳しい状態になると考えられます。
先日、規制改革会議より出された第3次答申にて「出張理美容に係る規制の見直し」についての検討
がなされていた事に合わせまして、より充実した出張理美容の下地とすべく理美容師共通の公的な基
準(衛生管理や提供可能な施術内容やデイサービスや入所施設等でのサービス提供など) の作成が
必要であると考えられます。

同じような衛生サービスである入浴サービスは介護サービスであるため、在宅・施設等問わず細やか
な対応がとれる多様な選択肢がありますが、それと比較しても出張理美容を取り巻く環境が現在の高
齢化のスピードに追いつけているとは思えません。
「疾病やそれを見る人」への対応はもちろん高齢化全体を見据えたうえで、理美容師法から独立した
基準を準備するこそ、多様で質の高いサービスの提供を産む創意工夫の一助となるのではないでしょ
うか。

東京都
理容生
活衛生
同業組
合  江東
支部

厚生労
働省

○理容師法第６条の２の規定により、理容師は、理容所以外において、
その業をしてはならないとされ、同条ただし書きにより、政令で定める特
別な事情がある場合はには、理容所以外の場所においてその業を行う
ことができることとされています。

○同様に、美容師法第７条の規定により、美容師は、美容所以外にお
いて、その業をしてはならないとされ、同条ただし書きにより、政令で定
める特別な事情がある場合には、美容所以外の場所においてその業を
行うことができることとされています。

○理容師法第６条の２及び美容師法第７条に定める「特別な事情があ
る場合」については、それぞれ、理容師法施行令第４条及び美容師法
施行令第４条に規定されています。

理容師法第６条
の２
理容師法施行令
第４条

美容師法第７条
美容師法施行令
第４条

現行制度
下で対応
可能

○理容師及び美容師は、業務独占資格であり、理容師又は美容師以外の者が業として理容や
美容の施術を行うことは禁止されているため、出張理容及び出張美容に関する規定も理容師法
及び美容師法に設けられています。

○近年の高齢化の進展により、介護老人福祉施設などへ理容師や美容師が出張して行う理容
や美容に関する衛生確保を図るため、平成１９年１０月に衛生措置の基準として、「出張理容・
出張美容に関する衛生管理要領」を定め、都道府県等に対して通知したところです。

○また、平成２５年１２月には、都道府県等の福祉担当部局に対しても出張理容・出張美容に関
する衛生管理についての周知徹底を依頼し、管内の老人福祉施設や在宅等において適切に実
施されるよう求めたところです。

280215004 27年
9月24日

27年
10月13日

28年
2月15日

施設等内での
理美容室開
設登録の簡
素化

出張理美容の選択肢の一つとして施設内(デイサービスや入所施設等)での出張理美容を充実を考え
ますと、通常の店舗開設届けとは別の「施設内出張理美容室の開設届け」での開設登録を可能にす
る事が望まれます。

施設設計段階から店舗と同等の理美容室を考えている施設は稀であり、個々の施設により作業ス
ペースや流水設備、光量など差があります。
安定したサービス提供のためにはまず、作業スペースの確保や衛生管理基準など、施設出張理美容
のための基準を定める事が必要であると考えます。
また、日によって作業する技術者が違う日もある事から、施設内理美容室に限り、理美容師の開設者
とせずに施設事業者を開設者として届けられる事が望ましいと考えます。

店舗での通常営業と施設出張理美容とを分けて考え、施設内理美容室としての基準を守った開設登
録が可能にすれば現在の店舗開設より簡素化となり、出張理美容の幅も広がりますし無登録で行わ
れている施設での出張理美容の把握・指導監督も期待でき、より充実した選択肢の提供に繋がるの
ではないでしょうか。

東京都
理容生
活衛生
同業組
合 江東
支部

厚生労
働省

○理容所を開設するためには、理容師法第１１条の規定に基づき、都
道府県知事等に対し届出を行い、都道府県知事等の行う検査を受け、
同法第１２条の措置を講ずるに適する旨の確認を受けなければならな
りません。

○美容所についても同様に、美容師法第１１条の規定に基づき、都道
府県知事等に対し届出を行い、都道府県知事等の行う検査を受け、同
法第１３条の措置を講ずるに適する旨の確認を受けなければなりませ
ん。

理容師法第１１条

美容師法第１１条

現行制度
下で対応
可能

○既存の入所施設等の多くが専用の理容室や美容室を持たないことから出張理容・出張美容
のサービスが適切に行われるよう「出張理容・出張美容に関する衛生管理要領」を定めたところ
です。

○なお、入所施設やデイサービスの施設内においては、理容師法第１１条又は美容師法第１１
条に基づき、都道府県知事等に届出を行い、その検査確認を受けることにより、理容所又は美
容所の開設することも可能です。

理容師法第６条
の２
理容師法施行令
第４条

美容師法第７条
美容師法施行令
第４条

○「ケアプラン作成時に出張理美容を組み込める仕組みや選択肢が整っていない」とのご指摘
に
ついては、制度の概要に記載したとおり既に対応しているところであり、現場において適切に運
用いただくよう、今後とも必要な支援を行っていきたいと考えています。

○理容師及び美容師は、業務独占資格であり、理容師又は美容師以外の者が業として理容や
美容の施術を行うことは禁止されているため、出張理容及び出張美容に関する規定も理容師法
及び美容師法に設けられており、監視・指導は都道府県等が行うこととなっています。

○近年の高齢化の進展により、介護老人福祉施設などへ理容師や美容師が出張して行う理容
や美容に関する衛生確保を図るため、平成１９年１０月に衛生措置の基準として、「出張理容・
出張美容に関する衛生管理要領」を定め、都道府県等に対して通知したところです。

○また、平成２５年１２月には、都道府県等の福祉担当部局に対しても出張理容・出張美容に関
する衛生管理についての周知徹底を依頼し、管内の老人福祉施設や在宅等において適切に実
施されるよう求めたところです。

○なお、いわゆる移動理美容車は、それそのものが開設許可を受けた理容所又は美容所であ
るため、出張理容・出張美容に当たりません。

○理容や美容のサービス提供の際に生じた事故等による損害については、その原因等に応じ
て対応する必要があると考えます。

○ケアプ
ランへの
位置づけ
現行制度
下で対応
可能

○移動理
美容車の
指導監督
事実誤認

○その他
対応不可

○ケアプランの作成にあたっては、「指定居宅介護支援等の事業の人
員及び運営に関する基準について（平成11年７月29日老企第22号厚生
省老人保健福祉局企画課長通知）」第二の３（７）④において、「居宅
サービス計画は、利用者の日常生活全般を支援する観点に立って作成
されることが重要」であること、また、「介護給付等対象サービス以外」
の多様なサービス等も含めてケアプランに位置づけることにより総合的
な計画となるよう既に通知しています。

○また、地域包括ケアシステムは、地域の実情に応じて、高齢者が可
能な限り、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活
を営むことができるよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日
常生活の支援が包括的に確保される体制のことをいいます。地域包括
ケアシステムを構築するための要素の一つである生活支援の充実につ
いては、訪問理美容サービス等の介護保険外の生活支援等サービス
についても、必要に応じて充実に努める必要があると
考えており、このことについては、「介護予防・日常生活支援総合事業
のガイドラインについて（平成27年6月5日老発0605第5号老健局長通
知）」でも記載しています。

○理容師法第６条の２の規定により、理容師は、理容所以外において、
その業をしてはならないとされ、同条ただし書きにより、政令で定める特
別な事情がある場合には、理容所以外の場所においてその業を行うこ
とができることとされています。

○同様に、美容師法第７条の規定により、美容師は、美容所以外にお
いて、その業をしてはならないとされ、同条ただし書きにより、政令で定
める特別な事情がある場合には、美容所以外の場所においてその業を
行うことができることとされています。

○出張理容・出張美容は、理容師法第６条の２及び美容師法第７条に
定める「特別な事情がある場合」に可能となります。

○いわゆる移動理美容車は、それそのものが開設許可を受けた理容
所又は美容所となります。

280215003 27年
9月24日

27年
10月13日

28年
2月15日

「地域包括ケ
アシステム」
などでの出張
理美容 事業
計画の取り扱
い

介護における現在の出張理美容は日常生活の介護からは切り離されていて、ケアプラン作成時に出
張理美容を組み込める仕組みや選択肢が整ってはいません。
買い物や入浴、配食サービスのような日常生活の選択肢として確立させるための事業計画として「地
域包括ケアシステム」などに取り入れるなど公的な後押しが必要があると考えられます。

事業計画での検討事項として
○参加人数を増やすために、店舗のような保健所への店単位の従業員としての届け出ではなく、免許
取得者個人として登録できる届け出先を作り、管理運営してはどうか
○サービス提供できる人材のデータベースを構築し、利用者が使い易いマッチングの仕組みがある方
が良いのではないか
○出張理美容のための届け出先に、公衆衛生の知識ある経験者や理美容・介護業界の人材を配置
し、サービスの充実を図るために提供者への指導監督の権限を与えたり、理美容業界と介護業界と
の関係を円滑にする目的を持たせてはどうか
○活動状況の報告を義務化するなどして、出張調髪サービスの実態や収支の把握も可能にしてはど
うか
○移動理美容車による出張理美容の届け出と活動状況の報告義務化し指導監督の対象としてはどう
か
○サービス提供者が施術中に起こしてしまった事故への対応や補償も提供者個人ではなく、公的なも
のとして用意しておくべきではないか

今までフォローしきれていなかった未開拓な分野であるため特区のように対象地域を定め、社会実験
として事業計画を開始し改善を図り、快適性、安全性、持続性を高めた計画を国の施策とするのであ
れば、取り組みやすいのではないでしょうか。

東京都
理容生
活衛生
同業組
合 江東
支部

厚生労
働省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280215006 27年
10月24日

27年
11月9日

28年
2月15日

理美容出張
業務に関する
規制緩和につ
いて

来年度に理美容出張業務の規制緩和が実施されると聞きました。
現状では実店舗を持たない事業者は業務を行えない規則を撤廃し、無店舗でも出張業務を行えるよ
うになるとの事
事業者側から見ますと、これでは専門学校出て免許取得しただけで出張業務が可能になり技術サー
ビスや安心面で不安を感じます
この点で提案したいのは
○実務経験５年以上の有資格者に限る
○トラブルの際に金銭補償ができる「賠償責任保険」加入必須
○実店舗、若しくは類する事務所を有する事
以上を技術サービスと安心面の水準を保つために理美容出張業務への参入者へ義務付けていただ
きたく思います。

利用者からの視点で見ましても無店舗での出張業務はトラブルの際、窓口が電話かウェブサイトのみ
というのは安心できるものではないと感じます、ある一定の基準を設ける事は利用者の安心やトラブ
ルへの円滑対応にも繋がりますので是非とも検討いただきたい

「とりあえず規制無くすから自由に参入してください、トラブル起きたらその時対応するよ」というスタン
スでは行政として無責任ですし、誇りを持って理美容に従事してきた我々からすれば到底看過できな
い事案です。

個人 厚生労
働省

○理容師法第６条の２の規定により、理容師は、理容所以外において、
その業をしてはならないとされ、同条ただし書きにより、政令で定める特
別な事情がある場合はには、理容所以外の場所においてその業を行う
ことができることとされています。

○同様に、美容師法第７条の規定により、美容師は、美容所以外にお
いて、その業をしてはならないとされ、同条ただし書きにより、政令で定
める特別な事情がある場合には、美容所以外の場所においてその業を
行うことができることとされています。

○理容師法第６条の２及び美容師法第７条に定める「特別な事情があ
る場合」については、それぞれ、理容師法施行令第４条及び美容師法
施行令第４条に規定されています。

理容師法第６条
の２
理容師法施行令
第４条

美容師法第７条
美容師法施行令
第４条

対応不可

○来年度から規制緩和により、実店舗を持たない事業者は業務を行えない規制を撤廃し、無店
舗でも出張業務を行えるようになるというのは事実と異なります。

○規制改革実施計画（平成２７年６月３０日閣議決定）に基づく対応については、出張理容・出
張美容に関する通知の運用に関して誤解が生じているためと考えられるため、これまでの通知
に基づく運用が適切に行われるよう改めて周知徹底を図ることとしたものです。

○理容及び美容の施術については、理容師法第６条の２及び美容師法第７条に基づき、それぞ
れ理容所又は美容所で行わなければならないこととされ、出張理美容業務については、理容師
法第６条の２及び美容師法第７条のただし書きに定める「特別な事情がある場合」に限り認めら
れています。

○出張理容・出張美容を行う場合は、理容師又は美容師の資格を有する者しか施術を行うこと
ができないものであり、その実施に当たっては、理容所又は美容所と同様に衛生措置を講ずる
必要があります。

○この様な状況において、さらに実務経験５年以上等の条件を設けて禁止することは困難です
が、引き続き、出張理容・出張美容の衛生や安全の確保を図ってまいります。

280215007 27年
10月27日

27年
11月9日

28年
2月15日

出張理美容
に関する規制
緩和（規制改
革会議第3次
答申を拝見し
て）

　私は出張調髪に個人のお宅にお伺いしてカットを行っている者で、もう５０年のキャリアがあります。
平成21年1月15日より年５回ほどお邪魔してご主人のカットをしているお宅があります。今回の規制緩
和の答申を拝見して、どうしたら訪問している消費者が喜んでいただけるか考えてみました。
　出張理美容の厚生省課長通達「出張理美容は開設者が相応しているのが望ましい」とされていた
が、このたびの通達によると「出張理美容に関し誤解の生じないよう、地方公共団体に対し実施主体
と衛生管理に関する過去の通知の周知徹底」となっておりますが、実際出張に行っている現場からの
声として出張調髪は消費者の立場を考えてあげると　≪店舗にて営業されている方がベスト≫　と思
います。
「免許を持っていればよい」から　≪実働5年以上（管理理美容師免許取得者）の実績のある現役の方
≫　と仕分けしていただきたい。管理理美容師免許はお客様（消費者）を施術するうえで、安心安全の
ためにできた免許です。介護施設等に出張理美容師を斡旋している会社で募集されている理美容師
は休眠理美容師が多いとお聞きしております。
　高速バスの件もありますが、事故を起こしてから規制を変えるのでなく、現状としてわかりうる事故を
無視しての改革は避けなければいけないと考えます。対象となる消費者のわからない危険を避けてあ
げるのが行政改革ではないでしょうか。事故が発生したとき改革された委員の方が責任を取られるの
ですか。それでは消費者がかわいそうです。
技術のみでなく接客を含めすべての面で対応できる技術者を派遣することを、つまり実績のある理美
容師の方を消費者の方も望んでいるはずです。規制改革も大変と思いますが、きめ細やかに消費者
目線で検討会をされてください。

個人
厚生労
働省

○理容師法第６条の２の規定により、理容師は、理容所以外において、
その業をしてはならないとされ、同条ただし書きにより、政令で定める特
別な事情がある場合はには、理容所以外の場所においてその業を行う
ことができることとされています。

○同様に、美容師法第７条の規定により、美容師は、美容所以外にお
いて、その業をしてはならないとされ、同条ただし書きにより、政令で定
める特別な事情がある場合はには、美容所以外の場所においてその
業を行うことができることとされています。

○理容師法第６条の２及び美容師法第７条に定める「特別な事情があ
る場合」については、それぞれ、理容師法施行令第４条及び美容師法
施行令第４条に規定されています。

理容師法第６条
の２
理容師法施行令
第４条

美容師法第７条
美容師法施行令
第４条

対応不可

○規制改革実施計画（平成２７年６月３０日閣議決定）に基づく対応については、出張理容・出
張美容に関する通知の運用に関して誤解が生じているためと考えられるため、これまでの通知
に基づく運用が適切に行われるよう改めて周知徹底を図ることとしたものです。

○理容及び美容の施術については、理容師法第６条の２及び美容師法第７条に基づき、それぞ
れ理容所又は美容所で行わなければならないこととされ、出張理美容業務については、理容師
法第６条の２及び美容師法第７条のただし書きに定める「特別な事情がある場合」に限り認めら
れています。

○出張理容・出張美容を行う場合は、理容師又は美容師の資格を有する者しか施術を行うこと
ができないものであり、その実施に当たっては、理容所又は美容所と同様に衛生措置を講ずる
必要があります。

○この様な状況において、さらに実務経験５年以上等の条件を設けて禁止することは困難です
が、引き続き、出張理容・出張美容の衛生や安全の確保を図ってまいります。

280215013 27年
10月29日

27年
11月18日

28年
2月15日

食品リサイク
ル法の定期
報告書の業
種区分の見
直し

【具体的内容】
　食品リサイクル法では、現在、食品製造業の16の業種区分に食品廃棄物等の発生抑制の目標値
が設定されているが、食品工場においては、同一工場において、複数の区分にまたがる商品を製造
するため、区分毎の計量が非常に困難である。現行法において区分されている「麺類製造業」「そう菜
製造業」「すし・弁当・調理パン製造業」「菓子製造業」とは別に、これらの区分を１つにまとめた区分を
新設するなど、総合食品メーカーの実情にあった業種区分に見直していただきたい。

【提案理由】
　食品リサイクル法では、食品廃棄物等の発生量及び食品循環資源の再生利用等の状況について
の報告が義務付けられており、食品関連事業者は、「業種区分ごとの食品残渣量」等を記載した定期
報告書を提出しなければならない。「業種区分ごとの食品残渣量」を把握する為には、残渣を「業種区
分」別に仕分けをし計量する必要があるが、同一の工場で複数の製品を製造している場合には、複数
の業種区分にまたがる食品残渣が混在して発生するため、その分別・計量に非常に困難と手間を要
している。例えば、レタスは、サラダとサンドイッチの原材料に使用され、下処理は同時に行われる
が、サラダは「そう菜製造業」、サンドイッチは「すし、弁当、調理パン製造業」に該当するため、廃棄す
る際に１日の製造の中でどちらの業種で発生したかを決めて、分別・計量している。また、野菜炒めを
惣菜と弁当に使用する場合には、同じ調理室で加工を行うが、業種区分が異なるため残渣を別々に
計量・管理しなければならない。
　実情に伴った区分とすることで、「業種区分」ごとの目標値が正しく把握され、食品廃棄物等の発生
抑制及び減量につながるとともに、工場での作業が減り、効率的な処理が可能となる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

財務省
厚生労
働省
農林水
産省
経済産
業省
環境省

食品リサイクル法では、再生利用等の推進を図るため、年間の食品廃
棄物等の発生量が100トン以上の食品関連事業者に対し、毎年、報告
することを求めています。
また、食品廃棄物等の発生や再生利用等の状況については、食品関
連事業者の業種等により差が見られることから、業種区分ごとの報告を
お願いしているところです。

食品廃棄物等多
量発生事業者の
定期の報告に関
する省令

現行制度
下で対応
可能

　食品廃棄物等の発生量等は、実測によって、把握いただくことが望ましいと考えますが、事業
の形態によっては、実測が難しい場合もあると承知しており、このような場合にあっては「食品廃
棄物等の発生量及び食品循環資源の再生利用等実施率に係る測定方法ガイドライン（農林水
産省及び環境省作成）」を参考に、年又は月に数回程度の実測を実施した上で営業日数、売上
高など食品廃棄物等の発生量と密接な関係をもつ値により業種区分ごとの数値を推計する方
法も可能としているところです。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280215020 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
2月15日

登録販売者
試験制度と従
事期間につい
て

本年度より第一類医薬品を除く医薬品が販売できる「登録販売者」の試験制度が変更となり、昨年ま
で必須であった月80時間以上（連続して12ヶ月以上）の実務経験が免除となった。
実務経験がなくても受験ができることは喜ばしことであるが、試験に合格後の従事期間に関して大き
な問題があると考える。
試験に合格後、2年間（月80時間以上）の実務証明ができない場合、1人で販売できない（見習い扱
い）弊害がある。
これでは人の生活に密着した医薬品を多くの店舗にて展開するには非常にハードルが高い。
試験に合格したことが、十分な知識を有したことと認められたことになるため、実務経験は排除してい
ただきたい。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

厚生労
働省

第2類医薬品及び第3類医薬品のみを販売する店舗の販売業者は、そ
の店舗を、自ら又はその指定する者に実地に管理させなければならな
いとしています。その管理を行う者は、店舗販売業等において、薬剤師
又は登録販売者の管理及び指導の下に過去5年間のうち2年間の経験
を積んだ者としています。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律第28条、
医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律施行規則
第140条

対応不可

登録販売者制度の実効性を確保するとともに、医薬品販売における安全性を確保するため、受
験資格としての実務経験を廃止する一方で、医薬品販売に関係する知識の取得した者が適切
な相談・情報提供が行えるよう指導者の下で２年の経験を積む省令改正を行い、平成27年４月
から施行しています。
医薬品は、その効能・効果とともにリスクも併せ持ち、適切な情報を伴って始めて医薬品として
の有用性を発揮するものである一方、関係する情報は日々変化するとともに、購入する需要者
の背景情報や症状等は多様です。一般用医薬品は薬剤師、登録販売者から適切な情報提供
が行われ需要者が選択し使用するものであり、適切に情報提供ができるよう、一定の経験を有
した者が医薬品を販売している店舗にいるようにしているものであり、ご提案の内容を認めるこ
とは困難です。

280215021 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
2月15日

薬機法(旧薬
事法）の一部
規制緩和につ
いて

①一般用医薬品の販売方法及び情報提供方法を緩和し、営業時間内での店舗における有資格者の
常駐を緩和していただきたい。
②現在、店舗において一般用医薬品を販売する場合、販売時間内において薬　　剤師及び登録販売
者又はそれぞれの管理・指導のもとでの一般従事者による対面での販売・授与が義務付けられてい
る。
また、一般用医薬品を販売・授与する営業時間内は、薬剤師又は登録販売者が常駐していなければ
ならない。
これらの規制により、店舗ごとに数名の有資格者が必要となり、人員確保の困難さから医薬品を取り
扱う店舗の拡大や24時間販売可能な店舗での設置が難しい状況にある。
店舗に有資格者を１名配置すれば、一般従業者への管理・指導を含め、日常的な店舗運営、販売管
理は対応可能であると考える。
また、店舗において有資格者が不在である場合においても、別の場所の有資格者がテレビ電話等で
購入者に情報提供を行うことは可能である。
加えて、インターネット販売が解禁されており、対面型ではない情報提供が既に行われている。
以上の理由から、店舗において常時有資格者を配置する必要はないと考えられる。
本要望の実現により、一般用医薬品を24時間取り扱う店舗が増大し、消費者の利便性向上に資する
ものと考える。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

厚生労
働省

薬局開設者、店舗販売業者又は配置販売業者は、第一類医薬品は薬
剤師に、第二類医薬品及び第三類医薬品は薬剤師又は登録販売者に
販売させ、又は授与させなければなりません。
薬局開設者、店舗販売業者は、店舗による販売又は授与以外の方法
により、配置販売業者は配置以外の方法により、それぞれ医薬品を販
売し、授与し、又はその販売若しくは授与の目的で医薬品を貯蔵し、若
しくは陳列することが出来ません。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律第37条第
１項、第36条の9

対応不可

一般用医薬品については、需要者の選択により使用されるものであることから、不適切な使用
による重篤な健康被害等の発生を可能な限り防止するため、販売・授与の際に、リスク区分に
応じて薬剤師・登録販売者による一定の関与を義務付けています。
このため、実店舗又はインターネット販売の別を問わず、店舗において適切に保管・管理されて
いる医薬品を、当該店舗に勤務する薬剤師・登録販売者が、必要な情報提供等を行った上で販
売・授与する仕組みを講じているものであり、ご提案の内容を認めることは困難です。

280215022 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
2月15日

管理医療機
器販売業申
請の規制緩
和について
※管理医療
機器販売業
申請の簡易
化

①保健所ごとで異なるフォーマットと提出先の統一化及びチェーン本部としての申請を可能としていた
だきたい。
②お客様への使用に伴う説明等が必要のない商品、また、使用によるリスクが比較的低いとされる商
品においても、取り扱う際に管理医療機器販売業申請が必要になっている。
例として、現在、「家庭用」救急医療用具バンドエイド「キズパワーパッド」を一部店舗にて取り扱ってい
る。
しかしながら、申請時は保健所ごとにフォーマットと提出先が異なっており、取り扱いが可能になるま
での手続きの負担が大きく、取扱店舗が限られている状である。
申請には、店名、住所の他にも営業所の構造（建物の造、床の造、面積）や営業所の平面図の提出、
売り場陳列位置の記載が必要となるため、準備に手間がかかっている。
③チェーン本部としての申請が可能になることで、より多くの店舗での迅速な取り扱いが可能になる
等、取り扱い店舗の管理が容易になると考える。
＜要望が実現した場合の効果＞
・機能性の高い商品への要望が高まっている中で、お客様ニーズに対応した商品を各店舗にて取り
扱うことで、お客様の利便性の向上が図られる。
また、店舗移転や閉店・改装・オーナー交代等による一店一店の免許の管理、確認の負担が削減で
きるというメリットがある。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

厚生労
働省

①②③医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関
する法律（昭和３５年法律第１４５号。以下「法」という。）に基づき、管理
医療機器医療機器販売業・貸与業を行う場合は各都道府県知事、保健
所設置市長、特別区長等に対しその営業所ごとに管理医療機器販売
業・貸与業の届出を行う必要があります。
また、法施行規則第163条第2項に届出の様式が規定されており、同条
第第3項により平面図を添えなければならないこととされております。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律第39条の
３
医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律施行規則
第163条

①②事実
誤認

③対応不
可

①②届出様式は施行規則に基づいて国が定めているため、様式は統一されています。記入欄
については申請者がわかりやすくかつ的確な情報を記載していただけるよう、各自治体で工夫
しているものと認識していますが、必要事項が記載されていれば、原則として、都道府県等にお
いても手続の受付・審査を行うものと考えています。
なお、添付書類の様式については特段定められておらず、同様と考えます。

③御例示頂いている「キズパワーパッド」は無菌性を担保し、傷口に貼付することからその品
質、有効性及び安全性を確保するため，管理医療機器として指定しております。そのような医療
機器については営業所において貯蔵、保管等を適切に行わなければならないことから、取り扱
う営業所ごとに一定の設備基準に適合することが必要であり、確認のためには営業所ごとに平
面図を添えることが必要と考えております。
届出を受けつける都道府県等が営業所ごとに医療機器の貯蔵、保管等が保健衛生上の支障な
く適切に行えることを確認する必要性についてご理解頂きたいと存じます。

280215023 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
2月15日

管理医療機
器販売業の
届出制度の
緩和について
（体温計、エ
レキバン、キ
ズパワー）

①家庭用管理医療機器は保健所届出対象から除外する、又は一般医療機器への分類変更を検討い
ただきたい。
②医療機器は、高度管理医療機器・管理医療機器・一般医療機器とリスクに応じて分類され、コンビ
ニエンスストアでは最もリスクが少ない一般医療機器と管理医療機器の一部である家庭用管理医療
機器を取り扱っている。
家庭用管理医療機器は、店舗で取り扱うためには営業所（店舗）ごとに保健所へ届出を行うことに
なっている。
コンビニエンスストアで取り扱う家庭用管理医療機器（エレキバンやハイドロコロイド素材の傷パッド）
は、一般家庭でごく普通の生活で使われており、また、コンビニエンスストアでは販売什器１台程度と
在庫もごく少量である。
基準緩和されることにより、小売業者や保健所行政での業務効率化が図られると考える。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

厚生労
働省

①②医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関す
る法律（昭和３５年法律第１４５号。以下「法」という。）に基づき、管理医
療機器医療機器販売業・貸与業を行う場合は各都道府県知事、保健所
設置市長、特別区長等に対しその営業所ごとに管理医療機器販売業・
貸与業の届出を行う必要があります。
　医療機器の分類に関しては、法第２条第５項から第７項に高度管理医
療機器、管理医療機器、及び一般医療機器の定義が記載されており、
医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法
律第２条第５項から第７項までの規定により厚生労働大臣が指定する
高度管理医療機器、管理医療機器及び一般医療機器（平成十六年七
月二十日厚生労働省告示第二百九十八号。）の別表において指定され
ています。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律第２条第５
項から第７項及び
第39条の３
医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律第２条第５
項から第７項まで
の規定により厚
生労働大臣が指
定する高度管理
医療機器、管理
医療機器及び一
般医療機器

①②対応
不可

医療機器については、国際的なルールに基づき人体へのリスクに応じたクラス分類がなされて
おり、分類に応じた規制がなされています。
このうち、管理医療機器に該当する医療機器については、当該医療機器について適切な管理・
安全な製品の供給のため、販売等をしようとする者に対して都道府県知事等に対して届出を必
要としており、その営業所の構造設備基準や品質の確保等についての遵守事項を課していま
す。
ご指摘の管理医療機器に該当する医療機器は、リスクに応じて分類されたものであり、
一般家庭で使われていることや販売数量で判断するものではないことから、クラス分類を変更
することは困難です。
また、当該製品を販売しようとする者に対して、適切な管理等のために遵守事項等を求める観
点から、販売等に当たって届出義務を課す必要がありますので、ご理解いただきますようお願
いします。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280215024 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
2月15日

セルフメディ
ケーションとし
てのＯＴＣ医
薬品が、より
お客様へ浸
透するための
仕組み作りに
ついて

第4類医薬品（※）の新設、 又は、医薬部外品の拡大を検討いただきたい。
※一定の条件のもとに、薬剤師又は登録販売者がいなくても販売できる一般用医薬品の新しい分類
を想定している。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

厚生労
働省

疾病の治療や予防に使用されることが目的とされている物又は身体の
構造又は機能に影響を及ぼすことが目的とされている物は医薬品とし
て取り扱われ、人体に対する作用が緩和なものは医薬部外品として取
り扱われています。一般用医薬品については、許可を受けた薬局又は
店舗において、第一類から第三類までのリスク区分に応じて薬剤師又
は登録販売者が販売することになっています。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律第１４条、
第24条、第36条
の７、第36条の９

対応不可

医薬品は、一般的に有益な効果だけで無く副作用を併せ持つものです。医薬品として承認され
た成分は、単なる物質ではなく、その適正使用や安全性に関する情報を伴い、かつ薬剤師等の
複数の専門家が関与してはじめてその目的と機能を発揮するものであり、適切に使用されなけ
れば、健康被害が生じるおそれが高いものです。一般用医薬品については、需要者の選択によ
り使用されるものであることから、適正な使用により生じる可能性のある健康被害に加え、不適
切な使用による重篤な健康被害等の発生を可能な限り防止するため、販売・授与の際に、リス
ク区分に応じて薬剤師・登録販売者による一定の関与を義務付けています。
国民の安全性を確保する観点から、ご提案の内容を認めることは困難です。

280215026 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
2月15日

食品リサイク
ル法の定期
報告書の業
種区分の見
直しについて

①食品リサイクル法では、現在、食品製造業の16の業種区分に食品廃棄物等の発生抑制の目標値
が設定されているが、食品工場においては、同一工場において、複数の区分にまたがる商品を製造
するため、区分毎の計量が非常に困難である。現行法において区分されている「麺類製造業」「惣菜
製造業」「すし・弁当・調理パン製造業」「菓子製造業」とは別に、これらの区分を１つにまとめた区分を
新設する等、総合食品メーカーの実情にあった業種区分に見直していただきたい。
②現行法にてオリジナル商品を製造しているお取引先(食品製造業）では、「業種区分ごとの食品残渣
量」等を記載した定期報告書を提出している。
「業種区分ごとの食品残渣量」を把握するためには、残渣を「業種区分」別に仕分けをし計量する必要
があるが、同一の工場で複数の製品を製造している場合には、複数の業種区分にまたがる食品残渣
が混在して発生しており、その分別・計量に非常に困難と手間を要しているためである。
実情に伴った区分とすることで、「業種区分」ごとの目標値が正しく把握され、食品廃棄物等の発生抑
制及び減量に繋がるとともに、工場での作業が減り、効率的な処理が可能となる。
※分類することが困難な例
レタスは、サラダとサンドイッチの原材料に使用し下処理は同時に行うが、サラダは「惣菜製造業」、サ
ンドイッチは「すし、弁当、調理パン製造業」に該当するため、廃棄する際に１日の製造の中でどちら
の業種で発生したかを決めて、分別・計量している。
※分類作業が煩雑な例
野菜炒めを惣菜と弁当に使用する場合には、同じ調理室で加工を行うが、業種区分が異なるため残
渣を別々に計量・管理しなければならない。

(一社)日
本フラン
チャイズ
チェーン
協会

財務省
厚生労
働省
農林水
産省
経済産
業省
環境省

食品リサイクル法では、再生利用等の推進を図るため、年間の食品廃
棄物等の発生量が100トン以上の食品関連事業者に対し、毎年、報告
することを求めています。
また、食品廃棄物等の発生や再生利用等の状況については、食品関
連事業者の業種等により差が見られることから、業種区分ごとの報告を
お願いしているところです。

食品廃棄物等多
量発生事業者の
定期の報告に関
する省令

現行制度
下で対応
可能

　食品廃棄物等の発生量等は、実測によって、把握いただくことが望ましいと考えますが、事業
の形態によっては、実測が難しい場合もあると承知しており、このような場合にあっては「食品廃
棄物等の発生量及び食品循環資源の再生利用等実施率に係る測定方法ガイドライン（農林水
産省及び環境省作成）」を参考に、年又は月に数回程度の実測を実施した上で営業日数、売上
高など食品廃棄物等の発生量と密接な関係をもつ値により業種区分ごとの数値を推計する方
法も可能としているところです。

280215030 27年
10月30日

27年
11月18日

28年
2月15日

医療用医薬
品の情報を医
療関係者以
外に提供する
際の製品名
の表示･広告
の許可

（具体的内容）
一般国民を対象とした医薬品情報の提供に際して、一般名とともに製品名を用いる表示や広告がで
きるようにしていただきたい。
（提案理由）
一般国民を対象とした医薬品情報の提供にあたっては、製品名を用いず一般名を表示することになっ
ている。一方、医療関係者が患者に服薬指導をする際には製品名が用いられており、患者が医療用
医薬品の詳細情報を調査する場合には、都度、一般名を調べているケースもあり、不便で一般国民
の理解を妨げる原因となっている。日本では米国等とは異なり、医療用医薬品については、個別の製
品名による一般国民への広告を規制しているが、医療従事者などを対象とした専門誌や学会誌には
製品名を掲載可能です。保険薬局において、医師から処方された「銘柄名処方」（商品名）を後発医薬
品に「変更調剤」することもおこなわれている現状で、製品名の表示を規制することは、意味がなくなっ
てきていると思われる。

日本バイ
オ産業
人会議

厚生労
働省

　医薬品等適正広告基準（S55.10.9薬発第1339号各都道府県知事あて
厚生省薬務局長通知）は医薬品等の広告が虚偽、誇大にわたらないよ
うにするとともにその適正を図ることを目的としており、医療用医薬品に
ついては、医薬関係者以外の一般人を対象とする広告は行わないもの
とされています。
　また、（「薬事法における医薬品等の広告の該当性について」
（H10.9.29医薬監第148号都道府県衛生主管部（局）長あて厚生労働省
医薬安全局監視指導課長通知））において顧客を誘引する意図が明確
ではないものは広告には該当しないと整理しています。
　一方、「患者向医薬品ガイド」は、患者等が医療用医薬品を正しく理解
し重篤な副作用の早期発見等に供されるように広く国民に対して提供さ
れるものであり、「患者向医薬品ガイドの作成要領」について（H17.6.30
薬食発第0630001号）により、患者向けの情報提供資材の作成方法が
示されており、製品名（販売名）を明記することとしています。

医薬品等適正広
告基準第３の５、
「患者向医薬品ガ
イドの作成要領」
（H17.6.30薬食発
第0630001号）

現行制度
下で対応
可能

広告に該当しない（顧客誘引性のない）情報提供（例えば医薬品の適正使用を目的とした患者
向医薬品ガイドなど）においては、具体的な製品名を用いることは可能です。 △

280215032 27年
10月31日

27年
11月18日

28年
2月15日

処方箋の電
子化

【提案の具体的内容】

・処方箋の交付も、eー文書法の適用対象とし、電子化に向けたスケジュールとＫＰＩの更なる明確化を
行うため、所要の法令改正を行う。

【提案理由】
・e-文書法の適用対象外であり、電子的な交付が認められない。ＩＴ戦略本部の棚卸結果によれば、
交付者を明らかにすること、内容の真正性を確保することといった規制の目的(医師の記名押印又は
署名を必要としていること)が電子媒体でも満たされるのであれば制度を見直す余地があるとされてい
る。電子媒体で十分その両点を満たすことは可能である。
・施策を行った場合のメリットは、患者によるＰＨＲの推進、蓄積された情報の2次利用等による医療の
高度化、保険請求事務等の精緻化ができる。

・なお、当連盟はＩＴ利活用を進めるための新たな法制度を提案しており、その中で確実に本件も対応
すべき。
http://jane.or.jp/topic/detail?topic_id=458

(一社)新
経済連
盟

厚生労
働省

民間事業者が行うこととされている書面の保存、交付等については、民
間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関
する法律（平成十六年法律第百四十九号）に基づく厚生労働省の所管
する法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等における情
報通信の技術の利用に関する省令（平成十七年厚生労働省令第四十
四号）において、電磁的手法で保存等が可能である書面や電磁的手法
で行う場合に遵守するべき事項が規定されているところですが、現時点
で処方せんはこの対象とされていません。
このため、厚生労働省の検討会等において、処方せんの電子化にあた
り必要な環境整備等について、検討を行っています。

厚生労働省の所
管する法令の規
定に基づく民間
事業者等が行う
書面の保存等に
おける情報通信
の技術の利用に
関する省令（平成
十七年厚生労働
省令第四十四
号）第3条、第4
条、第10条、第11
条　等

対応 各種法令を遵守しつつ、患者の利便性の向上や安全確保に資する形で電子処方せんの導入を
図るべく、今年度までに所要の法令改正を行い、e-文書法の適用対象とします。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280215034
27年
11月1日

27年
12月9日

28年
2月15日

出張理容美
容サービスの
実施主体に
関して一定の
条件を望みま
す

どのような人が（理容師、美容師）実施主体になるのか
これまでは開設者が望ましいという１文が削除され、改革では開設者に限らないとされているが、有資
格者であっても長く実務に携わっていないペーパー理容師や、または資格を取得したばかりの未熟理
容師が、衛生面、技術面で設備の整っていない環境、不慣れな出張先で果たして、安全、安心でかつ
スピードある技術サービスが提供できるのか。
衛生的設備や器具備品の消毒は誰が監督や確認するのか当該地域の保健所が管轄の範囲での事
業者行えるほうが感染症に対する防備や情報の受発信の面で極めて有効で不可欠と考える地域に
根ざしたサービスは地元の消防団のようにいざというときに力を発揮する。
また防災や緊急事態のときに地域密着型の実施主体を常に活用しているほうが望ましいのではない
か

個人
厚生労
働省

○理容師法第６条の２の規定により、理容師は、理容所以外において、
その業をしてはならないとされ、同条ただし書きにより、政令で定める特
別な事情がある場合には、理容所以外の場所においてその業を行うこ
とができることとされています。

○同様に、美容師法第７条の規定により、美容師は、美容所以外にお
いて、その業をしてはならないとされ、同条ただし書きにより、政令で定
める特別な事情がある場合はには、美容所以外の場所においてその
業を行うことができることとされています。

○理容師法第６条の２及び美容師法第７条に定める「特別な事情があ
る場合」については、それぞれ、理容師法施行令第４条及び美容師法
施行令第４条に規定されています。

理容師法第６条
の２
理容師法施行令
第４条

美容師法第７条
美容師法施行令
第４条

事実誤認

○本年６月３０日に閣議決定された「規制改革実施計画」において、「出張理容・出張美容に関
して、誤解が生じないよう実施主体や衛生管理に関する過去の通知について、地方公共団体に
対し改めて周知徹底する。」ことが決定されましたが、通知に変更はなく、御要望にある「開設者
が望ましいという１文が削除され」とある部分は事実と異なります。

○出張理容・出張美容が適切に実施されるよう、平成２８年２月開催予定の全国生活衛生・食
品安全関係主管課長会議において、各自治体に対する説明等を行う予定です。

280215035
27年
11月1日

27年
12月9日

28年
2月15日

労働契約や
職業紹介にお
ける労働条件
の明示として
の書面交付
義務の見直し

【提案の具体的内容】
労働契約や職業紹介における労働条件の明示としての書面交付義務について見直し、適宜電子署
名を活用することを含めて電磁的方法による交付を認めることとする。

【提案理由】
現在、ＩＴを活用したコミュニケーションは世の中に浸透しており、情報提供や契約締結等にも非対面
による多様な方法が認められることが必要である。
ＩＴ戦略本部が行った『法令上オンライン不可の手続き棚卸し結果』での関係省庁の回答によれば、労
働契約における書面交付は、記載内容や署名等に関する真正性の確保が困難との理由である。しか
しながら、電子署名を活用して真正性を確保することは可能であり、また多くの分野で実施されてい
る。また、職業紹介における書面交付の場合は、電子メールは本人が署名又は押印した私文書のよ
うな効力を法的に認められていないということが理由になっている。したがって、少なくとも電子署名付
きであれば電磁的方法による交付を否定する理由はない。なお、米国では、連邦エビデンス規則に
よって、電子メールも含めて書面としての資格を持つことが明示されている。

なお、日本再興戦略では、『対面・書面交付原則を転換し、「原則ＩＴ」をルール化する』ことが閣議決定
されているので、上記の見直しは必須である。

また、当連盟は、日本再興戦略において言及されている『ＩＴ利活用を推進するための新たな法制上の
措置』に係る具体的な提案を行っており、本件もこの一環として行われるべきと考える。
http://jane.or.jp/topic/detail?topic_id=458

(一社)新
経済連
盟

厚生労
働省

（労働契約部分）
　労働条件の明示の方法については、労働基準法第15条第１項及び労
働基準法施行規則第5条により、賃金や労働時間等に関する事項が明
らかとなる書面の交付によることとされており、電磁的方法による交付
は現行法令上認められておりません。

（職業紹介部分）
　職業紹介に当たっては、求職者に対し、その者が従事すべき業務の
内容及び賃金、労働時間その他の労働条件を明示しなければならない
こととしています。
　賃金、労働時間等の基本的労働条件の明示に当たっては、書面の交
付の方法の他に、書面の交付を受けるべき者が電子メールを利用する
方法を希望した場合には電子メールを利用する方法を定めています。

（労働契約部分）
労働基準法第15
条第１項
労働基準法施行
規則第5条

（職業紹介部分）
職業安定法第５
条の３
職業安定法施行
規則第４条の２第
２項

（労働契
約部分）
検討に着
手

（職業紹
介部分）
現行制度
下で対応
可能

（労働契約部分）
　平成２７年２月１３日に労働政策審議会においてとりまとめられた「今後の労働時間法制等の
在り方について（報告）」において、　「労働者が希望する場合には、①ファクシミリの送信、②電
子メールの送信（当該労働者が記録を出力することにより書面を作成できるものに限る。）によ
り明示することを認める方向で検討を継続することが適当である」・「以上について、法案成立
後、改めて審議会で検討の上、所要の省令改正を行うことが適当である」旨が盛り込まれてお
り、労働基準法等の一部を改正する法律案の成立後、報告に基づき、具体的な検討を行ってま
いります。

（職業紹介部分）
　現行制度で、電子メールを利用する方法も可能としています。

厚生労
働省

調剤された薬剤、薬局医薬品及び要指導医薬品の販売又は授与にあ
たっては、薬剤師が対面で情報提供及び薬学的知見に基づく指導等を
行わなければならないとされています。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律第４条第５
項第２号及び第３
号、第９条の３、
第３６条の４及び
第３６条の６

対応不可

　調剤された薬剤は、人体に対する作用が著しく、重篤な副作用が生じるおそれがあること、医
師等の処方箋により特定人の特定傷病にのみ用いられるものであること等から、その適正な使
用を徹底するため、薬剤師が対面により、書面等を用いて必要な情報を提供し、薬学的知見に
基づく指導を行うことが必要です。
　薬局医薬品は、その効能・効果等において人体に対する作用が著しく、重篤な副作用を生じる
おそれがあること等から、その適正な使用を通じて国民の生命及び健康を確保するため、調剤
された薬剤を患者等に販売又は授与する際に、その場所で薬剤師が対面により患者等に対し
て必要な情報提供、薬学的知見に基づく指導等を行う必要があります。
　要指導医薬品は、製造販売の承認の申請の際、既に製造販売の承認を与えられている医薬
品と有効成分、分量等が明らかに異なるものとされた医薬品等であって、製造販売承認後の安
全性調査の調査期間が経過していないものです。当該調査期間中、専門的知識のない一般の
需用者が使用する中で、これまで予見されていない副作用が発生しうることから、当該医薬品
の適正使用を徹底する薬剤師が対面により患者等に対して必要な情報提供、薬学的知見に基
づく指導等を行うことが必要となります。
　以上より、本規定は国民の安全を守るための制度であり、本提案を実施することは困難です。

280215036
27年
11月2日

27年
12月9日

28年
2月15日

薬局医薬品
及び要指導
医薬品の対
面規制の撤
廃

【提案の具体的内容】
１．処方箋薬、薬局医薬品、要指導医薬品に係る対面規制の削除　（第9条の3第1項、第36条の4第1
項、第36条の6第1項）
２．「要指導医薬品」というカテゴリーの撤廃（第4条第5項4号等）

【提案理由】
１．要指導医薬品という制度自体が持つ問題について
　改正薬事法において、「要指導医薬品」は、「効能及び効果において人体に対する作用が著しくない
ものであって、薬剤師その他の医療関係者から提供された情報に基づく需要者の選択により使用さ
れることが目的とされているものであり、かつ、その適正な使用のために薬剤師の対面による情報の
提供及び薬学的知見に基づく指導が必要なもの」とされている。しかしながら、この要指導医薬品制
度は、一部の一般用医薬品のインターネット販売を合理的根拠無く禁止するための制度であり、不当
である。この制度を作る前に厚生労働省によって開催された、「スイッチ直後品目等の検討・検証に関
する専門家会合審議会」においては、「スイッチ直後品目はリスクが不明であるからネット販売をすべ
きでない」「ネットは危険だから対面で販売すべき」等、およそ合理的とはいえない議論が繰り広げられ
た。本来であれば、ネット販売であれ店頭販売であれ、各医薬品ごとに具体的にどのようなことに気を
つけて販売すべきなのか、それは使用者と対面しなければ本当に実現できないことなのか等、一つ一
つ検証して、具体的な販売方法のあり方を検討すべきであったにもかかわらず、最後までそのような
検証はなされず、各々の医薬品について対面でなければ販売できない具体的かつ合理的な根拠も示
されることがなかった。

２．処方せん医薬品含めた薬局医薬品について
医療用医薬品は、医者が交付した処方箋に基づくもの。規制をする立法事実があるのかきわめて疑
問。

なお、日本再興戦略では、『対面・書面原則を転換し、「原則ＩＴ」をルール化する』ことが閣議決定され
ており、対面と比べて安全性確保ができないという非合理な理由により対面規制をかけているのは閣
議決定の趣旨に違反する。当連盟は、日本再興戦略で言及のあった『ＩＴ利活用を推進するための新
たな法制上の措置』に係る具体的な提案を行っており、本件もこの一環として対応するべきである。
http://jane.or.jp/topic/detail?topic_id=458

(一社)新
経済連
盟



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280215037
27年
11月2日

27年
12月9日

28年
2月15日

労働者派遣
契約の締結
における書面
記載という書
面原則の撤
廃

【提案の具体的内容】
労働者派遣契約の必要契約事項について契約当事者に対して書面に記載させることとしていることに
ついて、電磁的手段でもよいこととする。

【提案理由】
2015年5月に内閣官房ＩＴ総合戦略室が明らかにした『法令上オンライン不可の手続き棚卸し結果』に
おける厚生労働省の回答によれば、書面記載の趣旨は、『派遣契約の内容を明確化し、派遣労働者
の保護等をはかるため』とある。内容の明確化ということであれば、ＩＴを活用したコミュニケーションに
おいても劣ることはなく書面に限定する合理的な理由はない。
　日本再興戦略では、『対面・書面原則を転換し、「原則ＩＴ」をルール化する』と閣議決定されており、
その趣旨に上記の制度は反している。

　なお、当連盟では、日本再興戦略に言及のあった『ＩＴ利活用を推進するための新たな法制上の措
置』に係る具体的な提案を行っており、本件もその一環として整備すべきである。
http://jane.or.jp/topic/detail?topic_id=458

(一社)新
経済連
盟

厚生労
働省

　労働者派遣法では、労働者派遣契約の当事者は、当該労働者派遣
契約の締結に際し、派遣労働者が従事する業務の内容等の契約の内
容を書面に記載しなければならないこととしています。

労働者派遣事業
の適正な運営の
確保及び派遣労
働者の保護等に
関する法律第26
条、
労働者派遣事業
の適正な運営の
確保及び派遣労
働者の保護等に
関する法律施行
規則第21条第３
項、第４項

検討を予
定

 労働者派遣契約に定める事項は、業務内容、就業場所等の基本的な事項であり、就業条件等
が不明確なことによる紛争の未然防止のためには、契約の内容を書面に記載することが適当で
す。
 しかし、労働者派遣法の見直しの際、労働者派遣契約を書面によることを維持すべきか否かに
ついても、他の制度における取扱いも考慮しつつ検討します。

280215038 27年
11月2日

27年
12月9日

28年
2月15日

企業主体によ
る未承認機器
の性能評価・
性能確認や
臨床研究を医
療機関に委
託できる制度

・規制の現状
　医師主導の臨床研究については、「臨床研究に用いられる未承認医療機器の提供等に係る薬事法
の適用に関する考え方」（平成22年3月31日薬食発0331第7号）において、医師等からの求めに応じて
企業等が未承認医療機器を提供等するという臨床研究の形態について、薬事法の適用に関する考え
方が示され、「薬事法の適用範囲を明確にするQ&A（平成23年3月31日薬食監麻発0331第7号） が発
行されており、今後とも周知等に努めるとされている。
一方、企業主導での臨床研究は、薬事承認の取得を目的とすることが前提とされるため、試験結果の
信頼性確保や被験者の安全性確保等の観点から、GCP省令に従って薬事法の承認申請に求められ
る臨床試験を実施する必要があるとされている。
GCＰ以外で企業が主体的に実施する臨床研究の枠組みはない。

・要望理由
　頻繁に改良・改善が行われる医療機器においては、絶えず迅速な改良・改善の評価が必要であり、
また、開発には、開発企業からの発想・提案が不可欠である。そのため、医師が主体的に実施する臨
床研究・評価の枠組みだけでは不十分であり、医療機器のリスク度によっては（低リスク機器では）企
業主導で迅速な開発・実地投入がなされるべきである。今回の医療機器法でも、医療機器の特徴を
踏まえての「リスクに応じた」規制の構築が主旨となっている。欧米においては企業責任による医療機
器開発の枠組みは存在し、開発、実用化が進んでいる。（米：IDE）

・効果
　医療機器開発が効率的に行え、トータルでの開発期間の短縮、開発費用の削減が見込まれ、事業
としての予見性が高まる。特にリスクの低い医療機器の改良・改善、開発が活性化される。

(一社)電
子情報
技術産
業協会

厚生労
働省

医療機器の製造販売をしようとする者は、品目ごとにその製造販売に
ついて、承認又は認証を受けるか、製造販売する旨を届け出る必要が
あります。また、承認又は認証にあたっては、臨床試験の試験成績に
関する資料等を添付することになります。
医師・歯科医師が実施する臨床研究について未承認医療機器を提供
することについては、薬事法の適用についての考え方が示されていま
す。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律

現行制度
下で対応
可能

ご提案の件がどのような事例を想定しているか不明ですが、企業による改良・改善を含む医療
機器の開発については、当該製品の上市のために製造販売承認／認証を目指して試験を実施
するものであることから、その申請書に添付する臨床試験の試験成績に関する資料は、医療機
器の臨床試験の実施に関する基準（GCP）を遵守して収集、作成していただくことになります。こ
のような臨床試験は治験となりますが、これは米国のIDE（Investigational Device Exemption）と
類似のものになります。
また、企業の発想・提案を受け、医師が主体的に臨床研究を行う場合においては、御指摘の通
知の考え方が適用されますので、疑義がある場合は個別に監視指導・麻薬対策課に相談してく
ださい。
なお、ご指摘の通り、製造販売にあたっては、承認、認証、届出という異なる仕組みを設けてお
り、引き続き、医療機器のリスクに応じた規制の運用を行っていきます。

280215039 27年
11月2日

27年
12月9日

28年
2月15日

ロボット技術
を用いた医療
機器の医薬
品・医療機器
法における規
制の更なる明
確化による製
品開発の活
性化や産業
育成

・規制の現状
　今回改正後の医薬品・医療機器法においても、ロボット技術を用いた医療機器に関する規格や運用
が明確になっていない。（医療機器開発ガイドライン／次世代医療機器評価指標においてもまだ記載
されていない。）

・要望理由
　医療・介護現場において使用が進んでいるロボット医療機器（「機能改善治療用ロボット」「手術ロ
ボット」「介護ロボット」「車いすロボット」「微小ロボット（マイクロマシン）」「患者ロボット」等）は、医療・
介護の支援、患者負担の低減、医療の高度化、医療の効率化等の面において期待されているが、規
格や運用が明確になっていない。「ロボット革命実現会議」、「ロボット革命イニシアティブ協議会」、
「介護ロボット普及推進事業」 等、国の政策・施策等においても推進されているところであり、医療・介
護現場に合った利用・普及が図れる規制、運用が必要である。（特に、「介護ロボット」に関しては法的
に明確な定義が存在せず、医薬品・医療機器法における該当性を明確にする必要がある。）
また、承認・審査の迅速化や介護保険対象機器の追加手続きでの弾力的運用等も必要である。

・要望が実現した場合の効果
　将来に向けロボット医療機器開発の活性化や産業育成に繋がる。

(一社)電
子情報
技術産
業協会

厚生労
働省

「疾病の診断、治療、又は予防に使用されることが目的とされている機
械器具等」は医療機器として規制を受けます。その該当性については、
個別の品目においてその機能や目的等を見て総合的に判断されます。
また、医療機器の製造販売にあたっては、医療機器のリスクに応じて、
承認、認証又は届出が必要になります。

また、介護保険の居宅サービスの福祉用具貸与（購入）事業について
は、給付対象となる福祉用具の種目を定めています。
この給付対象種目の見直しについては、昨年度までは介護保険の制度
改正の時期に合わせて３年に１度としていましたが、今年度から要望の
受付や、見直しについて議論する介護保険福祉用具・住宅改修評価検
討会（見直しについて議論）の開催を随時行っており、弾力的な運用へ
と見直したところです。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律（第二条、
第二十三条の二
の五）

現行制度
下で対応
可能

　医療機器は医薬品医療機器法において「疾病の診断、治療、又は予防に使用されることが目
的とされている機械器具等であって政令で定めるもの」と定義されているため、これらを目的と
せず介護のために用いられるものは医療機器には該当しません。　一方、「介護ロボット」という
名称ではあるが一部機能において疾病の治療等を目的とする機能がある等の製品について、
医療機器の該当性について疑義がある場合は、個別の品目について都道府県の薬務課等に
おいて相談を行っていますので、活用して下さい。
　ロボット技術を用いた医療機器については、その承認に当たって安全性、有効性を評価する
必要があります。技術開発の著しいロボット技術に関して厳格な基準等を定めることは難しいで
すが、これまでに、軟組織に適用するコンピュータ支援手術装置や活動機能回復装置などにつ
いて評価のポイント等を取りまとめて公表しており、開発の効率化や審査の円滑化を図っていま
す。
　また、医療機器の開発に当たっては、品目ごとの特徴等を踏まえて必要な試験や臨床試験の
計画を立てる必要があることから、独立行政法人医薬品医療機器総合機構(PMDA)で実施して
いる相談制度の活用をご検討ください。
　なお、ロボット技術を利用したものを含む新医療機器については、標準的な総審査期間を、通
常審査品目については14カ月、優先審査品目については10カ月とすることを目指し、審査に取
り組んでいます。
　加えて、介護保険対象機器の追加手続の弾力的運用については、「制度の現状」欄に記載し
たとおり、今年度から既に弾力的な運用に見直しを行っております。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280215042 27年
11月2日

27年
12月9日

28年
2月15日

社会保険関
連事務を業と
して行う場合
の要件緩和

資本関係のあるシェアードサービス企業が、社会保険労務士法第二条に掲げる事務を業として行うこ
とを可能にする法改正あるいは緩和適用等の特例措置。
昨今のビジネスアウトソーシングあるいはシェアードサービス化の潮流の中で、ある企業の給与計算
業務を別の企業が実施するケースが増えているが、社会保険関連業務に関しては上記法の規制によ
り、社会保険労務士あるいは社会保険労務士法人でない者は受託できないこととなっており、給与と
一体不可分である社会保険業務をあえて別の社会保険労務士に委託せざるを得ない状況となってい
る。
資本関係のない企業間での業務委託は現行法制の枠組みに従うことで違和感はないが、同企業グ
ループ内でシェアードサービス会社を設けている場合は、その企業グループ内の社会保険業務はそ
の特定企業で担うことができれば、より専門機能に特化した形で会社組織を編成でき、社員サービス
の品質向上にも資すると想定されるため、この部分についての社会保険労務士法上の制約を例外的
に緩和して頂きたい。
社会保険実務を委託するために、あえて別の社会保険労務士法人を選定する必要もなくなり、社会
保険関連業務や給与計算業務等のシェアードサービス機能業務をより効率的に実施することが可能
になる。

(一社)電
子情報
技術産
業協会

厚生労
働省

社会保険労務士法第27条により、社会保険労務士又は社会保険労務
士法人でない者が、他人の求めに応じ報酬を得て、同法第２条第１項
第１号から第２号までに掲げる事務を業として行うことはできないことと
されています。

社会保険労務士
法第27条
社会保険労務士
法第２条第１号か
ら第２号

対応不可

社会保険労務士法第27条の趣旨は、複雑・多岐にわたる労働社会保険関係法令に基づく事務
を適正に遂行するためには、国家試験に合格し、実務経験によって専門的知識を習得する等に
より労働社会保険制度に通暁した資格者のみにその業務を行わせる必要があることから、社会
保険労務士又は社会保険労務士法人でない者が他人の求めに応じ報酬を得て業として行うこ
とを禁止しているものです。
よって、社会保険労務士及び社会保険労務士法人でない者に、他人の求めに応じ報酬を得て、
同法第２条第１項第１号から第２号までに掲げる事務を業として行わせることをできるようにする
ことは困難です。

○

280215043 27年
11月2日

27年
12月9日

28年
2月15日

過半数組合
のない会社の
就業規則の
作成・意見聴
取・届け出手
続きの簡素化

１．全社で同一の内容である就業規則の作成・意見聴取・届け出については、「（各事業場ではなく、
全社の）労働者の過半数を代表する者」からの意見聴取のみでこれを可能としていただきたい。
２．就業規則変更に際しては、1年毎に選出する社員代表への意見聴取で変更可能としていただきた
い。
就業規則が全社で同一である場合、現在は「全社規模の労働組合が存在」し、かつ「それぞれの事業
場の労働者の過半数がその労働組合の組合員である」場合に限り、本社で労働組合本部に意見聴
取すればよいが、これらの条件が満たされない場合は、事業場ごとに組合支部への意見聴取が義務
付けられている。
また、就業規則変更時には、その都度、社員代表を選出しなければならないことになっている。
近年、労働法関係の法改正が相次いでおり、製造業を中心とした集団型よりも、社員の働き方など個
別対応型への検討が増加している。それに伴い、「労使合意」を条件に柔軟な改定が認められつつあ
るが、「労使」の社員代表側は「過半数組合」に限定される傾向にある。労働組合の組織率は低下し
てきており、過半数組合が一部の大企業に集中しているため、「社員代表」への意見聴取が認められ
れば、過半数組合を持たない多数の企業が改正後の法律を活用できることになる。
また、社員代表の選出は1年毎に実施している企業が多いことから、都度の選出ではなく、1年間は、
選出された社員代表への意見聴取を可能としていただきたい。
過半数組合を持つ持たないに関係なく、全ての企業が公正な企業競争環境を確保できる。また、1年
間同一の社員代表に意見聴取をすることにより、社員代表側に使命感と責任感が芽生え、一貫性の
ある労働者側の意見を主張できる。

(一社)電
子情報
技術産
業協会

厚生労
働省

【１について】　就業規則を所轄労働基準監督署長に届け出るに当たっ
ては、同一企業であっても、事業場毎に意見聴取し、過半数代表者が
署名又は記名押印した意見書を添付することが法的に義務づけられて
います（労働基準法第90条第１項、労働基準法施行規則第６条の２第１
項、同条第２項、第49条）。
そのため、全社の過半数代表者のみが署名又は記名押印し、事業場
毎の過半数代表者の署名又は記名押印を省略するという取扱いは法
令に違反します。

【２について】就業規則を所轄労働基準監督署長に届け出るに当たって
は、同一企業であっても、事業場毎に意見聴取し、過半数代表者が署
名又は記名押印した意見書を添付することが法的に義務づけられてい
ます（労働基準法第90条第１項、労働基準法施行規則第６条の２第１
項、同条第２項、第49条）。
個々の就業規則の改正に際し、使用者が意見聴取を行う各時点におい
て、任期を定めて過半数代表に選出された者が事業場の全労働者の
過半数を代表していない場合には、なお使用者は労働基準法第90条の
義務を果たしたことにはならないと解されます。

労働基準法第90
条第１項
労働基準法施行
規則第６条の２
第１項、第２項、
第49条

対応不可

【１について】就業規則の作成・変更に当たって過半数代表者が署名又は記名押印した意見書
の添付を不要とすると、各事業場において真に使用者が過半数代表者に意見聴取をしたかを
担保できなくなり、事業場ごとの意見を無視した就業規則の変更・作成が行われるおそれがあ
るため、制度変更には慎重な対応が必要であると考えます。
【２について】就業規則変更毎の過半数代表者との意見聴取を省略してしまうと、任期を定めて
過半数代表として選出された者が意見聴取時点で、過半数代表者でない可能性があります。こ
の場合には、適切な過半数代表者に意見聴取をしたかを担保できなくなり、意見聴取時点での
事業場の意見を無視した就業規則の変更・作成が行われるおそれがあるため、制度変更には
慎重な対応が必要であると考えます。

280215045 27年
11月4日

27年
12月9日

28年
2月15日

外国人技能
実習制度の
実習期間延
長に伴う「短
期在留外国
人の脱退一
時金」の見直
し

【提案の具体的内容】
衆議院で閉会中審査となっている外国人技能実習制度の改正法案が成立し施行されれば、優良な管
理団体等の実習期間が3年から5年に延長されることとされている、これに伴い、技能実習生の厚生年
金の脱退一時金については、新制度における実習期間延長に対応したものとすべきである。

【提案理由】
　現行の技能実習生の脱退一時金は、厚生年金保険法附則第29条に基づき「日本国籍を有しない者
に対する脱退一時金」により支給されているが、支給額の計算において、支給率算定基礎の被保険
者期間は36ヶ月を上限としている。
　したがって、実習期間が５年に延長された場合、36ヶ月を超える被保険者期間に納めた保険料が掛
け捨てとなる。社会保障協定の非締結国の技能実習生にとって不利にならないように、支給率算定基
礎の被保険者期間を60ヶ月まで延長すべきである。
　要望が実現した場合、実習期間延長拒否といった懸念が払拭される。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

　我が国の年金制度は、国籍や滞在期間に関わらず等しく適用するこ
とを原則としています。
　滞在期間が短い外国人の場合、保険料納付が老齢給付に結びつき
にくいという点については、本来的には、社会保障協定の締結により加
入期間の通算を図ることで解決すべきものですが、社会保障協定が締
結されるまでの特例的な措置として外国人脱退一時金制度を設けてい
ます。
　外国人脱退一時金は、被保険者期間が６月以上ある外国人であって
老齢給付の受給資格を満たさない方に対し、３６月分を上限として支給
されるものです。受給した場合には、その算定の基礎となった期間は被
保険者期間でなかったものとなります。

厚生年金保険法
附則第２９条、国
民年金法附則第
９条の３の２

対応不可

　外国人脱退一時金は、加入期間を通算できるようにする社会保障協定が締結されるまでの
「当分の間」の暫定的・特例的な措置として設けられているものです。そのため、将来の廃止を
念頭に置きながら、社会保障協定の締結状況を踏まえつつ縮小する方向で検討を進めており、
拡充は考えておりません。
　なお、現在国会に提出されている外国人技能実習法案が成立すれば、技能実習生が最大５
年間日本に滞在できるようになりますが、技能実習生が５年間滞在するためには、３年経過時
に一時帰国することが前提となる予定であり、一定の場合には当該帰国時及び５年経過後の帰
国時に２回に分けて脱退一時金を請求することが可能です。

280215048
27年
11月5日

27年
12月9日

28年
2月15日

外国人臨床
修練制度の
規制改革

提案理由
臨床研修歯科医間の国際交流を計り、国際性豊かな歯科医師を育成すると同時に、本邦の優れた歯
科医療システムを世界へ供給（販売）するための礎となる歯科医師間の人脈を築く。

提案内容
当該法の臨床修練外国歯科医師（以下、当該歯科医師）の許可基準に規定される「３ 外国において
医師又は歯科医師に相当する資格を取得した後３年以上診療した経験を有すること。
本国等において業務に従事していた医療機関からの証明書（複数にわたる場合は個々に証明）」の資
格習得後経験年数3年以上を１年以上とし、但し、その業務の範囲を本邦の臨床研修歯科医師と同等
とする。

また、本提案の目的から、当該歯科医師の修練に限っては、修練施設指定を本邦の管理型または単
独型臨床研修施設のうち5年以上の指定実績をもつ医療機関とする。

民間企
業

厚生労
働省

○　外国医師等が行う臨床修練等に係る医師法第十七条等の特例等
に関する法律（昭和62年法律第29号。以下「臨床修練等特例法」とい
う。）第３条第１項第２号に基づき、医療研修を目的として来日した外国
歯科医師は、厚生労働大臣の許可を受けて、一定の条件の下、当該研
修において歯科医業を行うことが特例的に認められています。
○　臨床修練等特例法第３条第２項第３号において、外国において歯
科医師に相当する資格を取得した後３年以上診療した経験を有するこ
とが、臨床修練の許可の要件の一つとして規定されています。

外国医師等が行
う臨床修練等に
係る医師法第十
七条等の特例等
に関する法律（昭
和62年法律第29
号）第３条第２項
第３号

対応不可

○　医療の提供は、患者の生命・身体に直接影響を及ぼすものであることから、我が国で歯科
医業を行うためには、原則として、適切に医療を提供するために必要となる専門的な知識・能力
を確認するための歯科医師国家試験に合格し、歯科医師免許を取得しなければならない仕組
みとしています。
○　臨床修練制度は、この例外として、医療研修を目的として来日した外国歯科医師について、
その目的が十分に達成されるよう、我が国の歯科医師免許を有していないにもかかわらず、我
が国で歯科医業を行うことを特例的に認めるものです。
○　臨床修練の許可の要件の一つである、外国における診療経験年数については、このような
制度の趣旨に鑑み、医療安全を確保する観点からは、一般に、最低でも３年の実務経験を求め
る必要があるとされていることを踏まえ、３年以上の診療経験を求めているもので、このことは他
の職種に相当する資格についても同様です。従って、ご提案のように、臨床修練の許可の要件
である外国での診療経験年数を１年とすることは困難です。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280215049
27年
11月9日

27年
12月9日

28年
2月15日

労働者派遣
における就業
条件等の通
知手段の拡
大

【提案の具体的内容】
労働者派遣における就業条件の明示や派遣先・派遣労働者への通知等の方法として、ID・パスワード
の発行によるインターネット上での情報提供や、派遣元と派遣先による共有システム上での情報共有
等の手段を認める。

【提案理由】
労働者派遣法施行規則では、緊急の必要がある場合や派遣労働者が希望した場合等について書面
交付以外の方法を認めているが、手段は「ファクシミリ」と「電子メール」に限られている。より幅広く民
間において利用されている電子的手段を認めるべき。

政府は、日本再興戦略で、『対面・書面原則を転換し、「原則ＩＴ」をルール化する』ことを閣議決定して
いることからも、上記は早急に見直しが必要である。

なお、当連盟は、日本再興戦略で言及のあった『ＩＴ利活用を推進するための新たな法制上の措置』に
係る具体的な提案を行っており、本件もその中の一環として整備されるべきである。
http://jane.or.jp/topic/detail?topic_id=458

(一社)新
経済連
盟

厚生労
働省

　労働者派遣における派遣労働者に対する就業条件の明示の方法とし
ては、書面の交付の方法又は当該派遣労働者がファクシミリを利用して
する送信の方法若しくは電子メールの送信の方法を希望する場合には
これらの方法を定めています。
　また、派遣先への通知の方法としては、書面の交付の方法、ファクシ
ミリを利用してする送信の方法又は電子メールの送信の方法が定めて
います。

労働者派遣事業
の適正な運営の
確保及び派遣労
働者の保護等に
関する法律第34
条、第35条
労働者派遣事業
の適正な運営の
確保及び派遣労
働者の保護等に
関する法律施行
規則第26条、第
27条

対応不可

  労働者派遣法のおける派遣労働者に対する就業条件の明示や派遣先への通知は、労働条
件が不明確なことによる紛争の未然防止や労働者保護を目的として義務付けているものである
ことから、派遣元事業主の行為によって履行できる方法でなければなりません。制度目的に鑑
みれば、情報提供や情報共有等の手段ではなく、派遣労働者等の能動的行為を要しない書面
又は電子メールの交付等による手段とすることが適当です。

280215050
27年
11月10日

27年
12月9日

28年
2月15日

一般住宅・住
居を利用した
民泊の旅館
業法の適用
除外

【提案の具体的内容】
　宿泊施設が現に不足し、今後も宿泊施設の新設が見込めない地域において、一般住宅・住居（区分
所有建物を除く）にて年数回程度の民泊を実施する場合は、旅館業法等の適用外とする。
※民泊：一般の家庭が対価を受領して、家人が使用している家屋（住宅・住居）に宿泊希望者を宿泊
させるものであって、家人と同じ食事を提供するもの

【提案理由】
　地方では、期間限定のイベント開催時（祭り等）の観光需要に見合う宿泊施設機能を有さないため、
機会損失が生じている。
　本要望のとおり、一般住宅においても民泊が可能となれば、十分な宿泊施設を有しない地域におい
ても観光業の発展が見込まれるようになり、大規模なイベントやＭＩＣＥの招致も可能になる。また一般
家庭かつ家人が通常住んでいる家屋・住宅とし、かつ年数回程度と限定することで、旅館業法適用外
となる宿泊施設の際限ない拡大は防がれると考える。
　なお、2015年度規制改革実施計画において、「小規模宿泊業のための規制緩和①イベント等を実施
する際の「民泊」における規制緩和」が盛り込まれたが、「イベント開催時であって、宿泊施設の不足
が見込まれることにより、開催地の自治体の要請等により自宅を提供するような公共性の高いケー
ス」のみを旅館業法の適用除外にするとしており、適用如何の判断が曖昧であることから実際の適用
は煩雑かつ困難である。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

○旅館業法第２条に基づき、宿泊料を受けて、人を宿泊させる営業は、
旅館業（ホテル営業、旅館営業、簡易宿所営業、下宿営業）として位置
付けられ、同法第３条の規定により都道府県知事（保健所を設する市
の市長又は特別区の区長）の許可を受けなければなりません。

○なお、旅館業法上の「業」に当たるか否かについての解釈の一つとし
て、本年６月３０日に閣議決定された「規制改革実施計画」に基づき、７
月１日付け事務連絡により自治体に対してその解釈を示しています。

旅館業法第２条、
第３条

その他
○イベント時の民泊については、本年６月３０日に閣議決定された「規制改革実施計画」に基づ
き、７月１日付け事務連絡により自治体に対してその解釈を示したところですが、加えて、疑義
が生じないよう、自治体から寄せられる質問に対する回答をＱ＆Ａとして情報提供しています。

280215053
27年
11月12日

27年
12月9日

28年
2月15日

LL（ロングライ
フ）牛乳の製
造認可の審
査事項の見
直し

【具体的内容】
国内でLL牛乳を製造するためには、24項目の審査事項（食品衛生法）を満たし許認可を受ける必要
があり、その難しさからLL牛乳製造工場は数少ないのが現状です。この審査事項の中には、今の酪
農家、乳業メーカーの状況にそぐわない不合理なものがあり、中でも、審査事項１（１）「搾乳から処理
施設における受乳までの時間が48時間以内のもの」の項目は、見直しの必要性があると考えます。
現在の生乳の流通は、各酪農家の生乳が農協のクーラーステーションで合乳され、乳業メーカーに運
ばれていますが、乳業メーカーが個々の酪農家の搾乳日を把握することは困難です。また、現在はバ
ルククーラーの冷却、品質保持の機能が向上しており、時代に合わない事項と思われます。そのため
本審査項目の見直しを望みます。

【提案理由】
ＴＰＰ発効により海外から安い乳製品が流入し、国産の乳製品が厳しい局面を迎えると、加工向けで
の需給調整は将来的には転換を迫られることになると予想されます。現在、国内の需給調整は加工
向け（脱脂粉乳、バター）で行っていますが、LL牛乳が需給調整品目として有効であると思います。
しかし国内でLL牛乳を製造するためには、24項目の審査事項（食品衛生法）を満たし許認可を受ける
必要があり、その難しさからLL牛乳製造工場は数少ないのが現状です。この審査事項の中には、今
の酪農家、乳業メーカーの状況にはそぐわない不合理なものがあり、それらを見直す必要性があると
考えます。

㈱ММＪ
厚生労
働省

乳及び乳製品の成分規格等に関する省令（昭和26年厚生省令第52
号）別表二中（二）の（１）の３のa中に規定する常温保存可能品の認定
に係る手続については、「乳及び乳製品の成分規格等に関する省令の
一部改正について」（平成23年8月31日付け食安発0831第5号）中の別
添「常温保存可能品の認定に係る実施要領」別紙３「常温保存可能品
の審査事項」により、常温保存可能品の衛生確保の観点から必要と考
えられる24の審査項目に基づき、厚生労働省において審査していま
す。
なお、常温保存可能品の認定を受けようとする場合には、原則として、
食品衛生法第13条第1項に基づく承認を得るように指導しており、その
承認内容を地方厚生局に確認の上、速やかに認定を行うこととしており
ます。

乳及び乳製品の
成分規格等に関
する省令別表二
中（二）の（１）の３
のa

検討を予
定

「バルククーラーの冷却の向上」等を確認の上、48時間以上経過した生乳について、衛生状況
を確保するための「常温保存可能品の審査事項」の見直しを検討し、所要の通知の手当を行い
ます。
なお、見直しの検討に必要となる科学的なデータの収集については、事業者に協力を求めつ
つ、必要な場合には速やかに予算措置を講ずることとします。

△



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）
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検討
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280215078 27年
12月1日

28年
1月27日

28年
2月15日

化審法の少
量新規化学
物質確認制
度、低生産量
新規化学物
質に関する審
査の特例制
度における総
量規制等の
見直し

【提案の具体的内容】
　少量新規化学物質については、各社それぞれ年間１ｔ以下、低生産量新規化学物質については、各
社それぞれ年間１０ｔ以下とすべきである。また、確認の申出受付頻度は通常新規と同じ年１０回とす
べきである。
・もしも複数社から届出された場合の安全を担保するため、追加情報に基づきリスクに基づく合理的な
評価、判定をするしくみを導入することが考えられる。
　⇒例えば、ばく露情報の考慮、log Pow、生態毒性（一種）等の確認をすること等

【提案理由】
　化審法第３条第1項第５号および施行令第３条第２項、化審法第5条および施行令第４条により、「少
量新規、低生産量新規ともに国全体でそれぞれ１ｔ／年以下、１０ｔ／年以下」となっている。また、申出
受付頻度は、４半期に１度となっている。
要望理由としては、以下が挙げられる。
・複数社が同一物質に関して確認申請を行った場合、国による数量調整等により、必ずしも申請数量
どおりの製造・輸入許可が得られず、当該事業の予見性を損なっている。
・諸外国ではこのようなルールは一般的ではなく、日本企業の競争力を低下させている。
・事業者が事業機会を逃すことなく、かつ、競争力を高める観点から、申出受付頻度は、「４半期に１
度」から「１０回」に変更することを求める。

　要望が実現した場合には、事業の予見性の確保、事業の機会損失低減、競争力の増大に寄与す
る。また、事業を継続するために、少量新規枠から外れることによる約1,000万円、低生産枠から外れ
ることによる約2,000万円程度の試験費用の削減も可能である。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省
経済産
業省
環境省

＜少量新規化学物質確認制度＞
○少量新規化学物質確認制度は、製造・輸入予定数量が年間１トン以
下の新規化学物質について、国内合計で製造・輸入数量が年間１トン
以下であること等を厚生労働大臣、経済産業大臣及び環境大臣の確認
を受けることで、新規化学物質の届出が免除される制度です。
○複数事業者から同一の新規化学物質についての確認の申出があっ
た場合は、合計で１トンを超えない範囲で確認されます。
○確認の申出を行うことができるのは、年４回
　・第１回受付　申出期間：１月２０日～３０日
　・第２回受付　申出期間：６月　１日～１０日
　・第３回受付　申出期間：９月　１日～１０日
　・第４回受付　申出期間：１２月１日～１０日

＜低生産量新規化学物質制度＞
○低生産量新規化学物質制度は、製造・輸入予定数量が年間１０トン
以下の新規化学物質について、人健康影響及び生態影響についての
知見がない場合、分解性、蓄積性のみで審査、判定を受けることができ
る制度です。
○「難分解」かつ「高蓄積でない」と判定された場合は、厚生労働大臣、
経済産業大臣及び環境大臣が、国内合計で製造・輸入数量が１０トン
以下であることを確認した上で、製造・輸入が可能となります。
○確認の申出を行うことができるのは、年１回（３月１日～１０日）。ただ
し、判定を受けた年度は、当該年度中に確認の申出を行うことが可能で
す。

化学物質の審査
及び製造等の規
制に関する法律
第３条第1項第５
号
第５条第４項第１
号

化学物質の審査
及び製造等の規
制に関する法律
施行令
第３条第２項
第４条

新規化学物質の
製造又は輸入に
係る届出等に関
する省令
第４条
第４条の４

その他

　予定されている取扱いの方法等からみてその新規化学物質による環境の汚染が生じるおそ
れがないものと確認できる場合（中間物及び輸出専用品の場合）には、総量規制に代えて、一
事業者あたり一年度に１トン以下の製造・輸入を認めることができ、確認の申出の受付頻度も随
時できるとして、新規化学物質の製造又は輸入に係る届出等に関する省令（昭和49年厚生省・
通商産業省令第１号）を改正し、新たに少量中間物等新規化学物質確認制度を構築し、運用を
開始しました（平成26年6月公布、同年10月施行）。
　なお、御提案に関する事項は、「化審法施行状況検討会」等において、検討しているところで
す。

その他

　分解生成物の評価の簡素化にも通じる、下記の化学物質の評価方法の見直し検討を行い、
運用を開始しているところです。
①生物蓄積性の類推等による判定の運用ルール案を作成・公表し、届出された新規化学物質
について、構造が類似し生物蓄積性が低い既知の化学物質がある場合にはＱＳＡＲ（定量的構
造活性相関）の推計結果等から高蓄積性でないと判定できる仕組みなどを導入しました。
②事業者による重複試験を削減する観点から、公示済みの新規化学物質、既存化学物質の判
定結果や試験結果を順次公表することとしました。特に、蓄積性のＱＳＡＲ等の類推評価を促す
観点から、生物蓄積係数（ＢＣＦ）の結果等を事業者が使いやすい形式で順次公表しています。
③従来簡易な試験を適用することができなかったイオン性化合物の蓄積性を簡易な試験法で
評価できるよう新たなルールを導入しました。
④ＯＥＣＤテストガイドラインに整合させて、より負担の小さい濃縮度試験を導入しました。

　なお、御提案に関する事項は、「化審法施行状況検討会」等において検討しているところで
す。

280215079 27年
12月1日

28年
1月27日

28年
2月15日

化審法新規
化学物質届
出時の分解
生成物の取
扱い

【提案の具体的内容】
　１％以上の分解生成物に対し一律的に試験要求すべきでなく、リスクに応じた安全性評価を実施す
べきである。
＜具体的な対応＞
・低生産枠（製造・輸入数量が上限値が各物質毎に年間10トン以内）での生分解性試験は間接法と
し、10%未満の分解生成物は同定・評価不要とすべきである。
・例えば、製造量等が10トン超の場合のみ直接定量を実施。
　⇒分解物の生成量等に応じて、濃縮度試験の選択、人健康、生態影響試験等の選択を可能とすべ
きである。
　　（logPo/w≧3.5の場合（HPLC法）のみ、QSAR、 Expert Judgeなど）

【提案理由】
　化審法の運用において、分解度試験の結果、分解生成物が生じ、１％以上残存する場合には、そ
の分解生成物を特定し、個別に試験を実施することが求められている。要望理由としては、以下が挙
げられる。
・本制度は、日本のみの制度(EU,韓国等では100t超で分解物の同定が必要）であり、低生産枠内（年
間10トン以下）は、間接法とするべき。
・また、低生産枠内であれば、10%未満の分解生成物が発生しても１トン未満となる。化審法等により、
年間１トン以下の少量新規制度においては、有害性情報の国への提供は不要となるため、低生産の
10%未満の分解生成物は、同定・評価は不要とすべきである。
・分解物は、親化合物由来であること、通常は分解により極性化され、さらに代謝されるなど、無毒化
の方向にあることも考慮
・また、評価に際し、政府において平成21年化審法改正時の国会附帯決議「定量的構造活性相関の
活用等を含む動物試験の代替法の開発・活用を促進すること」に指摘があったように、要望内容にあ
げた手法(QSAR,Expert Judgeなど）の手法を活用すべきである。
・1物質あたり約3,000万以上、期間としては数年にわたることもあり、分解生成物の試験に多大な費
用と時間を要する。また、試験のコストや要する期間等から研究開発のスピードを著しく減退、又は開
発を断念することがある。
　
　要望が実現した場合には、費用面では、分解生成物が1物質ごとに約3,000万円の削減可能（多い
場合は3物質以上になることも）で、開発期間も物質数に応じて伸びたものが短縮可能。その結果、海
外への拡販を断念する事例が減少することも期待される。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省
経済産
業省
環境省

　化審法の新規化学物質の届出において必要となる分解度試験におい
て、分解生成物が生じた場合は、その生成率が１％未満の場合は、分
解生成物について蓄積性及び毒性の評価を求めないこととしていま
す。一方、１％以上生成した場合は、類似物質からの類推や試験結果
からの専門家判断等、何らかの蓄積性及び毒性の評価を行うこととして
おり、類推等が困難な場合に限り試験の実施を求めています。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280215080 27年
12月1日

28年
1月27日

28年
2月15日

化審法新規
化学物質届
出の際の高
分子化合物
の取扱い

【提案の具体的内容】
　２％ルールを導入すべきである。２重量％未満のモノマー及び反応成分については、ポリマーの名
称に含めなくてもよいものとする。（個々のモノマー及び反応成分について２％であって、total２％でな
い。）ポリマーの定義はOECDの定義と同様とすべきである（「数平均分子量1,000以上」を削除）。

【提案理由】
　「根拠法令」：運用通知　平成23年3月31日、薬食発0331第5号、平成23・03・29製局第3号、環保企
発第110331007号、２．２－１（２）③のニにおいて、原則として、既存のポリマーに微量の別モノマー
（新規物質の場合はその合計が１％以上、既存物質の場合はその合計が２％以上）を加えて合成した
ポリマーが既存物質リストに収載されていない場合は、全て新規化学物質扱いとされている。養老の
理由としては、以下が挙げられる。
・安全性の担保の理由として、HPL Environmental Consulting Services LLC報告書によると28年間の
実績の観点から２％ルールは問題なしととされている。また、化審法高分子フロースキームで確認さ
れた高分子化合物（低懸念ポリマー含む）においては、２％程度の単量体を幾つか添加しても（高分
子の分子量が大きく、低分子量成分の含有量が少なく、かつ、いわゆる懸念官能基等を含まない場
合）、その安定性、蓄積性が大きく変化することは考えにくい。
・諸外国では２％ルールが国際標準であり、経済的・時間的負担も大きい。具体的には、高分子フ
ロースキームによる試験費用として、150万円/物質、試験期間として、申請期間として約9か月を要
す。

　要望が実現した場合には、経済的には、150万円/物質の削減が可能で、時間的にも試験・申請期
間（約9か月）の短縮が可能。その結果、事業の機会損失も低減することが期待される。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省
経済産
業省
環境省

　化審法の届出対象である化学物質の区分については、原則化合物ご
ととしており、高分子化合物（ポリマー）については、繰り返し単位と重
合様式が同じものを同一の化学物質とし、重合度や重合手法が異なっ
ていてもそれを区別していません。
　また、そのポリマーの①重量割合の合計が９９％を超える単量体（モノ
マー）等から得られる別の有機高分子化合物が既存化学物質等である
場合と、②重量割合の９８％を超える単量体等から得られる別の有機
高分子化合物が既存化学物質等であって、残り２％未満の単量体等が
既存化学物質等である場合は、新規化学物質として扱わず、届出を求
めないこととしています。

化学物質の審査
及び製造等の規
制に関する法律
の運用について
２．（３）③

その他
　御提案に関する事項は、２％の単量体を複数加えることにより毒性、物性が変わらないとの科
学的知見が確認できていないため、それらの検証が必要ですが、「化審法施行状況検討会」等
において検討しているところです。

280229003 27年
12月2日

28年
1月27日

28年
2月29日

留学生のアル
バイト規制緩
和

【内容】
留学生のアルバイト時間規制の緩和を行い、外国語対応を求めている店舗や施設での積極活用を実
施し、コミュニケーション強化を図る。

【理由】
店舗、施設側の外国語対応の人材不足を補うとともに留学生も学外での日本コミュニケーションと学
業の為の収入を得ることで、双方の益となるため

(一社)全
国空港ビ
ル協会

法務省
厚生労
働省

「資格外活動の許可」について，法務大臣は，別表第一の上欄の在留
資格をもって在留する者から，法務省令で定める手続により，当該在留
資格に応じ同表の下欄に掲げる活動の遂行を阻害しない範囲内で当
該活動に属しない収入を伴う事業を運営する活動又は報酬を受ける活
動を行うことを希望する旨の申請があった場合において，相当と認める
ときは，これを許可することができるとしています。

出入国管理及び
難民認定法第１９
条第２項，出入国
管理及び難民認
定法施行規則第
十九条第五項

現行制度
下で対応
可能

資格外活動の許可は，本来の在留活動を阻害しない範囲内において，現に有している在留資
格に属しない就労活動を例外的に認めるものです。
留学生については，在留期間中において，留学中の学費等の必要経費を補う目的でアルバイト
活動を行うため資格外活動許可について申請があった場合は，週２８時間以内（教育機関の長
期休業期間中は，１日８時間以内）の活動を包括的に許可しているところ，この範囲外の活動に
ついては，そのような許可の申請があったときに，個別に，以下の要件を満たす限りにおいて許
可しており，既に対応しています。即ち，本来の在留活動の遂行が妨げられるものでなく，①活
動の目的が本邦留学中の学費等の必要経費を補うものであること，②申請に係る活動が語学
教師，通訳，翻訳，家庭教師等，申請者の専攻科目と密接な関係のある職種又は社会通念上
学生が通常行っているアルバイトの範囲内にある職種であること，が確認できれば，活動を行う
機関の名称及び所在地，業務内容等の条件を定めた上で個別に資格外活動を許可していると
ころです。

280318006 27年
11月4日

27年
12月22日

28年
3月18日

経済連携協
定に基づく外
国人介護事
業従事者の
取得資格要
件等緩和

【提案の具体的内容】
経済連携協定に基づく介護福祉士候補者として滞在しているインドネシア、フィリピン、ベトナム人の
介護職員について、４年間の就労・研修の期間終了後もわが国の介護施設で就労可能となるために
取得に要する資格を、現状の介護福祉士から、介護職員初任者研修修了の資格に緩和すべきであ
る。

【提案理由】
介護福祉士試験は、その合格率が全受験者の6割程度と、看護師国家試験の約9割等と比較しても
難易度の非常に高いものであり、外国人の継続的な在留資格の要件として過度に高く、志願する外
国人のモチベーションを削ぐ。介護業務に取り組む志があっても、難易度の高い資格試験に挫折し、
心ならずも帰国してしまうこともある。介護業務へのモチベーションの高い外国人人材を確保し、慢性
的な介護人材不足を緩和するためにも、「介護職員初任者研修修了」への要件緩和が必要である。
（「介護職員初任者研修修了」は、介護保険の対象となる訪問介護業務に従事できる要件として政令
で定められている）
「日本再興戦略」改訂2015にある「経済連携協定に基づく介護福祉士候補者の活躍促進」の具体策と
しても検討されるべきである。
資格要件を緩和することにより、わが国において介護技術等を学ぶ外国人の裾野を広げることを通じ
て、わが国と相手国との経済活動の連携強化に資することができ、またわが国における介護サービス
の質・量の向上・充実に寄与することもできる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

法務省
外務省
厚生労
働省

EPAに基づき，二国間の経済活動の連携の強化の観点から介護福祉
士候補者についてインドネシア（平成２０年度から），フィリピン（平成２１
年度から），ベトナム（平成２６年度から）から特例的に受入れを行って
います。また，当該候補者が我が国の介護福祉士国家資格を取得した
場合は，「特定活動」の在留資格をもって介護福祉士として就労が可能
です。

出入国管理及び
難民認定法第２
条の２，別表第１
の５の表，平成２
年法務省告示第
１３１号（出入国
管理及び難民認
定法第７条第１項
第２号の規定に
基づき同法別表
第一の五の表の
下欄に掲げる活
動を定める件）,
平成20年厚生労
働省告示第312
号，同第509号，
平成24年同第
507号

対応不可

　外国人材の受入れに係る基本的な考え方として、専門的・技術的分野の外国人については、
我が国の経済社会の活性化に資することから積極的に受け入れることとしています。
　これを踏まえ、経済連携協定（EPA）においても、介護福祉士国家試験の合格を求めているも
のであり、これを、国家資格ではない、介護職員初任者研修修了をもって代えることは困難で
す。
　なお、EPA介護福祉士候補者の受入れは、労働力不足への対応ではなく、二国間の経済活動
の連携の強化の観点から、特例的に行うものです。
　介護福祉士試験不合格者に対しては、再受験に向けた滞在期間の延長や、帰国者に対する
再受験支援を行っているところです。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280318014 27年
11月25日

28年
1月13日

28年
3月18日

医薬品・医療
機器等法に
基づく資料提
出の更なる電
子化の推進

【提案の具体的内容】
　医薬品・医療機器等法に基づき、厚生労働省に紙で提出することになっている以下の資料につい
て、PDF化した上で、ＤＶＤ等の電子媒体に保存しての提出を認めるべきである。
・医療用医薬品の再審査申請の添付資料
・治験中/製造販売後の安全性の定期報告に係る資料（ＤＳＵＲ、ＰＳＵＲ、ＰＢＲＥＲ）

【提案理由】
　現在、医療用医薬品の再審査申請の添付資料や、治験中/製造販売後の安全性の定期報告に含
まれるDSUR（開発時定期的安全性最新報告）、PSUR（定期的安全性最新報告）/PBRER（定期的ベ
ネフィット・リスク評価報告）は、全ての資料を紙で提出するよう求められている。そのため、企業側は
資料完成後に印刷して提出するために時間、人員、紙資源、輸送手配等が必要となり大きな負担と
なっている。
　医療用医薬品の製造販売承認申請や個別症例安全性報告の電子化が進むなどの最近の状況を
考慮し、これまで紙で提出している資料についてPDF化の上、DVD等の電子媒体に保存したものを当
局に提出することを認めるべきである。
　要望の実現により、企業側には提出物の準備にかかる時間、人員、紙資源、輸送手配等が削減で
きるとともに、当局側でも保管スペースの確保や紙資料の管理（紙の劣化防止を含む）等の負担を削
減でき、双方に大きなメリットが見込まれる。また、PDFであれば、電子ファイルの容量を抑えられる上
に検索機能を使用できるため当局側の審査等にも有効活用できると考えられる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

医療用医薬品の再審査申請の添付資料は、一部の様式を除いて紙資
料での提出を求めています。

また、DSURについては、DSUR本体は紙資料での提出を求めています
が、DSURの添付資料（Appendix）については電子媒体での提出を可と
する運用を行い、企業の負担の軽減をはかっています。

薬機法施行規則
第56条、第64条
第2項

薬機法施行規則
第273条第3項

検討を予
定

紙資料に代えて電子媒体での提出が可能な範囲の検討を行いたいと思います。

280318015 27年
11月25日

28年
1月13日

28年
3月18日

低リスクの医
療機器に関す
る臨床研究・
臨床評価の
迅速化

【提案の具体的内容】
　低リスクの医療機器の改良や改善を行う場合の臨床試験に関して、ＧＣＰ省令に基づく手続きの簡
素化を進める等、企業主導で迅速な臨床研究・臨床評価を可能とすべきである。

【提案理由】
　現在、企業主導の臨床研究は、原則として薬事承認を取得して製品化することが目的とされ、GCP
省令（医薬品の臨床試験の実施の基準に関する省令）に従って臨床試験を実施する必要がある。ＧＣ
Ｐ省令では、治験実施計画書の作成や治験審査委員会での審査等、試験結果の信頼性確保や被験
者の安全性確保等の観点から様々な手続きを定めており、医療機器のリスク度合いに係らず全ての
手続きを踏むことが求められる。
　そのため、不具合による人体への影響が極めて低い医療機器においてもＧＣＰ省令に基づく手続き
をすべて踏むことが求められ、医療機器の開発においては評価と改良を繰り返すことが不可欠となる
中、相対的にコストや時間の負担が大きくなっている。
　そこで、低リスクの医療機器の改良や改善を行うための臨床試験に際しては、試験結果の信頼性確
保や被験者の安全性確保に十分配慮しつつ、ＧＣＰ省令に基づく手続きの簡素化を進める等、企業主
導で迅速な臨床研究・臨床評価を可能とすべきである。
　要望の実現により、低リスクの医療機器開発に要する期間とコストが削減され、高性能の医療機器
が迅速に実地投入されると考えられる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

医療機器の製造販売をしようとする者は、品目ごとにその製造販売に
ついて、承認又は認証を受けるか、製造販売する旨を届け出る必要が
あります。また、承認又は認証にあたっては、臨床試験の試験成績に
関する資料等を添付することになります。臨床試験の試験成績に関す
る資料の収集を目的とする試験については、医療機器の臨床試験の実
施の基準に関する省令を遵守して実施していただきます。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律
医療機器の臨床
試験の実施の基
準に関する省令

事実誤認

臨床評価が何を意味するのか不明ですが、医療機器に関する全ての臨床研究に対して医療機
器の臨床試験の実施の基準に関する省令（ＧＣＰ省令）を遵守することは求められていません
ので、事実誤認と考えます。
なお、医療機器の承認又は認証にあたっては、臨床試験の試験成績に関する資料等を添付す
ることになり、臨床試験の試験成績に関する資料の収集を目的とする試験については、ＧＣＰ省
令を遵守して実施していただきます。この省令は、①被験者の人権の保護、安全の保持及び福
祉の向上を図り、②治験の科学的な質及び成績の信頼性を確保するため、のものであることか
ら、医療機器のリスクの程度とは関係なく遵守されるべきものになります。例えば、被験者の人
権の保護の観点から、医療機器による利益及び不利益等を適切に説明した上で同意を取得
し、治験中に適切な措置（有害事象が発生した場合の対応等）を講じるべきであり、このような
対応については、リスクの高低に関係なく実施されるべきものになります。さらに、このような運
用は、同等の基準を適用している米国でも同様となっています。

280318016 27年
11月25日

28年
1月13日

28年
3月18日

治験開始後
の医療機器
の仕様変更
時における、
変更前後の
データの有効
活用に向けた
規定の整備

【提案の具体的内容】
治験中の医療機器について、被験者へのリスクが考えにくい簡易な改善や改良のために機器の仕様
を変更した場合のデータの活用に関する規定を整備すべきである。

【提案理由】
　現在、薬食機発0221第１号「機械器具等に係る治験の計画等の届出の取扱い等について」に基づ
き、「治験機器の変更内容によっては、継続した治験の成績とみなせない場合等にあっては、変更前
の治験実施計画書による治験を中止し、新たに治験を実施することが適切であること」と規定されてい
る。しかしながら、その解釈が不明確であるため、医療機器の操作性の改善等、被験者へのリスクが
考えにくい簡易な仕様変更であっても、治験前に実施した非臨床試験のサンプルとギャップが生じ、
開発ステージが非臨床試験に逆戻りせざるを得ないケースや、治験のやり直しの必要性が生じる
ケース等が想定され、医療機器の研究開発の迅速化を妨げている。
　そこで、米国FDAのガイダンス（Changes or Modifications during the Conduct of a Clinical
Investigation）のように、治験中の医療機器の仕様変更時のデータの活用について具体的な考え方
や事例を示す等、一定の規定を整備すべきである。
　要望の実現により、治験中に簡易な改善や改良のために仕様変更をした場合においても一定の規
定の下で変更前のデータが活用でき、治験が継続して実施可能となる。ひいては、革新的医療機器
への早期アクセスにつながる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

医療機器の製造販売をしようとする者は、品目ごとにその製造販売に
ついて、承認又は認証を受けるか、製造販売する旨を届け出る必要が
あります。また、承認又は認証にあたっては、臨床試験の試験成績に
関する資料等を添付することになります。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律

現行制度
下で対応
可能

治験開始後に医療機器の仕様を変更した際、仕様変更前の過去のデータの活用の可能性に
ついては、個々の機器や事情によって異なるものであり個別に検討する必要があります。独立
行政法人医薬品医療機器総合機構において対面助言等の制度を設けて相談に応じているの
で、当該制度をご活用ください。
なお、御指摘の米国FDAのガイダンス（Changes or Modifications during the Conduct of a
Clinical Investigation）は、ＩＤＥ（日本でいう治験）の実施にあたって、医療機器の設計や基本原
理に変更があった場合に再度の承認が必要かどうかの考え方を示しているものであり（重要な
変更があった場合に承認が必要な旨を示している）、データの活用について言及したものでは
ありません。また、当該ガイドラインに含まれる事例も数例に限られており、医療機器の仕様変
更に関する事例を網羅的に示しているものではありませんので、やはり、各企業が個別に判
断、相談していくものになると考えます。なお、当該ガイドラインでは、変更にあたって承認が不
要であっても、企業は、信頼できる情報に基づき、その変更を確認しておく必要がある旨が述べ
られています。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280318017 27年
11月25日

28年
1月13日

28年
3月18日

キット医療機
器に係る承認
審査基準の
拡大

【提案の具体的内容】
　キット医療機器の承認基準について、承認基準の技術基準に規定のある構成品に加え、単体で承
認（認証）を取得している場合や、クラスⅠに該当する構成品を組み合わせる場合においても承認基
準の範囲内と解釈し、「承認基準あり」として承認審査すべきである。

【提案理由】
　現在、キット医療機器は、キット品全体の使用目的が変わらない範囲で、既に市場において単体で
販売されている医療機器を構成品として適宜組み込むことが多い。しかしながら、キット品全体の使用
目的に影響がないにも係らず、ごく一部であっても組み込まれる構成品が当該キット医療機器の承認
に係る技術基準に含まれない場合においては、結果としてキット品全体が「承認基準なし」と判断され
て審査されてしまうことがある。このことから、市場にある（又は今後開発される）ほとんどのキット製品
は「承認基準なし」に該当することとなり、キット医療機器の承認基準の存在意義が薄れている。ま
た、承認基準を活用する機会を逸するとともに、「承認基準なし」として審査され、審査コストの増加が
大きな負担となっている。
　キット医療機器の承認基準について、単体で承認（認証）を取得している構成品や、医薬品医療機
器等法のクラスⅠに該当し、承認（認証）が不要な構成品を組み合わせる場合においても、キット医療
機器として承認基準の範囲内と解釈し、「承認基準あり」として承認審査すべきである。
　要望の実現により、申請者側は審査期間の短縮や申請費用の負担軽減を見込むことができる。審
査側においても、既承認（既認証）の構成品、又は審査が不要であるクラスⅠに該当する構成品であ
ることから、審査負担の軽減が図られる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

臨床上の必要性が認められる範囲で複数の医療機器を組み合わせて
製造販売しようとする者は、承認、認証の申請又は製造販売する旨の
届出を行う際に、一品目の範囲で取り扱うことができるとされています。
また、承認基準とは、その基準への適合性を確認することにより承認審
査を行う統一的な技術要件を定めるもので、「承認基準あり」の医療機
器について当該基準に適合するとして申請する場合、適合している旨
の自己宣言書等を添付することで足りるのに対し、「承認基準なし」の
医療機器の申請にあっては、採用した規格、試験方法等の妥当性に関
する説明資料等の添付が必要となります。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律

現行制度
下で対応
可能

平成21年7月1日付け厚生労働省医薬食品局審査管理課医療機器審査管理室事務連絡「組合
せ医療機器、複数の一般的名称が該当する品目に係る質疑応答集（Ｑ＆Ａ）（その１）」のＱＡ38
に示すとおり、承認基準に適合する品目に、承認基準に規定されていない別の構成医療機器を
追加する場合で、その追加する構成医療機器が既に承認、認証又は届出されているものであ
り、かつ、組み合わせることによって新たな使用目的、効能又は効果等を生じず、組み合わせる
ことについて新たな評価が必要でない場合には「承認基準あり」区分で申請できることとしてい
ます。その際、組み合わせることによって承認基準への適合性に影響を及ぼさないこと、新たな
評価が必要でないことの説明が必要であり、申請に関する取扱いについては独立行政法人医
薬品医療機器総合機構にご相談ください。

280318018 27年
11月25日

28年
1月13日

28年
3月18日

医療用ソフト
ウェアに関す
る規制の運用
の継続的な見
直し

【提案の具体的内容】
　医療用ソフトウェアに係る規制について、対象となるプログラムを明確化する等、その運用を継続的
に見直すべきである。

【提案理由】
　医療用ソフトウェアについては、薬食監麻発1114第5号「プログラムの医療機器への該当性に関す
る基本的な考え方について」により、診断・治療等を目的としたプログラム単体が医療機器とされ、医
薬品医療機器等法の規制対象となった。しかしながら、医療用ソフトウェアの医療機器としての位置付
けや、対象の明示等、運用上の未定な部分が残っている。
　ＩＴ、ソフトウェア分野は技術進展が早く、諸外国においても米国がガイダンス等を出すなど、医療用
ソフトウェアへの規制に対する運用の見直しを継続的に実施している。わが国においても、例えば判
断の難しいプログラムについて当局に照会がされた場合の判断結果と医療機器への該非判断理由を
公に開示するといった一層の基準の明確化に努める等、運用を見直していくべきである。
　要望の実現により、技術革新の動きに対応した優秀で安全な医療用ソフトウェアが現場に提供され
るほか、諸外国との事業環境のイコール・フッティングにもつながる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

薬事法等の一部を改正する法律（平成25年法律第84号）が平成25年
11月27日に公布され、診断等に用いるプログラムが組み込まれた医療
機器に加え、同様の目的に用いる単体プログラム（ソフトウェア）につい
ても、医療機器として製造販売の承認・認証等の対象となりました。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律（第二条、
第二十三条の二
の五）

現行制度
下で対応
可能

医療機器プログラムについては、「医療機器プログラムの取扱いについて」（平成26年11月21日
付け薬食機参発1121 第33 号、薬食安発1121 第1 号、薬食監麻発1121 第29 号）によりその
取扱いを示すとともに、関連のＱ＆Ａにより制度の運用の明確化に努めており、今後も実態を踏
まえつつ適切に対応していきます。
医療機器への該当性については、個々の品目の機能や使用目的等を踏まえて判断されます
が、その基本的な考え方を「プログラムの医療機器への該当性に関する基本的な考え方につい
て」（平成26 年11 月14 日付け薬食監麻発1114 第5号）において示しています。個別に相談い
ただいた事例の詳細を公表することは企業秘密の保護等の観点から困難ですが、医療機器に
該当すると考えられるプログラム及び医療機器に該当しないと考えられるプログラムの代表的
なものについては例を示しています。これらの通知やQ&A等によっても、医療機器プログラムの
取扱い等に悩む事例があれば個別に相談いただくことが適当と考えます。

△

280318019 27年
11月25日

28年
1月13日

28年
3月18日

管理医療機
器販売業の
届出書におけ
る様式の統一
化

【提案の具体的内容】
　管理医療機器販売業の届出において、保健所ごとに異なっている届書の様式の統一化を実現すべ
きである。

【提案理由】
　現在、医薬品、医療機器等法に基づき、店舗や営業所において管理医療機器を取り扱う場合、当該
店舗や営業所を管轄する保健所に医療機器販売業の届出を行う必要がある。しかしながら、届書の
様式が保健所ごとに異なっているため、企業にとって手続きの負担が大きい。
　届書の記載事項は店名、住所、店舗の構造設備等、基本的に同一であることから、様式を統一して
も特段の問題は生じないと考えられる。
　要望の実現により、企業の手続き負担の軽減につながる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法
律（昭和３５年法律第１４５号。以下「法」という。）に基づき、管理医療機
器販売業・貸与業を行う場合は各都道府県、保健所設置市、特別区長
に対しその営業所ごとに届出を行う必要があります。
届出にあたり、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保
等に関する法律施行規則（昭和36年厚生省令第１号。以下「施行規則」
という。）において、申請書の様式を定めており、各都道府県知事、保健
所設置市長、特別区長に対しこれらの様式に従い届出を行うこととなっ
ています。

医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律第39条の
３第1項
医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律施行規則
第163条

事実誤認

届出様式は施行規則に基づいて国が定めているため、様式は統一されています。記入欄につ
いては各自治体がその事務処理を適切に行えるよう工夫しているものと認識しておりますが、
一律に指導することは困難であるが、なお、必要事項が記載されていれば、原則として、都道府
県等においても手続の受付・審査が行われていると思料されるところです。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280318024 27年
11月25日

28年
1月13日

28年
3月18日

シェアード
サービス企業
における社会
保険関連業
務の可能化

【提案の具体的内容】
　資本関係のあるシェアドサービス企業が、社会保険労務士法第二条に掲げる業務を行うことが可能
となるよう規制を緩和すべきである。

【提案理由】
　現在、社会保険労務士法に基づき、社会保険関連業務は社会保険労務士や社会保険労務士法人
でない者は受託できない。そのため、企業が給与計算処理と社会保険業務の両方を同一のアウト
ソースベンダーに委託しようとする場合、当該ベンダーが給与計算処理業務しか受託できず、給与計
算処理と一体不可分である社会保険業務を別の社会保険労務士・社会保険労務士法人に再委託せ
ざるを得ない状況が存在し、企業にとって非効率な状況となっている。
　そこで、近年、ビジネスアウトソーシングやシェアードサービス化が進んでいることも踏まえ、同一資
本グループ内でシェアードサービス会社を設けている場合は、社会保険労務士法上の制約を例外的
に緩和すべきと考える。
　要望の実現により、企業グループ内の社会保険業務は特定企業で担うことが可能となり、より専門
機能に特化した形で会社組織を編成できる。ひいては、社員サービスの品質向上にも資すると考えら
れる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

社会保険労務士法第27条により、社会保険労務士又は社会保険労務
士法人でない者が、他人の求めに応じ報酬を得て、同法第２条第１項
第１号から第２号までに掲げる事務を業として行うことはできないことと
されています。

社会保険労務士
法第27条
社会保険労務士
法第２条第１号か
ら第２号

対応不可

  社会保険労務士法第27条の趣旨は、複雑・多岐にわたる労働社会保険関係法令に基づく事
務を適正に遂行するためには、国家試験に合格し、実務経験によって専門的知識を習得する
等により労働社会保険制度に通暁した資格者のみにその業務を行わせる必要があることから、
社会保険労務士又は社会保険労務士法人でない者が他人の求めに応じ報酬を得て業として行
うことを禁止しているものです。
  よって、社会保険労務士及び社会保険労務士法人でない者に、他人の求めに応じ報酬を得
て、同法第２条第１項第１号から第２号までに掲げる事務を業として行わせることをできるように
することは困難です。

△

自動車運転者の
労働時間等の改
善のための基準
(改善基準告示)

対応不可
  バス運転者について、関係省経由で関係団体に実態を確認したところ、フェリーに乗船中のバ
スのお客様対応等の一部労働の実態が見られ、トラック運転手とは実態が異なるという回答を
いただいており、改正を行うことは困難です。

280318026
27年
11月27日

28年
1月13日

28年
3月18日

フェリーに乗
船するバス運
転者の拘束
時間及び休
息期間の取
扱いの緩和

貸切バス、高速バス等の自動車運転者の労働時間規制については、2012年の関越高速自動車道に
おける悲惨なバス事故以来、規制と取締が強化されております。交通事業においては安全が第一で
あり、同じ交通事業者団体である当協会としても当然のことと考えておりますが、他方、観光による地
域の活性化の面でみると、従来日帰りバスツアーで旅行行程に組み込まれていた首都圏や近畿圏か
ら200km程度の距離に位置する観光地がツアー行程から外されるなど看過できない副作用も生じて
おります。
　この運転者の労働時間の適正化による安全確保と地方の観光振興とを両立する手段として有効な
施策が「バスツアーにおけるフェリーの活用」であります。バス運転者はフェリー乗船中は大型自動車
運転者専用の「ドライバーズルーム」でくつろぐことが出来る（勿論、お客様も船旅を楽しめる）ことか
ら、ツアー行程中の運転者の休養確保という点では理想的なものですが、不思議なことにこのバスツ
アーにおけるフェリー活用の障害となっている規制があり、このために、昨今の規制・取締強化により
フェリーの活用は縮小傾向にあります。
　この営業用自動車(トラック、バス)運転者の労働時間等の労働条件については、「自動車運転者の
労働時間等の改善のための基準」（所謂「改善基準告示」）及び関係通達により定められています。こ
の通達では、フェリー乗船中の運転者の労働時間について、フェリー乗船中の全ての時間のうち２時
間は拘束時間（残りは休息期間）として取り扱うこととされております。このため、ツアー催行者やトラッ
ク事業者では中々フェリー活用の機運が高まらず、逆に労基からの指摘を受けフェリー利用を取り止
めるケースも出ています（フェリーを使うと拘束時間が増えてしまうため）。しかし通常、運転者は乗船
後はドライバーズルームの浴場に直行し、後は睡眠、休息を取っているのが常態であり、この２時間
の拘束時間は実態と乖離した全く不合理なものであります。

このため厚生労働省労働基準局においては、特に是正要望の強かったトラック業界からの要望を踏
まえ、本年８月、「貨物自動車運送事業に従事するトラック運転者がフェリー乗船後に作業を行うケー
スが少なくなっており、トラック運転者の作業実態と乖離を生じている状況が認められる」として、トラッ
ク運転者のフェリー乗船時間を全て休息期間として取り扱うとする改善基準告示に係る関係通達の改
正を行い、本年９月から適用されることとなりました。しかしながら、バス運転者については、従前どお
りフェリー乗船中の２時間は拘束時間として取り扱うこととなっております。
  フェリーの活用は安全を確保しつつ観光振興を図る観点からは、バスツアーにおける更なるフェリー
利用の促進が非常に有効であると思慮されます。特に、アジアからのインバウンドのバスツアーは数
日にわたるものが多く、フェリーを行程に組み込めば運転者の休養を確保しつつ長距離のバスツアー
を催行することが容易になるものと思われます。
　バス運転者もフェリー乗船後は車両甲板への立ち入りは制限され、かつ、フェリー乗船中に車両甲
板内で作業を行うことは皆無であります。以上のことから、バス運転者についてもトラック運転者と同
様、フェリー乗船時間を全て休息期間とする旨の制度改正を行うよう提案します。

(一社)日
本旅客
船協会

厚生労
働省

自動車運転者のフェリー乗船時における拘束時間は、平成元年３月１
日付け基発第９２号「一般常用旅客自動車運送事業以外の事業に従事
する自動車運転者の拘束時間及び休息期間の特例について」において
定められており、トラック運転者の取扱については、平成27年８月12日
付け基発０８１２第１号「自動車運転者の労働時間等の改善のための基
準に係る関係通達の一部改正について」において、その内容を変更し
たところです。それらの中で、トラック運転者については、フェリー乗船
時間を、原則として、休息期間として取り扱い、バス運転者については、
フェリー乗船時間のうち２時間（フェリー乗船時間が２時間未満の場合
には、その時間）を拘束時間として取り扱い、その他の時間については
休息期間として取り扱うこととしています。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

【厚生労働省】
電子政府の総合窓口（e-Gov）において、FD申請ソフトで作成した資料
を添付することにより、電子申請ができ、国に納付する手数料は電子納
付することができます。・医薬品医療機器法関係手数料規則第１条第１
項に基づき、医薬品の製造販売承認を申請する場合は、申請書にその
申請に係る手数料の額に相当する額の収入印紙を貼って申請する必
要があります。

【厚生労働省】
医薬品医療機器
法関係手数料規
則第１条第１項

【厚生労
働省】
事実誤認

【厚生労働省】
電子申請（インターネットを利用した申請・届出）については、平成16年から厚生労働省電子申
請・届出システム（平成20年からは電子政府の総合窓口（e-Gov））において対応しており、電子
申請で申請等を行う場合、国に納付する手数料は電子納付することができます。

一方、FD及び紙で申請等を行う場合は、医薬品医療機器法関係手数料規則第１条第１項に基
づき、収入印紙による手数料の納付が必要です。理由は以下に示すとおりです。
【理由】
　国の歳入については、法令又は契約により債権金額の全部をその発生と同時に納付すべきこ
ととなっているもの等を除き、会計法及び国の債権の管理等に関する法律に基づき、債務者に
対する納入告知や債務者の住所、金額、履行期限等の調査や帳簿への記録等を行うこととさ
れています。
　印紙貼付は、「法令又は契約により債権金額の全部をその発生と同時に納付すべきこととなっ
ている債権」に該当するため、納入告知、帳簿記録等は不要ですが、収入印紙以外での納入を
行うこととすると、上記のような煩雑な手続きが行政窓口において必要となります。
　医療用医薬品の承認申請は、医薬品医療機器法第14条第11項に基づき独立行政法人医薬
品医療機器総合機構に提出することとなっており、申請の受理に伴う国の債権発生について、
債権法に基づく管理等はさらに困難と考えられます。
　債権回収漏れのリスク防止及び適切な審査業務運営の観点からも収入印紙による取扱いが
必要です。

【国土交通省】
耐空証明の申請、型式証明の申請、修理改造検査の受検申請、予備
品証明の申請、事業場の認定の申請及び航空従事者技能証明の申請
等については、航空法施行規則及び各申請の要領を定めた通達に基
づき、紙による申請と収入印紙による納付を受け付けております。

なお、耐空証明の申請、型式証明の申請、修理改造検査の受検申請、
予備品証明の申請、事業場の認定の申請、航空従事者技能証明の申
請及び航空従事者技能証明の限定変更の申請についてはオンライン
申請を受け付けていたものの、利用者が少なかったため、現在はシス
テムの運用を停止しています。

【国土交通省】
・航空法施行規
則
・航空機及び装
備品等の検査に
関する一般方針
（平成12年2月1
日、空機第100
号）
・装備品等型式
及び仕様承認に
係る一般方針（平
成17年4月26日）
・事業場認定に関
する一般方針（平
成12年 5月19
日、空機第 561
号）
・航空従事者技
能証明等に関す
る事務処理要領
（昭和51年4月26
日、空乗第248
号）

【国土交
通省】
収入印紙
以外の納
付：対応
不可
電子申
請：対応
不可

【国土交通省】
申請手続きを原則電子化する取組を受け、平成17年から平成23年まではこれらの手続きを電
子申請にて受け付けており、航空従事者技能証明の申請及び航空従事者技能証明の限定変
更の申請を除き手数料の電子納付も可能となっていました。しかし、申請受付システムの整備・
運用に係る経費に対してオンライン利用による効果が十分発現していないとのIT総合戦略本部
による指摘から、電子申請実績がない又は実績が極めて少ない状況にあるこれら手続きについ
て電子申請を停止しました。これら申請には、手続きの性質上、実際の対面や原紙・現物のや
り取りが伴うため、申請者にとって電子申請によるメリットが少なく、ニーズがなかったものと考
えており、電子申請を停止した当時からこの申請実態は変わっていないため、現在もニーズに
変化はないと考えております。

一方、電子申請による電子納付以外に、収入印紙を使用せずに手数料を納付することを認める
場合には、国の債権の管理等に関する法律に基づき、債務者に対する納入告知、帳簿への記
録等の煩雑な手続きが追加的に発生します。このため、申請の処理期間が現状より延びること
となるなど、審査の処理にも支障が生じることが懸念されます。

なお、航空従事者技能証明等の申請は写真、返信用封筒、住民票、外国で発行されたライセン
スの原本等を提出することが必要であり、当該書類と共に収入印紙を添付した納付書の提出を
もって手数料の納入をして頂くことが申請者にとっても利便性が高いことから、従前より収入印
紙による納付手続を行ってきたところです。
また、航空従事者技能証明等以外の申請においても、現物の提示や対面での調整が必要な他
の手続きが多く存在することから、申請に伴う実際のやり取りの際に収入印紙を添付した納付
書の提出をして頂くことで、納付手続を行ってきたところです。

280318027 27年
11月25日

28年
1月22日

28年
3月18日

各種申請書
類における手
数料の納付
方法の拡充
および電子申
請の可能化

【提案の具体的内容】
　以下の申請に関して、収入印紙以外での手数料の納付に加え、電子申請を可能とすべきである。
・医療用医薬品の製造販売承認申請（2014年度の継続要望）
・航空法に係る申請のうち、「国土交通省オンライン申請システム」の対象外のもの

【提案理由】
　現在、医療用医薬品の製造販売承認申請や、航空法に係る申請（「国土交通省オンライン申請シス
テム」に登録されていないもの）については、申請書に収入印紙を貼付する形で手数料を納付しなけ
ればならない。このため、収入印紙を購入する手間や、保管・移動を含めた事務手続きが煩雑である
ほか、多額の現金を持ち運ぶことにより安全面でも問題が生じており、申請者である企業にとって大き
な負担となっている。また、収入印紙による納付が必須となることにより、電子申請の実現を妨げてい
る。
　そこで、上記申請における収入印紙以外での手数料の納付に加え、電子申請を可能とすべきであ
る。
　要望の実現により、収入印紙や申請手続きに係る工数の短縮につながる。また、高額の収入印紙
の購入に係る移動・保管のリスクが軽減される。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省
国土交
通省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

【警察庁】
現在、警察においては、捜査の過程で、保険契約の有無、内容（契約
日、保険種類、保険金額等）等について、法令に基づき捜査関係事項
照会書を送付し、関係生命保険会社に対し照会を実施しています。

【警察庁】
刑事訴訟法(昭和
23年法律第131
号)第197条第２
項

【警察庁】
その他

【警察庁】
照会の電子化について、生命保険協会と協議したところ、照会の電子化を行う場合、高度なセ
キュリティ対策が必要となり、現状の警察からの照会件数であれば電子化するよりも、現在のＦ
ＡＸを使用した照会方法の方が効率的である等の理由から、照会の電子化に係る検討について
は見送るという結論で調整済みです。

【総務省】
地方税の課税・徴収における金融機関に対する取引照会は、書面など
で行われます。照会文書の書面のフォーマット（用語・書式など）につい
ては法令上の規定がないため、各自治体に委ねられています。

【総務省】
　　　－

【総務省】
検討に着
手

【総務省】
「規制改革実施計画」（平成26年6月24日閣議決定）において、
「金融機関に対する取引照会の一元化（地方税に関する照会文書の用語・書式の統一化）」に
ついては、
「国税における書式等の統一化の取組を踏まえ、以下の統一化の実施について、地方団体間
で構成する協議会に対し、金融機関側の意向を伺いながら検討することを要請し、また、検討
結果についても連絡するよう要請する。
①照会文書の依頼事項に関する用語
②照会文書の書式（照会の種類や業種ごとに統一できる箇所を調整の上）」とされており、
全国税務協議会に対して、統一化に関する検討を行うよう要請し、同協議会からは平成27年度
中に結論を出す方針と聞いている。

地方税の課税・徴収における金融機関に対する取引照会は、書面など
で行われます。取引照会の方法については法令上の規定がないため、
各自治体に委ねられています。

　　　－ 検討に着
手

「規制改革実施計画」（平成26年6月24日閣議決定）において、「金融機関に対する取引照会の
一元化（地方税に関する取引照会のオンライン化）」については、
「関係者の意見を伺うとともに、国税当局等における取引照会の電子化に向けた取組状況や社
会保障・税番号制度における個人番号の利用範囲を巡る議論の動向などを十分に踏まえなが
ら、地方税に関する照会書の用語・書式の統一化に係る検討結果を基に具体的方法や時期を
検討し、地方団体に対し対応を要請する。」とされ、
実施時期については「平成26年度以降、継続的に検討し、国税当局等の取組状況や番号制度
の議論の状況等を踏まえた上で、書式等の統一化に係る検討結果を基に結論を得る（結論に
応じ、その後、速やかに措置）」とされていることから、
書式等の統一化に係る全国税務協議会における検討状況を踏まえ、検討を行う。

【財務省】
　国税当局においては、申告納税制度の下、適正・公平な税務行政を
推進しており、不正な税逃れに対しては、厳正な税務調査等を実施する
とともに、滞納となった国税については、滞納整理の早期着手・早期保
全に取り組んでいるところです。
　その際、納税者本人に対する調査だけでは適正な課税標準等を把握
することができないと認められる場合には、取引のある生命保険会社等
に対して臨場又は書面による取引照会を実施しております。

【財務省】
国税通則法第74
条の２及び第74
条の３、国税徴収
法第141条、国税
犯則取締法第１
条第３項

【財務省】
照会様式
の統一
化：現行
制度下で
対応可能

照会手続
の電子
化：検討
に着手

【財務省】
・照会様式の統一化
　照会様式の統一化については、平成26年度に生命保険協会等と協議し、平成27年４月以降
は、協議により統一した書式を使用しています。

・照会手続の電子化
　平成26年７月以降、規制改革実施計画の内容に沿って、生命保険協会等とシステム開発の
方向性等について継続的に協議を行っており、今後も引き続き検討してまいりたいと考えており
ます。

【厚生労働省】
　保護の実施機関及び福祉事務所長は、保護の決定若しくは実施又は
生活保護法第77条若しくは第78条の規定の施行のために必要がある
と認めるときは、要保護者等の情報（氏名、住所又は居所、資産及び収
入の状況等）について、官公署等に対し必要な書類の閲覧若しくは資
料の提供を求めることや、銀行等の関係人に対して報告を求めることが
できます。なお、要保護者が急迫した状況にある等やむを得ない場合
には、当該調査結果が揃わなくとも保護の決定を行うことができることと
しています。
　また、平成27年度から当該調査に係る照会文書の様式については、
統一化されたものが使用されているところです。

【厚生労働省】
生活保護法第29
条

【厚生労
働省】
検討に着
手

【厚生労働省】
　照会文書の様式の統一については、左記のとおり平成27年度からは統一化された様式が使
用されており、当該調査に対する回答に係る事務の効率化を図っています。
　また、照会のオンライン化の可否については、提案主体の意見等も踏まえつつ、今後検討して
いくこととします。

○　診療放射線技師法第26条第２項では、診療放射線技師は、原則、
病院又は診療所以外の場所で、人体に対する放射線の照射等の業務
を行ってはならないものとされています。
○　この例外として、多数の者の健康診断を一時に行う場合において、
医師又は歯科医師の立会いの下、一定の強度のエックス線を照射する
ときであれば、従来、病院又は診療所以外の場所であっても業務を行う
ことができるとされていましたが、これに加え、胸部エックス線検査（コン
ピュータ断層撮影装置を用いた検査を除く。）のために一定の強度の
エックス線を照射するときは、医師又は歯科医師の立会いも求めないこ
ととする法律改正を行い、平成26年６月25日から施行されています。

診療放射線技師
法（昭和26年法
律第226号）第26
条第２項

対応不可

○　平成25年度に実施した厚生労働特別研究事業の調査研究により、診療放射線技師が、胸
部エックス線検査（コンピュータ断層撮影装置を用いた検査を除く。）のために一定の強度のエッ
クス線を照射することについては、医師又は歯科医師の立会いがなくても安全性の担保が十分
に可能であると確認されたため、法律改正を行ったところです。
○　胃部エックス線検査、マンモグラフィー検査、コンピュータ断層撮影装置を用いた検査につ
いては、診療放射線技師が医師又は歯科医師の立会いなしに行う方法や、その際の安全性が
確認できていないため、現時点で対応することはできません。

280318029 27年
11月25日

28年
1月22日

28年
3月18日

生命保険会
社に対する行
政機関等から
の照会文書
に係る様式の
統一化・電子
化

【提案の具体的内容】
　行政機関および民間事業者の事務効率化・コスト削減等を図る観点から、行政機関等による生命保
険会社に対する保険契約の有無・内容（契約日・保険種類・保険金額等）に係る照会文書の様式の統
一や照会手続の電子化を一層推進すべきである。

【提案理由】
　現在、行政機関は多種多様な様式の紙媒体の文書を大量に生命保険会社に送付する形で保険契
約の有無・内容の照会を行っている（年間約１００万件の税務関連の照会を受けている生命保険会社
も存在）。生命保険会社はこのような行政機関からの照会をシステム上で機械的に処理することが困
難なことから、手作業で目視確認をしながら可能な限り迅速かつ適切に名寄せ等の事務処理を行い、
行政機関に対する回答を行っており、大きな負担となっている。
　行政機関からの照会文書の様式の統一、および電子化を図ることにより、行政機関及び生命保険
会社における正確かつ迅速な事務の実現や行政機関における文書の印刷・郵送コストの削減、行政
手続の迅速化による国民の効用の増加等、様々なメリットが生まれる。さらには、ペーパーレス化の
推進により、社会・経済の発展と地球環境の調和を目指しつつ、持続可能な社会作りに貢献すること
も可能になると考えられる。加えて、多種多様な照会文書の様式を統一することを通じて生命保険会
社における事務の効率化及びコスト削減が促進され、行政機関が迅速に回答を得ることが可能とな
る。その結果、例えば、生命保険への加入の有無を行政がすぐに把握でき、生活保護の支給開始ま
での期間等が短縮され、真に手を差し伸べるべき者に対する支援の早期化が可能となる。
　昨年度も同様の要望を提出し、警察庁・国税庁・厚生労働省とは照会文書の様式の統一化を実現、
実施状況をフォローしている状況であり、総務省は統一に向けた検討を進めているとの回答を得た。
引き続き、様式の統一化や照会手続の電子化を進めることを要望する。

(一社)日
本経済
団体連
合会

警察庁
総務省
財務省
厚生労
働省

280318030
27年
12月1日

28年
1月27日

28年
3月18日

診療放射線
技師の検査
機器使用時
における医師
立会いの不
要化

【提案の具体的内容】
　診療放射線技師が取扱い可能な検査機器（胃部エックス線、マンモグラフィー、コンピュータ断層撮
影装置、画像診断装置等）について、医師の立会いを不要としていただきたい。
当面は、胸部エックス線検査以外の検査についても、胸部エックス線検査の医師立会いを不要化した
際と同様に、医師立会いなしの場合の安全性に関する調査研究を行っていただきたい。

【提案理由】
　 現在、診療放射線技師は、原則として、医師又は歯科医師の立会いの下においてのみ、エックス線
の照射が認められている。但し、診療放射線技師法の改正（2014年6月25日）によって、病院または診
療所以外の場所で、多数の者の健康診断を一時に行う場合において、胸部エックス線検査のために
100万電子ボルト未満のエネルギーを有するエックス線を照射する場合には、医師又は歯科医師の
立会いがなくても実施できることとなった。
　胸部エックス線検査（コンピュータ断層撮影装置を用いた検査を除く）のために、一定の強度のエック
ス線を照射することについては、2013年度に実施した厚生労働科学特別研究事業の調査研究によ
り、医師又は歯科医師の立会いがなくても安全性の担保が十分に可能であると確認されたため、法律
改正が行われた。
　昨年も同様の規制改革要望を提出したところ、政府の回答は「胃部エックス線、マンモグラフィー、コ
ンピュータ断層撮影装置を用いた検査については、診療放射線技師が医師立会いなしに行う方法
や、そのときの安全性が確認できていないため、現時点では対応不可」であった。
　現状、診療放射線技師は、胸部エックス線以外の検査においても、的確に検査を行っており、安全
性に十分配慮された運用がなされている。したがって、胸部エックス線検査以外の検査についても、
胸部エックス線検査の医師立会いを不要化した際と同様に、医師立会いなしの場合の安全性に関す
る調査研究を行い、必要な安全確保策を整理したうえで、法改正を行っていただきたい。
　医療費抑制の観点から予防医療の拡大は喫緊の課題である。受診者の利便性を考慮した巡回健
診は予防医療の要となる。巡回健診時に診療放射線技師の取扱いが認められている検査機器を利
用し、法定外健診の選択肢を増やしていくことは、受診者の健康維持、さらには医療費抑制につなが
るものと考えられる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280318031 27年
12月1日

28年
1月27日

28年
3月18日

健康保険組
合を「行政手
続等における
情報通信の
技術の利用
に関する法律
施行令」にお
ける対象法人
に追加

【提案の具体的内容】
　健康保険組合を「行政手続きにおける情報通信の技術の利用に関する法律施行令」における対象
法人に含め、電子情報処理組織を使用した手続きを可能とする。
　（※全国健康保険協会や日本年金機構等は含まれているが、健康保険組合は含まれていない）

【提案理由】
　現在、健康保険法施行規則では、健康保険組合も電子処理組織による手続きが可能となっている
が、「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律施行令」の対象法人に含まれていな
いため、情報通信技術を用いた手続きができない。このため、健康保険組合では、被保険者の資格
取得等の各種手続きにおいて、紙媒体を用いた手続きを行わざるを得ない。
　そこで、健康保険組合を「行政手続きにおける情報通信の技術の利用に関する法律施行令」の対象
法人に含めることにより、健康保険組合の手続きの電子化が可能となる。
　要望が実現した場合、手続きの電子化により、事業主及び健康保険組合の双方にとって手続きの
効率化、簡素化、迅速化が可能となる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

健康保険組合における電子情報処理組織を使用した手続きについて
は、健康保険法施行規則（以下「省令」という。）第１６０条において、「こ
の省令の規定により書面等（行政手続等における情報通信の技術の利
用に関する法律（平成十四年法律第百五十一号第二条第三号に規定
する書面等をいう。）により行うこととしているものについては、電子情報
処理組織を使用して行うことができる。」と定められています。

健康保険法施行
規則第１６０条

現行制度
下で対応
可能

　「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律」第二条第二項への政令で定め
る法人に規定されることで可能となる手続きの電子化は、行政機関に対する申請、届出等の手
続きであり、健康保険組合と事業主という私人間の手続きを対象とするものではないため、御要
望の改正は同法の改正とはならないと考えます。
　一方、御要望の手続きについては、現行の健康保険法施行規則第１６０条で被保険者の資格
取得等の各種手続きの電子化は対応可能です。

280318032 27年
12月1日

28年
1月27日

28年
3月18日

任意継続被
保険者・特例
退職被保険
者の健康保
険料につい
て、厚生年金
からの特別徴
収を可能とす
る

【提案の具体的内容】
　厚生年金受給者である健康保険組合の任意継続被保険者・特例退職被保険者について、厚生年
金から健康保険料が特別徴収できることとする。
そのために、厚生年金支給月に健康保険料を2か月分（当月分、翌月分）を纏めて納付することを可
能とする。

【提案理由】
　現在、任意継続被保険者と特例退職被保険者の保険料の納付方法は、納付書による納付または
口座振替による納付となっている。
　一方、介護保険料や後期高齢者医療保険料のほか、国民健康保険の65～74歳加入者の保険料に
ついては、特別徴収が可能となっている一方で、任意継続被保険者・特例退職被保険者の健康保険
料については特別徴収が可能となっていない。
　要望が実現した場合、加入者の納付にかかる諸手続きの軽減が図られるとともに、収納関係経費を
抑えて、健康保険料の効率的かつ確実な収納が可能となる。

(一社)日
本経済
団体連
合会

厚生労
働省

任意継続被保険者及び特例退職被保険者の保険料納付については、
初めて納付すべき保険料を除き、毎月１０日までに納付書または口座
振替により納付していただくこととなっています。

健康保険法第
164条、第166条、
附則第3条第6項

対応不可

 任意継続被保険者及び特例退職被保険者の保険料については、本人が事業主負担分も含め
てその保険料を確認し、事業主を介さずに任意で納付する仕組みとなっていることから、御要望
の年金からの天引きについては、行政機関等が決定する国民健康保険等の保険料と異なり、
本人が申告する保険料を基礎に特別徴収額を決定することになるため、適当ではないと考えま
す。
 また、保険料については毎月１０日までに納付するよう健康保険法第164条第1項にて規定され
ていますが、年金の支払日は隔月の１５日とされており、保険料の納付期日と年金の支給日が
法律上一致しておらず特別徴収を行うことは実務上困難であると考えられます。

△280318065 27年
12月28日

28年
1月27日

28年
3月18日

「保険医療機
関及び保険
医療養担当
規則」の見直
しによる一般
用医薬品の
役割･機能拡
大

【現況･問題点】
生活者は日常、不定愁訴(未病状態)になると病気に罹ったと考え、医療機関を受診し投薬等を期待す
るが、医師は病気と診断できない場合、投薬等の医療行為を行わない。生活者は満足感を求め、自
己負担感の少なさもあり、内閣府経済財政諮問会議中間報告（2015年12月7日）でも指摘する医療機
関重複・頻回受診を繰り返し、結果として不適切な医療費の支出になりかねない。一方、がん治療に
おいては、厚生労働省緩和ケア推進検討会の検討に基づき、生活の質（ＱＯＬ）を向上させ、前向きに
生きる力を支えることを目的とした緩和ケアが実施され、がん自体の症状や痛み以外の苦痛となる症
状には状態に応じた薬物療法がなされている。単味成分の医療用医薬品は場合によっては多剤投与
による服薬のつらさが更なるＱＯＬの低下を招きかねない。多剤投与解消とＱＯＬ維持･向上が図れる
配合剤の一般用医薬品を医師は症状に応じ投薬できない。現在、保険医療機関及び保険医療養担
当規則（療養担当規則）により未病状態の生活者や緩和ケアの患者に対して医療現場で薬価収載さ
れた医薬品以外は使用できない。

【解決策】
１．一般生活者の健康管理を未病状態からより専門的な診断が出来る医師が新たに積極的に関与で
きるよう療養担当規則を見直し、一般用医薬品を未病状態に使用することで医師の関与による病気
の早期発見、進行抑制、悪化・重症化を予防出来るなど適正な医療が推進でき、医療に対する生活
者の受診時の満足度向上、重複･頻回受診の回避、医療費削減等に貢献できる。
２．緩和ケアにおける痛み以外の症状（不定愁訴）に対して医療用医薬品による多剤投与・服薬時の
ＱＯＬ低下を防止する目的で、療養担当規則を見直し、医師が症状と治療内容を考慮、適切な一般用
医薬品を緩和ケアに使用する。入院・外来・在宅等の診療の場を問わず、また、がん治療の有無に関
わらず、いつでもどこでも切れ目のない質の高い緩和ケアの提供が推進できる。

【要望事項】
医療現場で、医師が一般用医薬品を使用できるよう、療養担当規則を見直しして頂きたい。また、未
病状態での管理にはインセンティブとして未病管理料を創設、未病状態・緩和ケア時の一般用医薬品
の投薬は指導箋等で行うなど、アクセス利便性を妨げる規制を見直しして頂きたい。

【効果】
医療制度の中で家庭薬を始めとする一般用医薬品を活用することにより、広く国民の健康増進を図る
だけでなく、健康寿命の延伸、医療アクセス利便性の向上、質の高い緩和ケアの推進、ＱＯＬ向上が
期待でき、かかりつけ医制度、かかりつけ薬局、地域包括ケアシステムの推進につながり、結果として
医療保険財政に寄与、国民皆保険を持続可能な社会保障制度として維持・確立して行くことが期待で
きると考える。

日本家
庭薬協
会

厚生労
働省

○　我が国の公的医療保険制度においては、医師が治療の必要を認
めた疾病又は負傷に対して、保険医療機関で行われる治療について、
保険適用としているところです。

○　御指摘の一般用医薬品については、需要者の選択により使用され
ることが目的とされているものです。（医薬品、医療機器等の品質、有
効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和35年法律第145号）第４
条第５項第４号）

○　他方、保険適用される医薬品とは、保険医によって療養の給付とし
て処方等される医薬品です。

○　したがって、一般用医薬品は、その定義において保険医によって療
養の給付として処方等される医薬品とは異なり、療養の給付の対象と
はなりません。

○　なお、疾病又は負傷に対する治療として必要な医薬品については、
安全性、有効性等が確認されたものについて、製造販売業者からの申
請に基づき保険適用しています。

・健康保険法（大
正11年法律第70
号）第63条第1
項、第３項、第72
条、第76条第２項
・医薬品、医療機
器等の品質、有
効性及び安全性
の確保等に関す
る法律（昭和35年
法律第145号）第
４条第５項第４号
・保険医療機関
及び保険医療養
担当規則（昭和
32年省令第15
号）第12条、第19
条
・使用薬剤の薬
価（薬価基準）
（平成20年厚生
労働省告示第60
号）

対応不可
○　公的医療保険制度における保険適用範囲の拡大については、国民の保険料負担の在り方
も含めた根本的な議論が必要であり、対応は困難です。



更に精査・検討を要すると認められる事項については、規制改革会議（各ワーキング・グループ）において対応します。

規制改革ホットライン検討要請項目の現状と措置概要

　※「規制改革会議における再検討項目」欄の記号（◎、○、△）については、所管省庁の回答をもとに、規制改革会議が以下のとおり判断したものです。
　　　　　◎：規制改革会議の各ワーキング・グループで検討している事項及び検討を予定している事項
　　　　　○：再検討が必要（「◎」に該当するもの除く。）と判断し、規制シートの作成対象とする事項
　　　　　△：再検討の要否を判断するため、事務局が提案内容に関する事実関係を確認する事項

制度の現状 該当法令等
措置の
分類 措置の概要（対応策）

管理番号 提案事項 提案の具体的内容等

内閣府
での
回答取り
まとめ日

受付日

所管省
庁への
検討
要請日

規制改革
会議に
おける再検
討項目

所管
官庁

所管省庁の検討結果
提案
主体

280318078
27年
11月18日

28年
3月14日

28年
3月18日

給与振込対
象口座に資
金移動業者
の預かり金を
追加

　労働基準法施行規則第7条の2において、給与振込は、「当該労働者が指定する銀行その他の金融
機関に対する当該労働者の預金又は貯金への振込み」に限定されているが、「当該労働者が指定す
る資金移動業者に対する当該労働者の預り金への払込み」を追加していただきたい。

　技能実習生制度等を利用した外国人のお客様が増えてきており、平成22年4月に施行された資金決
済法に基づく資金移動業者を利用して、母国に送金を行うお客さまが増えています。
　しかしながら、日本に来たばかりの外国人のお客様の場合、会社からもらった給与を　銀行振込み
で資金移動業者口座に資金を動かすということは相当なハードルになり、雇用先の企業から給与等を
直接、資金移動業者の口座に振り込みができるとお客様の利便性があがると考えています。

民間企
業

厚生労
働省

労働基準法第24条第１項において、賃金は、通貨によって支払うことを
原則としており,資金移動業者の口座に賃金を入金することは認められ
ておりません。

労働基準法第24
条第１項
労働基準法施行
規則第７条の２
第１項　第１号

対応不可

　労働基準法第24条第１項により賃金は通貨によって労働者に支払うことが原則となっていま
すが、労働者の利便性を踏まえつつ、労働者の賃金の保護が損なわれることのない範囲にお
ける例外として①銀行等の金融機関の預貯金への振込み、②一定の要件を満たす証券総合口
座への払込みによる賃金支払いが認められております。
　これらについては、それぞれ金融関係法令における厳格な規制により労働者の賃金が保護さ
れており、特に、②については、当事者である労使の代表を含めた議論を経て一定の要件の下
認めることとしたものです。
　資金移動業者に開設された労働者のペイロール・カード口座における賃金の支払いは、制度
上、少額（100万円以下）の資金の移動に係る為替取引に限られていることや、資金移動業者が
破たんした場合、供託等で保全されていたとしても、資金が全額保全されないケースもあり得る
こと等から、賃金の支払い先として課題があると考えられるため慎重な検討が必要です。

児童福祉法施行
規則（昭和23年
厚生省令第11
号）第６条の９及
び第６条の10第２
項並びに家庭的
保育事業等の設
備及び運営に関
する基準（平成26
年厚生労働省令
第61号）第23条
第２項及び第３項
並びに第31条第
１項

対応不可

１及び２について
子育て支援員は、国が定める実施要綱に基づいて、都道府県知事等が行うものであり、実施要
綱に基づく研修の全科目を修了し、修了証の交付を受けることとなっています。子育て支援員の
認定に当たっては、子育て支援員研修の全ての内容を修了していることが必要であり、英国国
家職業資格認定チャイルドマインダー養成講座は実施要綱に基づく研修全科目と重複するもの
ではないため、英国国家職業資格認定チャイルドマインダー養成講座の修了をもって子育て支
援員の認定を行うことはできないと考えております。

３について
保育士試験の受験資格については、児童福祉法施行規則に定めるところによるほか、昭和63
年厚生省告示第163号においても規定されています。
保育は生涯にわたる人間形成の基礎を培うものであるから、保育士は保育についての専門的
知識及び技術を有していることが必要であり、保育士試験の受験資格についても一定の水準を
求めております。
なお、保育士試験の受験資格を有すると認められる者は関係省令及び告示をもって網羅されて
いるものと考えております。

４について
保育士試験の一部科目を免除とするためには、例えば他の資格検定において同様の科目に合
格している等、科目を免除される者が当該科目について合格したと同視できる知識及び経験を
有すると認められることが必要であって、保育士試験とは内容が異なる英国国家職業資格認定
チャイルドマインダー養成講座を修了したことをもって、「保育原理」「保育の心理学」「子どもの
保健」について合格したと認めることはできないと考えております。

△280318072
28年
1月19日

28年
2月9日

28年
3月18日

保育人材確
保における民
間保育資格
保有者活用
に向けた規制
改革に係る事
項

平成27年度保育対策関係補正予算案の概要を拝見しました。
現在稼働中の保育士の労務負担軽減のために、一定の研修を受けた者が保育補助スタッフとして働
けるように規制を緩和するというものと理解しております。

当社では、数年前より保育関連分野における実践的な職業人材教育として通学制にて英国国家職業
資格認定チャイルドマインダー養成講座を全国各校舎にて運営し、直近5年間で同講座において
3,200名以上の修了生を輩出してまいりました。
チャイルドマインダーは、質の高い保育を行う知識を習得した人のみに与えられる資格であり、英国で
は100年以上の歴史を重ね、1990年より「国家職業資格」として認定されています。

また、同講座においては、厚生労働省・都道府県または市町村で実施しています「子育て支援研修
（地域保育コース）」と照らし合わせましても、「子育て支援研修（地域保育コース）」の内容をほぼ網羅
しており、かつ受講時間数は倍以上（30時間前後に対して62時間確保）、保育実習・レポート・試験を
含める実践的な内容です。

現在の保育士を「減らさない」ための対策、かつ近い未来の保育士受験者・合格者を確保する対策と
しても、人材の質的にも数値的にも、切迫する保育人材確保の一助になるものと考えております。

以上から、「保育人材確保における民間保育資格保有者活用に向けた規制改革に係る事項」として、
下記をご提案申し上げたく考えております。

1.英国国家職業資格認定チャイルドマインダー養成講座を修了した者は、「子育て支援員（地域保育
コース）」として認定する。
2.英国国家職業資格認定チャイルドマインダー養成講座を修了し、保育実習（II）（20日）を履修した者
は、「家庭的保育者」として認定する。
3.英国国家職業資格認定チャイルドマインダー養成講座を修了した者は、保育士の受験資格を有しな
い者であっても、保育士の受験資格を得る。
4.英国国家職業資格認定チャイルドマインダー養成講座を修了した者は、保育士の受験に際し、「保
育原理」「保育の心理学」「子どもの保健」に関する科目が免除される。

ヒューマ
ンアカデ
ミー株式
会社

厚生労
働省

・家庭的保育者又は小規模保育者として従事する者は、子育て支援員
研修を受講することとなっています。子育て支援員研修は都道府県・市
町村が主体となって、家庭的保育事業、小規模保育事業等の担い手を
養成するものであり、国が定めた「基礎研修」及び「専門研修」を修了し
た者を研修の実施主体が「子育て支援員」として認定することとしていま
す。
・保育士試験の受験資格については、児童福祉法施行規則第６条の９
において規定されております。
・保育士試験の筆記科目については、児童福祉法施行規則第６条の10
において規定されております。


